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第１章 設備診断技術の現状 
 
 近年、設備の高経年化に対応して設備保全の重要性が高まっており、設備診断技術によ
る定量データに基づいてメンテナンス対応を行う状態基準保全 CBM（Condition Based 
Maintenance）の活用がますます図られつつある。 
 様々な機関による調査結果によると、動機械の損傷部位の中で最も多いのが転がり軸受
であり、損傷部位総数の約 20～30％を占めている。転がり軸受は多くの動機械で使用され
ている機械要素であり、内輪や外輪の転送面をころや玉の転動体が荷重を受けて転がり接
触する構造から、摩耗や転がり疲労はく離、圧痕、焼付きなどの損傷が発生することがあ
る。これらには設計上の問題が原因となる場合もあるが、施工不良や給油不足、異物混入
などといったメンテナンス上の問題に起因したものが多い。 
 また、すべり軸受は軸と軸受間が潤滑油で非接触状態にて回転することから、転がり軸
受と比較して損傷頻度は少ないものの、損傷部位総数の約 5～10％を占めている。ただし、
すべり軸受は高速回転設備の重要機器に使用されている場合が多く、軽微な損傷からのリ
ードタイムが短い傾向が見られる。すべり軸受では摩耗や疲労、焼付きといった損傷が発
生し、これらもメンテナンス上の問題が大きく関与するケースが多く、時間基準保全 TBM
（Time Based Maintenance）では対処できないことが多い。 
したがって、故障率を低減させるには、個々の軸受を状態監視して診断する設備診断技
術による CBM での対応が必要となる。 
 状態監視技術には温度や電流、AE（Acoustic Emission）法など様々なものがあるが、調
査結果によると軸受の状態監視に最も多く現場で活用されているのが振動法であり、つい
で潤滑油分析法である。 
 
1.1 設備の高経年化と設備診断技術 
 1960 年代の高度成長期に建設された多くの設備で老朽化が進み、災害事故やメンテナン
ス費用の増大が懸念されており、昨今、設備保全の重要性がさらに高まっている。 
図 1.1 は、2011 年度に（社）日本プラントメンテナンス協会が製造装置を持つ 296 事業
場に対して行った「メンテナンス実態調査」における高経年設備の経年別構成の調査結果
である。 
全体で見ると、塔槽類や熱交換器などの静機械において、新設から 20 年以上を経過し
ている設備は 51.6％あり、そのうち 30 年を超えている設備が 21.7％である。モータやポ
ンプ、ファンなどの動機械では新設から 20 年以上を経過している設備が 46.0％であり、
30 年以上を経過している設備が 16.6％となっている。その他の設備でも 20 年以上を経過
している配管は 50.9％、電気系が 43.4％、計装系では 39.7％、ユーティリティ 48.5％であ
り、ほぼ半数近くの設備が 20 年以上を経過している。また、その内訳を見ると、加工組立
型産業よりも装置型産業で老朽化した設備は多く、静機械の 59％、動機械 53％、配管 56.5％、
ユーティティ 54.3％と半数を超える設備が 20 年を超えている。 
この調査における業種分類を表 1.1 に示す。 
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図 1.1 高経年設備の経年別構成 (1) 
表 1.1 業種別分類 (1) 
大分類
１．装置型産業
２．加工組立型産業
３．その他
１１．金属製品　１２．一般機械　１３．電気機械　１４．電子機器　１５．半導体・電
子部品　１６．輸送用機械　１７．輸送用機械部品　１８．精密機械　１９．その他製
造業
２０．電力・ガス　２１．その他
細分類
１．食品　２．繊維　３．パルプ・紙・紙製品　４．医薬品　５．化学　６．石油・石炭
７．ゴム製品　８．窯業・土石　９．鉄鋼　１０．非鉄金属
 
 図 1.2 は設備状況の変化を示したものであり、保全を困難としている要因として全体で
実に 51.2％が設備老朽化に起因したものである。内訳としては装置型産業が 57.7％、加工
組立型産業が 45.1％となっており、特に装置型産業において設備老朽化は大きな問題とな
っていることがわかる。 
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図 1.2 設備状況変化（業種別） (1) 
 また、図 1.2 は同調査において設備診断等検査費用の割合を示す。 
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図 1.3 設備診断等検査費用の割合（業種別）(1) 
 全体で、設備診断等検査に費やす外注費は維持・更新投資費用を含めた総保全費用の
9.5％を占めており、老朽化設備の多い装置型産業では 9.8％、加工組立型産業でも 9.3％と
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なっている。つまり、保全費の約１割を設備診断や検査に関わる外注費用が占めており、
予防保全活動に費やす社員工賃などの費用と合わせると、かなりの費用を費やしているこ
とになる。さらに今後、設備老朽化が進むとこれらの費用もますます増加することが予想
される。 
これらの状況において、機器個々について状態監視や診断を行い、その定量的データに
基づいたメンテナスを実施する状態基準保全 CBM を導入することにより、製造業におけ
る各企業は以下のような大きな効果を得ることができる。 
(1)状態監視により異常兆候を早期に検知することで突発故障を防止することができ、保
安の確保や災害や環境問題の発生による壊滅的な企業ブランドの崩壊、損失を防止で
きる。東日本大震災という天災の面もあるが、2011 年 3 月 11 日の東京電力株式会社
福島第一原子力発電所の事故の例をとってみても、今や製造業において事故・災害を
発生させることは、企業そのものの存続を揺るがす大問題となることも少なくない。 
(2)オーバーメンテナンスやいじり壊しをなくすことで故障率を低下させ、保全費を削減
することができる。 
あらかじめ計画された周期で定期的に修理を行う予防保全である時間基準保全 TBM
（Time Based Maintenance）では設備毎に故障率をミニマム化する適正な周期を設定す
ることは困難であり、周期を短めに設定してしまうことによりオーバーメンテナンス
になりやすい。また、ある程度は故障率を抑えることはできても、0 にすることはで
きない。定期修理から定期修理までの間にランダムに発生してしまう故障は TBM で
抑えることはできない。図 1.4 は米国ユナイテッド航空で集められた航空機のコンポ
ーネントの故障データを故障率のパターンごとに集計した結果である。バスタブ曲線
に沿った故障率を描く機器よりもランダムに発生する故障の方が圧倒的に多く TBM
では効果が出ないと報告されている(2)。図 1.4 に示すように、これによるとバスタブ
曲線に沿った劣化を描いた設備は実に 4％しかなく、初期故障の故障率の低下があっ
てその後故障の発生率がランダムであった設備は 68％、はじめからランダムであった
設備は 14％、初期故障が少なくその後ランダムであった設備は 7％であり、あわせる
と 89％の設備が TBM では効果のない劣化特性を示している。 
さらに、施工状態や潤滑状態などによって機器の寿命は大きく影響を受けるため、機
器毎に状態監視により異常兆候を検知し、診断することでそれぞれの機器に対応した
対策が必要となってくる。人間の手で整備、施工を行うことはどうしても、良好だっ
たものが悪化してしまう“いじり壊し”の発生があり、寿命を短くしてしまう要因に
なる。つまり、設備毎に状態監視や診断を行いそのデータに基づいた状態基準保全が
必要となる。 
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図 1.4 航空機構成要素の信頼性パターン (2)(3) 
 (3)状態監視により事前に対象設備の問題点を明確にして定期修理計画に反映させ、効
率的で効果的な定期修理を行うことによって休止損失の低減を図ることができる。傾
向管理を行い寿命予測し、診断を実施して事前に異常原因と対策を明確にし、定期修
理計画に反映することで効率的で効果的な対策工事を行うことで工期の短縮が図れ
る。つまり、休止損失を低減できる。 
これらの効果を生み出すには CBM の導入が必須となり、CBM のベースとなる設備診断
技術（Machine Condition Diagnosis Technique）の役割は、今後ますます重要となっていく
と言える。 
 
1.2 設備管理技術の変遷(4)(5)(6)(7) 
 設備診断技術は、「設備の現在の状態を定量的に把握して、問題の発生の有無、種類、原
因、程度および将来への影響を予知、予測し必要な対策を見いだす技術」であり、単なる
故障検出技術や検査技術ではなく、評価や予測機能を含む「診断技術」である。 
設備診断技術は 1960 年代後半に欧米で主として軍事・宇宙・原子力施設の効果的な管
理を動機として“機械の健康管理技術”（Machine Health Monitoring Technique）として発展
し (8)(9)(10)、日本では鉄鋼や化学などを中心として“機械の状態の定量的な観測機能ととも
に予測機能をもった設備診断技術”として発展し、各産業界に導入され効果を上げており
現在に至っている。 
表 1.2 は設備管理技術の変遷を示す。予防保全 PM（Preventive Maintenance）が我が国に
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導入されたのが 1951 年であり、1962 年には NASA（米国航空宇宙局）による信頼性技術
の保全への適用が提唱され、1970 年には英国商務省にてテロ・テクノロジー（Tero 
Technology）が提唱された。これは、経済的ライフサイクルコストを追求して有形資産に
適用されるマネジメント、財務、技術その他の実際活動を総合したテクノロジーである。
1965 年に米国連邦航空局 FAA（Federal Aviation Administration）、ユナイテッド航空、ボー
イング社により信頼性中心保全 RCM（Reliability Centered Maintenance）が提唱され、さら
に、1980 年にアメリカ石油協会 API(American Petroleum Institute) により RBI（Risk Based 
Inspection）、RBM（Risk Based Maintenance）、2003 年大島榮次博士により LEAF（Life-span 
Estimation Analysis based on Failure Mechanisms）が提唱され、現在の設備管理技術の主要な
要素技術となっている。 
1990 年代の初期にオクラホマ大学教授の E. C. Fitch 教授が提唱しているプロアクティブ
保全は、劣化に反応して修復するのではなく、事前に劣化の原因を取り除くことであり、
設備診断技術を用いて、劣化の原因系パラメータを監視診断し、故障の根本原因を事前に
取り除くことである。これは、日本における改良保全の延長にあると思われる (11)。 
表 1.2 設備管理技術の変遷 
1950年代
予防保全PM（Preventive Maintenance）日本に導入（1951年）
生産保全PM（Productive Maintenance）G.E.提唱（1954年）
改良保全CM（Corrective Maintenance）（1957年）
1960年代
保全予防MP（Maintenance Prevention)(1960年）
信頼性中心保全RCM（Reliability Centered Maintenance）米国連邦航空局FAA、ユナイテッド
航空、ボーイング提唱（1965年）
1970年代 テロ・テクノロジー（Tero Technology）英国商務省発表（1970年）TPM（Total Productive Maintenance）日本プラントメンテナンス協会提唱（1971年）
1980年代
RBI（Risk Based Inspection）、RBM（Risk Based Maintenance）米国石油協会API提唱
ライフサイクル保全LCM（Life Cycle Maintenance）、設備保全コンピュータシステムCMMS
（Computerized Maintenance Management System）の導入
1990年代
プロアクティブ保全（Proactive Maintenance）E.F.Fitch博士提唱
リスク管理検査システムRII（Risk Informed Inspection）
企業資産管理システムEAM（Enterprise Asset Management）
プラント資産管理システムPAM（Plant Asset Management）
遠隔広域企業資産管理システムWeb-EAM（Web-Based Enterprise Asset Management）
2000年代 LEAF（Life-span Estimation Analysis based on Failure Mechanisms）大島榮次博士提唱（2003年）
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最近では、我が国では原子力発電所の状態監視技術の導入が図られている。1997 年の京
都議定書に端を発した我が国の CO2 削減義務によって我が国の環境問題への取り組みが加
速された。その一環として、CO2 排出のない原子力発電所の稼働率向上を欧米や韓国並み
にすることを目的として、従来の 13 ヶ月の定修周期を状態監視技術の導入によるメンテナ
ンスの PDCA サイクルを回すことで設備の信頼性を向上させ、18 ヶ月、24 ヶ月に定修周
期延長を認めるという新検査制度が 2009 年 1 月に制定された。各電力会社では状態監視技
術の導入に活発であったが、2011 年 3 月 11 日の東日本大震災による東京電力福島第一原
子力の事故によって今後の動向に変化が出てくることも考えられる。 
また、ISO/TC108/SC5/WG7（機械の状態監視と診断に関する教育と認証制度）に基づい
て、2004 年に機械状態監視診断技術者の資格認定規格 ISO18436-2 に準拠した振動診断技
術者の資格が、2009 年には ISO18436-4 に準拠して現場の潤滑油分析技術者の資格認定が
実施されている。現在、ISO18436-7 に準拠したサーモグラフィ技術者認定制度の準備中で
ある。 
ISO18436 は、以下のパートに分類され，機械に関する状態監視と診断に関する技術者の
認証を規定しているものである． 
・ISO 18436-1:資格認証機関に対する要求事項 
・ISO 18436-2:振動診断技術者に対する要求事項 
・ISO 18436-3:訓練機関に対する要求事項 
・ISO 18436-4:トライボロジー診断技術者に対する要求事項 
・ISO 18436-7:赤外線サーモグラフィ診断技術者に対する要求事項 
・ISO 18436-8:AE 診断技術者に対する要求事項 
さらに、ISO/TC108/SC5 の積極的な活動により、各診断技術に関する規格が数多く検討
されており、設備診断技術のグローバルな展開が進められつつある。 
 
1.3 機械状態監視技術による劣化傾向管理 
 石油化学や繊維、製鐵、電力などの装置型プラントは、24 時間連続運転を行っており、
1 年や 2 年などの長期周期毎に行う定修型メンテナンスを実施している。高圧ガス保安法、
消防法などの法規制の関係上、状態監視を行いながら時間基準保全 TBM（Time Based 
Maintenance）を行うメンテナンス方式を採用しているプラントが多い。 
これらのプラントは、簡単には設備を停止することはできなく、なるべく連続運転を行
いたいという要求がある。例えば、石油化学プラントでは化学反応を起こさせる運転条件
の設定が重要であり、プラントの起動、停止時には非常に神経を使う運転が要求されるた
め、なるべく停止せずに連続で運転したいという要求がある。これらのプラントでは異常
を早期に検知して、メンテナンス対応の検討を十分行うためにリードタイムをなるだけ長
くとりたいという強いニーズがある。 
横軸に時間、縦軸に振動や温度などの状態量を監視する兆候パラメータをとった傾向管
理図の例を図 1-5 に示す。図 1.5 において異常を検知した時点から破壊に至るまでの時間
（図 1.5 中のＴ l）がリードタイムである。兆候パラメータのレベルに注意レベルとメンテ
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ナンスレベルのしきい値を予め設定しておき、注意レベルを超えた時点で異常検知が行え
る。異常が発生した時点から異常検知するまでの時間（図 1.5 中の TL）は短い方が良く、
そのためには異常兆候を感度良くとらえ異常を早期に検知する必要がある。 
異常を検知した後にさらなる上昇傾向を示す場合には、異常原因を解析して対策を立案
するための精密診断を実施する。この結果により、部品交換が必要と判断されれば部品発
注を行う。傾向管理データから求める寿命予測結果と部品納期や生産計画などの情報を基
に最適な補修時期を決定する。メンテナンスレベルに到達するまでに要する時間をこれま
でのデータの傾向から推定することで寿命予測を行い、補修推奨時期を求める。メンテナ
ンスレベルに近づいた時期に再度精密診断を行い、確認する場合がある。補修後は修復診
断を行い、補修の効果があったか否かを確認する。 
また、効率的で効果的な定修を行うことで休止損失を低減するために、交換部品の手配、
改善工事・補修の方法の検討などの検討を十分行えることが必要である。リードタイムを
長くとるために、異常を早期に検知する技術が求められ、いつまで運転可能なのかという
異常検出時期から補修時期に至るまでの時間を予測する余寿命診断技術が求められる。 
メンテナンスレベル
兆
候
パ
ラ
メ
ー
タ
注意レベル
×
直前確認診断
異常検知
時間
精密診断（部品発注）
破壊
補修
修復診断
Ｔ D Ｔ L Ｔ l  
図 1.5 状態基準保全(CBM)の実施過程(12) 
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1.4 異常検出のための兆候パラメータ 
 異常を検出するための兆候パラメータの種類には表 1.3 に示すようなものがある。 
設備の性能、機械、電気、潤滑油などに関する様々なセンシング手法により、設備の状
態を計測することができる。 
表 1.3 診断のための測定値とパラメータの例(13) 
性能 機械 電気 潤滑油分析，製品の品質など
電力消費量 熱の拡大 電流 潤滑油分析
効率 位置 電圧 ﾌｪﾛｸﾞﾗﾌｨ分析
温度 流量レベル 抵抗 製品寸法
ＩＲサーモグラフィ 振動変位 インダクタンス 製品の物理的特性
圧力 振動速度 静電容量 製品の化学的特性
流量 振動加速度 磁界 　　・色
騒音 絶縁抵抗 　　・視覚
超音波 部分放電 　　・におい
　　・その他の非破壊検査  
 これらの兆候パラメータにより異常検知可能な動機械の種類の例を表 1.4 に示す。電動
機や蒸気タービン、ガスタービン、ポンプ、送風機などに対し、様々なパラメータによる
設備の状態監視が行え、その中でも温度や振動、潤滑油分析などはあらゆる設備に適用可
能である。 
表 1.4 設備の種類における状態監視パラメータの例 (14) 
電動機
蒸気ター
ビン
航空機用
ガスター
ビン
産業用
ガスター
ビン
ポンプ 圧縮機 発電機
往復内燃
機関 ファン
温度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
圧力 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
圧力ヘッド ○
圧縮比 ○ ○ ○
空気流量 ○ ○ ○ ○ ○
燃料流量 ○ ○ ○
流体流量 ○ ○ ○
電流 ○ ○
電圧 ○ ○
電気抵抗 ○ ○
入力パワー ○ ○ ○ ○ ○
出力パワー ○ ○ ○ ○ ○ ○
騒音 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
振動 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
音響技術 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
潤滑油圧 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
潤滑油消費量 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
トライボロジー ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
トルク ○ ○ ○ ○ ○ ○
速度（回転数） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
長さ ○
効率 ○ ○ ○ ○ ○ ○
設備種別
パラメータ
 
また、436 事業場に対し調査した結果、図 1.6 に示すように振動診断、潤滑油分析、電
流・電圧、絶縁の順で設備診断技術が活用されている。しかし、1 つのパラメータにて全
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ての異常を検出できる訳ではないので、振動や温度、潤滑油などの稼働中検査 OSI（On 
Stream Inspection）と非破壊検査や寸法検査などの設備を停止して行う開放検査 SDI（Shut 
Down Inspection）を組み合わせて、補完しながら状態監視を行う必要がある。 
 
図 1.6 実施率の高い設備診断技術(15) 
 
1.5 軸受において適用されている状態監視技術 
動機械における機械要素の内、もっとも異常発生頻度の高い機械要素は転がり軸受であ
る。転がり軸受は、荷重を受けて転動体が内輪や外輪と接触しながら回転するため、潤滑
状態や荷重過大などに起因した磨耗や転がり疲労はく離、亀裂などの異常が発生し、これ
らの異常が進行すると転がり軸受の破壊に至り、動機械の停止による多大な損失が発生す
る。 
 図 1.7 に示す円グラフは、1995 年 3 月に（社）潤滑油協会から発表された「潤滑管理効
率化促進調査報告書」による 18 業種 511 事業所における設備管理技術についての実態調査
結果である (14)。これによると、破損割合の最も高い機械要素は転がり軸受であり約 3 割を
占めることがわかる。これは鉄鋼 7 社（16 事業所）及び重工業 7 社で行われた調査結果で
も同様であり、故障 295 件のうち転がり軸受が 69 件と最も多く、その中の 72％にあたる
50 件が振動法で行われているという結果が報告されている(3)。また、振動法の次に活用さ
れている手法が油分析法であった（図 1.8）。 
一方、すべり軸受は油膜により主軸との間は非接触で回転するので、摩耗がなく転がり
軸受に比べて破損率が低い。しかし、摩擦係数の低さから高速回転の重要設備に用いられ
ることが多いため、損傷が引き起こすプラントの影響は大きい場合が多い。 
図 1.8 に示すように故障 295 件のうち 30 件と約 10％であり、40％の 12 件が振動法によ
るもので、ついで 30％の 9 件が油分析法によるものである。 
このように、機械要素の破損割合の中で転がり軸受とすべり軸受を合わせると、図 1.7
の調査結果から 35％、図 1.8 の調査結果から 34％と多いことがわかり、軸受の状態監視お
よび診断手法としては振動法と油分析法が多く活用されている。 
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図 1.7 機械要素の破損割合(16) 
 
図 1.8 対象・手法別調査結果 (17) 
 以上のように、設備の高経年化が進む中で設備診断技術を用いた状態基準保全 CBM の
重要性が増してきていると考える。その中でも、動機械の最も重要な機械要素であり、故
障発生部位として頻度の高いものが転がり軸受とすべり軸受である。 
 この 2 つの機械要素の損傷を検知する設備診断としては振動法と潤滑油分析法が最も活
用されている。 
 次章では、これらの損傷の種類とその損傷を検知する状態監視技術である振動法と潤滑
油分析法について概説する。 
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第２章 軸受損傷の種類と診断技術の現状と課題 
 
 動機械の機械要素の中で、重要であるにも関わらず故障頻度も多い軸受について、転
がり軸受及びすべり軸受における損傷の種類と発生原因及び対策を述べる。 
 転がり軸受の損傷には、転がり疲労はく離や摩耗、焼付き、さび・腐食、電食などが
あるが、寿命とされている損傷モードは転がり疲労はく離（フレーキング）である。内
輪や外輪の転送面あるいは玉やころの転動体面に表出した疲労はく離が発生すると寿
命とされており、軸受交換となる。転がり疲労はく離の発生メカニズムには内部起点は
く離と表面起点はく離があり、特に現場での損傷原因としては、潤滑不良や施工不良な
どに起因する表面起点はく離であり、軸受本来の寿命を短くしてしまう問題がある。こ
れは各軸受によって状況は異なるので、個々の軸受の状態監視が重要となる。 
 すべり軸受においては、焼付き、疲労、摩耗、腐食、浸食、電食などの損傷がある。 
 特に、焼付きや疲労によるき裂やはく離は、設備停止に直結する損傷である。これら
の原因としては、アンバランスやミスアライメント、オイルウィップなどの異常振動に
よるものや施工不良や潤滑不良などにより、軸と接触（ラビング）を起こすことが初期
段階である。これらの要因を早期に除去できることが安定運転につながり、状態監視が
重要である。 
 また、軸受の状態監視技術としては、振動法と潤滑分析法が最も活用されていること
は前章にて述べた。本章では、この 2 つの方式の種類と原理、活用方法、診断方法につ
いて述べる。 
 転がり軸受の状態監視と診断に最も多く用いられている振動センサは圧電型加速度
センサであり、すべり軸受ではそれに加えて、渦電流型の軸振動計が多く用いられてい
る。これらの特徴と診断方法、判定基準などを概説する。 
 潤滑油分析法には、SOAP 法、フェログラフィ法、光遮断型計数機及び簡便な傾向管
理手法である光透過法がある。本章では、それぞれについて、それぞれの原理と特徴、
診断方法を説明する。 
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2.1 軸受に発生する異常の種類と発生原因 
2.1.1 転がり軸受 
 転がり軸受に発生する一般的な異常の種類およびその損傷状態と原因および対策を
表 2.１に示す。発生原因はミスアライメントやはめあい不良などの施工不良や水や異物
の侵入、給油不足などによる潤滑不良が多くを占める。この中で、転がり疲労はく離は
軸受の寿命として定義されている。施工状態やメンテナンス状態が良好でも、いずれは
発生してしまう異常である。転がり疲労はく離はフレーキングと呼ばれ、小さなクラッ
クが転がり面の表面または表面よりやや内部に発生して進行し、表面の一部が薄片とな
って剥がれる現象である。これは転動体と軌道の間の転がり接触部が大きな接触応力を
繰り返し受け、材料が疲労を起こすために発生する。 
表 2.1 転がり軸受に発生する異常の種類(1) 
異常の種類 損傷状態 原因 対策
転がり疲労はく離
軸受が荷重を受けて回転したとき、転動面
（外輪や内輪の軌道面、転動体の転動面）が
転がり疲れにより、うろこ状に剥がれる現
象。
過大荷重やミスアライメント、潤滑不良、異物
や水の侵入など。
荷重のチェック、シールの改善、潤滑不良の
改善など。
磨耗 軌道面、ころ端面、保持器ポケット面などがすり減る現象。
異物の侵入、さび、電食からの進展、潤滑不
良など。
シールの改善、ハウジングの洗浄、潤滑
剤、・潤滑方法のチェックなど。
フレッチング
二面間の相対的繰り返し微小滑りによって生
ずる摩耗であり、接触部やはめあい面に茶
褐色の磨耗粉が発生する現象。
潤滑不良、小振幅の揺動運動、しめしろ不足
など。
適正潤滑剤の使用、予圧をかける、しめしろ
のチェックなど。
割れ、欠け、クラック 軌道輪や転動体が割損すること。 過大しめしろ、過大荷重、衝撃荷重、フレーキングの進展など。
しめしろの適正化、荷重条件チェック、取り付
け方法改善など。
圧痕、打痕、擦り傷 異物を噛み込み、衝撃で生じる軌道面上のへこみ。
金属粉などの噛み込み、取り付け時の衝撃、
輸送時の振動や停止中における隣接設備か
らの伝搬振動（フォールスブリネリング）など
ハウジングの洗浄、シールの改善、潤滑油の
濾過、衝撃の緩和、伝搬振動の遮断など。
さび、腐食
軸受のさび・腐食には、軌道輪、転動体の表
面のピット状さび、なし地状さび、転動体間隔
と等しいピッチさび、全面さび及び腐食。
水、腐食性物質の侵入、潤滑剤の不適、高
温多湿時の休止など。
シールの改善、防錆処置、保管方法の改善
など。
焼き付き、変色
回転中に急激に発熱し軌道輪、転動体及び
保持器が変色、軟化、溶着し、破損に至る。
または温度上昇や潤滑剤との反応などに
よって、軌道輪、転動体、保持器が着色す
る。
潤滑不良、予圧過大、回転速度過大、隙間
過小など。
潤滑方法の検討、軸受選定見直し、はめあ
い、予圧検討など。
スミアリング
軌道面または転動面において転がりに伴う
滑りと油膜切れで生じる微小焼き付きの集成
によって起こる表面の損傷。
高速軽荷重、急加減速、潤滑剤の不適、水
の侵入など。
予圧の改善、潤滑方法改善、油膜性の良い
潤滑剤の使用、軸受すきま改善など。
クリープ
軸受のはめあい面にすきまが生じたとき、は
めあい面間で相対的にずれる現象。クリープ
を生じたはめあい面は鏡面あるいはくもった
面を呈し、かじり摩耗を伴う場合もある。
しめしろ不足、すきまばめスリーブの締め付
け不良など。
しめしろのチェック、軸・ハウジングの精度の
チェックなど。
電食
回転中の軸受の軌道輪と転動体との接触部
分に電流が流れた場合、薄い潤滑油膜を通
してスパークし、その表面が局部的に溶融し
凹凸となる現象。 顕著なものはなし地状、縞
模様の凹凸（リッジマーク）が見られる。
外輪と内輪間の電位差。 軸受に電流が流れないように電気回路を設ける。軸受の絶縁。
 
 表 2.2 に転がり軸受の故障現象と原因、対策を示す。 
 これらの種々の転がり軸受の異常によって、軸受箱には振動や温度の変化や異音が発
生する。それぞれの異常の種類によって、軸受箱の低周波数の揺れとして発生するもの
があり、これは振動速度で検出できる。また、異音として発生する異常は、振動加速度
で検出できる。 
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表 2.2 転がり軸受の故障現象と原因、対策(1) 
推　定　原　因 対　　　　　策
軌道面のきず 軸受交換
玉のきず 軸受交換
すきま過小による内部荷重の過大 すきま、予圧、はめあいの修正、自由側軸受の動作チェック
潤滑不良 潤滑剤の補給または再選定
異物侵入 部品の洗浄、密封装置の改良、きれいな潤滑剤の使用
きしり音 予圧、すきまの小さい軸受、軟らかいグリースの選定
回転部品の接触 密封装置の修正
軌道面の異物による圧痕、きず、さび 部品の洗浄、密封装置の改良、きれいな潤滑剤の使用
ブリネリング 取り付け、取り扱いに注意、軸受交換
すきま過大 すきま、予圧、はめあいの修正
回転部品のゆるみ 回転部品の取り付け部分をチェック
加速・減速時
機械の共振 軸と軸受まわりの剛性を高める、固有振動数の変更
回転部分の動的不釣り合い 動的不釣り合い修正（バランシング）
取り付け誤差、アライメント不良 軸・ハウジングの精度、取り付け方法の修正
取り付けボルトの緩み・ガタ 増し締め、締結方法の改善
ブリネリング（大） 取り付け、取り扱いに注意、軸受交換
機械の変形 機械の剛性を高める
試運転時
過剰グリースの排除 機械を冷却し、再運転
潤滑剤の抵抗 低い油面にする、グリース量を減らす、固いグリースの選定
潤滑量不足 潤滑剤の補給
すきま過小による内部荷重の過大 すきま、予圧、はめあいの修正、自由側軸受の動作チェック自由側軸受の作動チェック
取り付け誤差 軸・ハウジングの精度、取り付け方法の修正
密封装置の摩擦 密封形式の変更
はめあい面のクリープ 軸受交換、はめあい修正、軸・ハウジングの修理
故　障　の　現　象
高周波連続音
低周波規則音
低周波不規則音
高周波規則音
聴
診
棒
に
よ
る
異
音
検
出
（
振
動
加
速
度
）
定速回転時
触
手
で
感
じ
る
揺
れ
・
振
動
（
振
動
速
度
）
温
度
の
上
昇
定常運転時
 
2.1.2 転がり軸受の寿命 
 転がり軸受の寿命は、「軌道輪あるいは転動体のうち、いずれかに転がり疲れによる
材料の損傷（目に見える損傷）が起こるまでに回転した総回転数 」と定義されている。 
 転がり軸受の寿命値は、確率的な値として(2.1)式及び(2.2)式にて定格寿命として求め
ることができる。これは、転がり軸受の疲れ寿命のばらつきが図 2.1 に示すように非常
に大きいため、一つのグループの同じ大きさの軸受を同じ条件で回転させたとき、その
全数のうちの 90％の個数の軸受が転がり疲れによるフレーキングを起こさないで回転
できる総回転数を定格寿命として定義されている。 
玉軸受  
3



P
CL＝  （106総回転）・・・・・(2.1) 
ころ軸受 
3
10



P
CL  （106総回転）・・・・・(2.2) 
ここで、L：定格寿命（単位は 106総回転）、P：動等価荷重(N)、C：基本動定格荷重（N） 
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図 2.1 転がり疲れ寿命のばらつき(1) 
 図 2.2 に深溝玉軸受 6206（内径 30mm）30 個を加速寿命試験した結果を示す。 
 軸受寿命のばらつきが非常に大きいことがわかり、寿命の長い軸受と短い軸受には
40～50 倍以上の差異が見られている。一律に、この軸受 30 個をすべて異常が発生しな
いで交換するには非常に短い交換周期となってしまい、オーバーメンテナンスとなる。
したがって、時間基準保全 TBM による管理では困難であることがわかる。したがって、
各々の軸受の状態監視を行う状態基準保全 CBM（Condition Based Maintenance）による
管理が必要となる。 
  
図 2.2 30 個の深溝玉軸受（軸受型式 6206）を寿命試験した結果(2) 
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2.1.3 転がり疲労はく離の発生メカニズム 
 図 2.3 に深溝玉軸受 6314（内径 70mm）の内輪軌道面に発生した転がり疲労はく離の
写真を示す。この転がり疲労はく離の発生メカニズムには、内部起点はく離と表面起点
はく離の 2 つに分かれる。 
 
図 2.3 軸受内輪軌道面に発生した転がり疲労はく離の写真 
(1) 内部起点はく離 
 転動体が荷重を受けて軌道面上を転がりながら回転する。その転がり接触部が大きな
接触応力を繰り返し受けることで、材料が疲労を起こすために軸受鋼の内部に小さな亀
裂が発生する。軸受鋼内部に存在する欠陥が亀裂の初期原因である。 
 この欠陥には非金属介在物があり、酸化物、ケイ酸塩、アルミン酸塩、硫化物、窒化
物、リン化物などがあり、その大きさは 10 分の数μm から 100μm くらいまで、形も
細長いもの、板状のもの、粒状のものなどがある(3)。 
 図 2.4 に転がり疲労はく離発生時に軌道面下で検出された酸化物系の介在物を、図 2.5
に硫化示物系の介在物を示す。一般に介在物中、酸化物はやわらかい硫化物よりも 2 倍
の有害性を持つと言われている。 
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図 2.4 転がり軸受軌道面下の酸化物系介在物(4) 
 
図 2.5 転がり軸受軌道面下の硫化物系介在物(4) 
 内部起点はく離による寿命がばらつく原因は、転がり軸受において転動体が転がるこ
とで接触する軌道面において応力を受ける体積（応力体積）は小さく、その小さな応力
体積が微小欠陥（非金属介在物の存在する部分）を通過するか否か、あるいは応力体積
の中に含まれる欠陥のうちで最弱なものによって寿命が決定されることにある。 
 つまり、荷重を受けた転動体が転がり、軌道面と接触することで発生する応力を受け
る部分に非金属介在物などの欠陥が存在すれば寿命は短く、存在しなければ寿命は長く
なるために、同じ軸受が同じ条件で回転しても寿命のばらつきが発生することになる。 
(2) 表面起点はく離 
 異物の混入や隣接設備からの振動などにより軸受の軌道面に圧痕が発生したり、潤滑
量の不足及び異物や水分の混入などにより潤滑状態が悪かったりすることで転動面が
油膜によって完全に分離されず、金属接触が生じてしまうことがある。このため、あら
さの山や条痕、ピットなどは局部的な応力集中部となりやすく、そこから（表面から）
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亀裂が発生し、はく離に進展する（図 2.6）。図 2.3 の内輪はく離の場合においても、は
く離発生部位が内輪中央部になく偏っていることからスラストを受けて潤滑不良を起
こし、油膜破断により金属接触が発生し、表面起点はく離が発生したものと推測される。
現場においてはこのような原因である表面起点はく離の発生が内部起点はく離よりも
多い。 
 このような原因により転がり軸受の寿命にはばらつきが大きく、転がり疲労はく離に
よる故障の未然防止を図るには、それぞれの軸受について振動や AE、潤滑油分析など 
の兆候パラメータによる状態監視を行うことが必要となる。 
 
図 2.6 表面起点はく離の進行過程(5) 
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2-1-4 すべり軸受 (5) 
 高速の重要機器に用いられていることが多いすべり軸受の損傷の代表的なものを表 2.3
に示す。 
表 2.3 すべり軸受損傷の種類 
現象
線状きずは軸のバリや混入した異物が軸受面を摺動することによって生じる。点状きず
は異物が柔らかい軸受面に埋収、脱落して発生する。油膜厚さ、負荷、異物の種類（材
質、大きさ、形状）などにより、それぞれ特徴のある挙動を示す。小さい多数の異物は、
油の流動軌跡状の浸食きずとなる。油溝端から比較的大きい異物が出て線状きずとな
ることが多い。きずの特徴は、堀り起こしや圧潰などが生じても、断面観察によれば熱
的な組織変化が少ないことである。
摩耗は、摩擦に伴い表面から物質が徐々に失われる現象をいう。摩耗の発生は、軸受
の機能・信頼性を低下させ、極力防止しなければならない現象であるが、なじみ過程に
おける表面粗さの改善、片当たりの緩和など、効果的な作用として考えられる場合もあ
る。摩耗は、一般的に凝着摩耗、アブレシブ摩耗、腐食摩耗に分類され、さらにエロー
ジョンによる副次的摩耗などがある。摩耗が急激すぎたり、寿命前の寸法変化が大きす
ぎたりした場合を異常摩耗とする。典型的なものは、多量の異物による摩耗、片当たり
や局部当たりなどによる摩耗がある。
油ぎれ、過小軸受すきま、高速、高温、高荷重、片当たりなどにより、摺動中に摩耗係
数が急に増大し、摩擦面に激しい溶着が生じて表面流動やかじりを発生させる。場合に
よっては摩擦面同士が固着してしまうことがあり、これらの現象を焼付きという。焼付き
の初期現象である表面流動やかじりは、摩耗やきずと混同されることがあるが、焼付き
では、表面部の凝着、硬化が生じて、さらに内部へ進展し、組織深部に至る流動、せん
断、き裂などを発生させる。最終的には摺動面の移動やはく離に至ることもある。焼付き
部の断面組織は、一般的に低融点金属の脱け出し、凝着、摩擦部の流動などが見ら
れ、明らかに組織の熱的変化を伴う。
繰り返し荷重により摺動面にき裂が発生する現象をいう。摺動面において、一般的に摺
動方向に直交する方向に微細なき裂が発生する。き裂は順次成長し、軸方向のき裂を
結合する形で拡がる。き裂は、軸受合金の厚さ方向には垂直に入り、裏金との接着面
近くで平行に移り、隣り合うき裂がつながると、摺動面からモザイク状に軸受合金が脱
落する。疲労を起こした場合、き裂を伴うのが外観と組織の特徴となる。
腐食は軸受合金と潤滑油との化学反応に基づく現象で、一般に銅系合金に見られる。
銅系合金中の鉛が、潤滑油中に生成した有機酸と反応して溶出する。銅は腐食して黒
変しやすくしやすく、脱出してへこみ痕が残る。銅鉛合金における鉛の腐食は顕著なも
ので、断面組織で銅が海綿状になって残るのが特徴である。
キャビテーション
エロージョン
軸心の急激な動きや油の流れの急激な変化などにより、潤滑油中に気泡が発生、消滅
するときに軸受表面を浸食する現象をいう。
フレッチングコ
ロージョン
軸受背面または合わせ面で、金属間の微小すべりにより、表面酸化、凝着、はく離を繰
り返して摩耗が起こる。
電食
電気機器の場合に軸と軸受間の通電で起こる。これは、アーク放電時の損傷、通電時
の接触部での融解に起因する摩耗などがあり、軸受表面に点食（ピッチング）が見られ
る。また、堅い軸側にも発生するのが特徴となる。
疲労
腐食
浸食
損傷の種類
きず
摩耗
焼付き
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特に、焼き付きや疲労によるき裂やはく離などの致命的な損傷に至った場合は重要設備
の緊急停止となり、甚大な損害が発生することになる。これらの異常兆候としてラビング
現象が発生する。ラビングが軽度な状態で正常な状態に復帰できればメタル面の摩耗程度
で致命的な損傷に至らないが、長時間の強い接触が発生すると図 2.7 のような焼き付き損傷
に至ってしまう場合がある。 
図 2.7 に焼付き損傷の例を、図 2.8 に疲労損傷の例を示す。 
 
図 2.7 焼付き損傷の例(5) 
 
図 2.8 疲労損傷の例(5) 
表 2.3 で示したすべり軸受の損傷の特性要因図を図 2.9 に示す。 
 メンテナンスの面からの要因としては、潤滑や清浄度、定期修理時における施工不良（組
付け）や保守点検などがあげられる。 
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図 2.9 すべり軸受の損傷特性要因図(5) 
 すべり軸受は回転軸とは油膜を介して非接触なので、静荷重下では寿命はない。 
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2.2 振動法による軸受診断 
2.2.1 転がり軸受 
 転がり軸受の診断には、圧電型加速度センサが多く用いられる。このセンサは、ジル
コン酸・チタン酸・鉛（PZT）を主成分として焼結したセラミクスやポリフッ化ビニデ
ン（PVDF）、水晶などを圧電素子に用いており、機械的変形を加えると電位（電荷）を
発生する圧電効果を利用している。対象設備の軸受部などに固定あるいは接触させて振
動加速度を検出する。 
 センサの構造には 2 つの方式があり、圧電材料の厚み方向に圧縮するように振動の力
を加える圧縮形と圧電材料の長手方向に分極して、せん断変形をするように振動の力を
加えるせん断形である。 
 圧電型加速度センサの特徴は、ダイナミックレンジが大きいことである。設備診断で
状態監視する異常の種類は、アンバランスやミスアライメント、弛みやガタなどの低周
波数領域に発生する異常や転がり軸受の油ぎれやきず、歯車の摩耗や羽根の接触、ポン
プのキャビテーションなど高周波数領域に発生する異常など広い周波数範囲を状態監
視する必要がある。 
 図 2.10 は現場で発生している異常現象の割合である。10Hz～1kHz の低周波数領域で
発生するアンバランスとミスアライメントで 36％となっており、軸受異常は 7％である。  
また、図 2.11 はファン・ブロワに関する異常振動診断を行った 51 件の事例を異常の
種類別に分類したものである。 
 
図 2.10 振動の主な発生原因と割合(6) 
これも羽根のアンバランスが最も多く 46％、カップリングのミスアライメント 7.8％、
架台の剛性不足 3.9％、モーター電磁振動 5.9％と 10Hz～1kHz の振動速度領域で発生す
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る異常が 63.6％であり、1k～30kHz の加速度領域で発生する潤滑不良、軸受きず、嵌合
ガタを合わせて軸受異常は 23.5％であった。 
 つまり、低周波数で発生する異常や高周波数で発生する異常があり、振動速度も振動
加速度も広く監視する必要があり、これを 1 つのセンサで行えることが望ましい。 
 また、圧電型加速度センサは衝撃に強く壊れにくく、小型軽量であることから、現場
の振動計測にて良く用いられている。簡易型の手持ち振動計のプローブの中にもこのセ
ンサが内蔵されている。振動計測はこのプローブを対象設備の軸受部などに押し当てて 
計測する。あるいはセンサを計測面にねじ込みや接着剤、マグネットなどによる固定に
て計測される。 
その他
11.8%
モーター電磁振動
5.9%
架台剛性不足
3.9%
ミスアライメント
7.8%
軸受異常（嵌合ガタ）
5.9%
軸受異常（軸受キズ）
9.8%
軸受異常（潤滑不良）
7.8%
羽根のアンバランス
46%
 
図 2.11 ファン・ブロワにおける異常振動の発生割合(2) 
人為的な欠陥を付加した軸受を用いた試験により得られたデータを用いて、現状生産
現場で実施されている振動加速度による転がり軸受の診断法を概説する。 
 自動調心転がり軸受 1203 に転がり軸受の外輪にきずを付加した軸受について、回転
数 1200rpm にて回転した時に得られた周波数範囲 1kHz～30kHz の振動加速度波形を図
2.12 に示す。転動体と外輪軌道面に存在するきずとの接触による衝撃により、振動加速
度波形は振幅変調を受ける。また、この衝撃波形の発生周期 Tout(s)は軸が一定回転数で
回転している場合には転動体がきずを通過するたびに発生するので、一定周期となる。 
図 2.13 に示す正常な軸受の場合の加速度波形と比較するとその変化は明確である。
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1kHz～30kHz 波形の振幅レベルは、正常軸受時の 0.0072G に対し外輪はく離軸受時が
0.1685G 発生しており、約 23 倍の差異が見られている。 
 
図 2.12 外輪きず軸受から得られた加速度波形（1kHz～30kHz） 
 
図 2.13 正常軸受から得られた加速度波形（1kHz～30kHz） 
図 2.14 に図 2.12 の加速度波形を周波数分析した結果を示す。これにより、数 kHz～
30kHz の範囲のスペクトルが発生していることがわかる。特に 10kHz～30kHz のスペク
トルが上昇している。図 2.15 に図 2.13 に示す正常軸受から得られた加速度波形を周波
数分析した結果を示す。 
 
図 2.14 外輪きず軸受から得られた加速度スペクトル 
 
図 2.15 正常軸受から得られた加速度スペクトル 
 異常より発生した加速度波形の衝撃波形の発生に周期性があるか否かを判別するた
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めに、加速度波形の包絡線検波処理（エンベロープ処理）を行い、その波形を周波数分
析してその発生スペクトルにより異常の種類を判別する。 
 エンベロープ処理とは、振動加速度波形の絶対値処理を行い、負側を折り返した波形
に変換し、低域通過フィルタを通して平滑化することで信号の繰り返し周波数を得る信
号処理である（図 2.16 参照）。 
 上述のように、図 2.12 の加速度波形をそのまま FFT にかけると図 2.14 のスペクトル
が得られ、加速度波形に含まれる周波数成分である 18k～20kHz 成分のスペクトルが表
示される。転がり軸受診断で見たいのは、図 2.13 で発生している衝撃波形の規則性で
ある。したがって、エンベロープ処理を行って波形の形状を外挿したような波形に変換
した後周波数分析を行い、衝撃波形の繰り返し周波数を求める。 
 
図 2.16 エンベロープ処理した振動波形とスペクトラム(6) 
図 2.17 に図 2.12 の外輪きず軸受の加速度波形のエンベロープ処理後のスペクトルを
示す。 
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図 2.17 外輪きず軸受から発生した加速度波形のエンベロープ処理後のスペクトル 
 図 2.17 は図 2.12 にて発生している周期 Toutの逆数である foutのスペクトルが発生して
いる。正常時加速度波形（図 2.13）のエンベロープ処理を施したスペクトル（図 2.18）
では周期的な振幅変調性を受けてないので、特別なスペクトルの発生が見られていない。 
 
図 2.18 正常軸受から発生した加速度波形のエンベロープ処理後のスペクトル 
これはきずの発生位置によって、外輪きずの場合は式（2.3）、内輪きずの場合は式（2.4）、
転動体きずの場合は式（2.5）の周波数が発生する。 


  cos1
2 D
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Z
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f  ・・・・・・・（2.3） 


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2 D
d
r
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Z
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f  ・・・・・・・（2.4） 
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2
2
1
D
d
d
D
r
f
b
f ・・・・・・・（2.5） 
ここで， fr：回転周波数（Hz） 
      D ：ピッチ円直径（mm） 
      d：転動体直径（mm） 
      Z：転動体個数（個） 
      α：接触角（deg） 
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 軸受はめあいガタの場合は回転周波数 fr及びその高調波が発生し、周期性のない油切
れや潤滑油への異物混入の場合は周期性がないためスペクトルの発生が見られない。 
 図 2.19 に油ぎれ軸受の場合の加速度波形、図 2.20 にそのスペクトル、図 2.21 にエン
ベロープ処理後のスペクトルを示す。油ぎれ軸受における 1k～30kHz 加速度値 O/A 値
は、0.608G であり、正常軸受の約 84 倍という高い値となっている。 
 
図 2.19 油ぎれ軸受から得られた加速度波形（1kHz～30kHz） 
 
図 2.20 油ぎれ軸受から得られた加速度スペクトル 
 
図 2.21 油ぎれ軸受のエンベロープ処理後のスペクトル 
 このように、振動加速度値のレベルで正常状態と異常状態は明確に差別化され、さら
に加速度波形のエンベロープ解析を行うことで異常の種類を弁別し、診断できる。 
 軌道輪や転動体の転送面に発生したきずや給油不足や異物混入などの潤滑不良、軸受
はめあいガタなどの異常を弁別でき、対策につなげることができる。 
 振動加速度による良否判定基準については、JIS や ISO などの基準は存在しない。 
 図 2.22 は、筆者らが転がり軸受にきずや油ぎれなどの人為的な欠陥を付加した試験
を行い、現場のフィールドデータで検証して作成した良否判定基準（AMD 基準）であ
る。横軸に軸受内径 d（mm）と回転数 N（rpm）の積（dＮ値）をとる。これは、転が
り軸受の加速度値のレベルは転動体の周速に比例するからであり、ピッチ円径の代わり
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に現場で求めやすい軸受内径としている。縦軸には加速度 O/A 値（G）を用い、使用軸
受の dN 値と測定値との交点で判定する。 
×１０４  
図 2.22 加速度値による転がり軸受判定基準（AMD 基準） 
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2.2.2 すべり軸受 
 転がり軸受と同様に軸受箱振動による状態監視の他、渦電流型変位変換器を用いた軸
振動での状態監視が行われている（図 2.23）。この方式は、軸の動きそのものを計測す
る方法であり、軸受箱を穴開け加工などを施してセンサを固定する必要があるため簡便
に計測はできないが、一般的にはオンラインシステムによる常時連続監視に使用する。 
 振動値のトレンド管理の他、図 2.24 に示すように 1 つの軸受に 2 個のセンサを配置
し、図 2.25 のようなリサージュ円を描いて、蒸気タービンなどの起動時における危険
速度の確認や異常の種類を診断する方法が採られている。 
  リサージュ円の判断には熟練した技術者が必要となる。 
 
図 2.23 非接触変換器による軸の相対変位の測定（JISB0910，ISO7919-1）(8) 
 2 つのピックアップを図 2.24 のように設置し、図 2.25 のようなリサージュ円を描か
せることで高速回転機械の軸の挙動を観察する。図 2.24 に示すように、取り付け位置
は回転方向が一定の場合では回転方向に 20°～30°ずらして設置される。 
 
図 2.24 高速回転機械の診断のための変位センサの取り付け方法(6) 
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図 2.25 リサージュ円（例） 
 リサージュ円は異常の種類により、図 2.26 に示すような変化があらわれる。 
オイルウィップ
アンバランスまたは軸曲がり
ラビング
ミスアライメント
 
図 2.26 異常に対応する振動波形とリサージュ図形(6) 
 軸振動の基準値としては、ISO7919-2～5 に示されている。 
 表 2.4 にその一例として、ISO7919-2 に示されている蒸気タービンの軸振動変位基準
を示す。 
表 2.4 出力 50MW 以上陸用蒸気タービンと発電機セットにおける軸振動変位基準(9) 
 
1500 1800 3000 3600
Ａ／Ｂ 100 90 80 75
Ｂ／Ｃ 200 185 165 150
Ｃ／Ｄ 320 290 260 240
Zone boundary 
r/m
Shaft  rotat ional speed 
Peak-to-peak re lat ive  displacement  of shaft  
μｍ
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2.3 潤滑油分析法による軸受診断法 
 設備診断技術において、設備を人体に例えると振動が脈拍や鼓動、熱は体温であり、
潤滑油は血液に値する。潤滑油は軸受の摺動面の状況の情報を保有しており、これを解
析することで精度の高い診断結果を得ることができ、前章の図 1.6 に示すように転がり
軸受診断やすべり軸受の診断においても振動法についで現場での活用が図られている。
本章では、潤滑油分析法による転がり軸受とすべり軸受の診断法を概説する。 
 図 2.27 に製鉄所で使用されている潤滑油の約 80％を占める鉱油系潤滑油の不良要因
の割合を示す。汚染度が 59％を占めており、水分、粘度、全酸価の 4 項目でほとんど
である。 
 
図 2.27 鉱油系潤滑油不良要因別内訳(10) 
 これらを含めた一般に行われている潤滑油分析方法を図 2.28 に示す。 
潤滑剤の健全性を確保するために，一般に行われるのは潤滑剤の性状の傾向管理であ
り，潤滑油の物性，添加剤の残留効果，酸化物，水分含有量などを化学分析する。また，
機械の摩耗異常から潤滑油中に混入する摩耗粉・金属成分などを分析することで，機械
の異常箇所の同定と状態評価を行う。 
 この中で，潤滑油中の金属摩耗粉を分析する手法としてよく用いられているフェログ
ラフィ法と SOAP 法、光遮断型計数器（HIAC 粒子カウンタ）および簡便な潤滑油チェ
ッカーとして光透過法について概説する。 
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図 2.28 潤滑油分析法(11) 
2.3.1 フェログラフィ法 
フェログラフィ法には，分析フェログラフィと定量フェログラフィの二通りの方法があ
る。 
(1)分析フェログラフィ 
図 2.29 に分析フェログラフィ法の原理図を示す。 
金属摩耗粉を含んだ試料油を磁石の上を通過させることにより，金属粉を捕捉する。ガ
ラス版の上に沈殿する摩耗粒子は，大きい粒径の金属粒子ほど磁力を受けるので上流側
に沈殿し，粒径の小さな金属粒子は下流側に沈殿するので，概ね粒径に応じた金属粒子
を沈殿させることができる。このガラス板上に捕捉された摩耗粉（フェログラム）を顕
微鏡などで観察して，摩耗粉の形態を分析する。図 2.30 にフェログラムにおける代表
的な摩耗粒子配列図を，表 2.5 に代表的な摩耗粒子の形態を示す。 
 
図 2.29 分析フェログラフィ法の原理図(12) 
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図 2.30 フェログラムにおける代表的な摩耗粒子配列図(12) 
表 2.5 代表的摩耗粒子形態(12) 
 
 また、図 2.31 にフィルム製造攪拌機の軸受のころに発生した疲労はく離の写真とフ
ェログラフィでとらえた薄片状疲労摩耗粒子の写真を示す。 
 図 2.32 には鉄道車両ディーゼル機関のすべり軸受で発生したコンロッド軸受の焼き
付き写真と平板状の摩耗粒子（ホワイトメタル粒子）の写真を示す。 
 
図 2.31 転がり軸受の疲労はく離と薄片状疲労摩耗粒子（フィルム製造攪拌機）(10) 
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図 2.32 すべり軸受の焼付き損傷と平板状摩耗粒子(10) 
 上記のように定性フェログラフィ法は、正確な判断を下すには高度な技量を持った専
門技術者が必要となる。 
(2)定量フェログラフィ 
この方法は，光学的に摩耗粒子の量的な変化を捕らえようとするもので，通常 DR
（Direct Reading）フェログラフアナライザーと呼ばれる分析装置が用いられる。 
図 2.33 に DR フェログラフアナライザーの原理を示す。 
 
図 2.33 DR フェログラフアナライザー(12) 
 溶剤で希釈された試料油が，油送チューブから強力な磁気勾配の中に置かれた沈殿管
（ガラス管）を通り，不要オイル廃棄管にて排出される過程で，摩耗粉粒子は磁力を受
け，沈殿管入口部に大粒子が下流側に小粒子が，大きさの順に沈着する。沈殿管入口部
分（5μm 以上の大摩耗粒子）と下流部分（1~2μm の小摩耗粒子）に光を当て，光の透
過量を光電素子により測定し，大摩耗粒子濃度 DL と小摩耗粒子濃度 DS を求める。 
 摩耗状態と摩耗粒子分布の関係を図 2.34 に示す。 
 正常な摩耗の場合は，粒子群と小粒子群はほぼ同じ量であるが，異常摩耗が発生する
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と全摩耗量が増加するだけでなく，大粒子群が多量に発生するようになる。つまり，異
常が発生すると大粒子と小粒子の量の差（DL－DS）が大きくなる。 
 
図 2.34 摩耗状態と摩耗粒子分布(12) 
定量フェログラフィでは，式（2.6），式（2.7）に示すように、大粒子と小粒子の和で
ある全摩耗粒子濃度 WPC（＝DL＋DS）及び WPC と大粒子と小粒子の差 DL－DS の積
である摩耗危険指数 Iｓを，摩耗状態の激しさを表す指標としている。 
 
SL DDWPC                ・・・（2.6） 
    22 SLSLSLs DDDDDDI      ・・・（2.7） 
2.3.2 SOAP 法 
 SOAP（Spectrometric Oil Analysis Program）法は，発光および吸光のどちらの現象を利
用するかで，発光分光法と原子吸光法に分かれる。 
試料油を図 2.35 に示すように燃焼させると，金属は固有の波長の光を放射する。この
光をプラズマ発光（ICP：Inductive Coupled Plasma）やアーク放電で分光分析し，試料中
の金属成分の割合を算出するものが発光分光法である。 
一方，アセチレンを燃やした高温のフレームの中に，特殊な溶剤で希釈した潤滑油を噴
霧すると，潤滑油中の金属が原子化する。このフレームへ，検出しようとする物質の固
有光を放射し,透過光の強度を測定して吸光量を測定するものが原子吸光法である。検
出感度が高く，安価であるという利点はあるが，分析スピードが遅く，試料を強酸で前
処理しなければならないことなどから普及していない。 
SOAP 法の対象粒子の粒径としては金属イオンから 10μm くらいまでと，比較的微細
粒子が対象であり，試料油中に含有される金属成分を ppm オーダーで検出できること
で，異常の早期検出が可能である。 
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図 2.35 SOAP 法の原理（発光分光法）(11) 
2.3.3 摩耗粉分析法の測定粒子径域 
 チップディテクタは，磁石棒を潤滑油流路内に取り付けて，磁性粒子を捕捉する方法
で，一定時間後に取り出して磁石表面に付着した粒子を顕微鏡などで観察する。オンラ
イン計測が可能だが，検知できる粒子径は数百μm 以上の大きい粒子に限られる。 
 チップディテクタ，フェログラフィ，SOAP の各分析法による測定粒子径の比較を図
2.36 に示す。SOAP による最大粒子径はアーク法では 10μm 程度，ICP 法では 2μm 程
度までの分析が可能である。フェログラフィは 5μm 以上の粒子の分析に適しており，
SEM（走査型電子顕微鏡）などを利用すれば，さらに分析範囲は拡大される。 
 
図 2.36 各摩耗分析法における測定粒子径域の比較(12) 
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2.3.4 光遮断型計数機（HIAC 粒子カウンタ） 
 この光源からの平行光線が受光部（検出部）のフォトダイオードに至るとフォトダイ
オードから一定の電圧が出力される。微粒子が検出部を通過するときには、その粒子の
大きさに比例した量の光が遮断される。図 2.37 に原理図を示す。 
 粒子で遮られた面積 A から直径 d の円として求めて粒径とし、それぞれの粒径と個
数を計数する方式である。 
 
図 2.37 HIAC 粒子カウンタの原理(13) 
 表 2.5 に評価する基準として NAS1638 基準を、表 2.6 に ISO4406 基準を示す。 
表 2.5 NAS1638 基準(13) 
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表 2.6 ISO4406 基準(14) 
 
2.3.5 光透過法による潤滑油診断法(15) 
 フェログラフィ法や SOAP 法などの精密な診断方法は、装置が大型で高価であるため、
一部の分析機関やユーザーで利用されているに過ぎない。したがって、対象設備が多い
と分析費用もかかり、分析にも時間がかかることなどから検査回数や対象設備が限られ
るという問題がある。 
 このような状況から、筆者らは、潤滑油に光を透過させて潤滑油の吸光度を計測する
ことで、潤滑油に混入する水分や設備の摩耗粉などに起因する汚染度を計測する診断法
による計測器を試作した。本診断器は安価で小型軽量としており、現場における傾向管
理の Tool として用いてフェログラフィ法や SOAP 法による精密診断を行うべき対象機
器を絞り込む、あるいは劣化傾向を示した対象機器だけ更油などを行うことで保全コス
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トの削減を図ることができる。 
 原理は図 2.38 に示すように、発光素子からピーク波長 660nm の光を潤滑油に透過さ
せ、波長感度 430～1080nm の受光素子で受ける。入射光線の強さ I0、受光部での強さ
を I1とすると、その差を吸光度（absorbance）として計測するものである。 
 発光素子で発せられた光は、オプチカルファイバーを通って被分析潤滑油の中を進み、
反射鏡によって反射され、被潤滑油の吸光度に応じて透過し、再びオプチカルファイバ
ーを通って受光素子に伝えられる。被分析潤滑油の濃度に比例した受光素子からの電気
信号は、増幅度にて増幅され表示部にて表示される。 
発光素子駆動
及び調光回路
発光素子 受光素子 増幅器
被分析潤滑油
表示部
ﾌｫﾄﾀﾞｲｵｰﾄﾞ
（感度波長430～1080nm）
LED
（ﾋﾟｰｸ波長660nm）
10mm
ｵﾌﾟﾁｶﾙﾌｧｲﾊﾞｰ
反射鏡  
図 2.38 光透過方式による潤滑油診断器ブロック図（試作器） 
ランバート・ベールの法則（Beer-Lambert law）より、波長λにおける吸光度 Aλは式（2.8）
で定義される無次元量である。 
 
・・・・・（2.8） 
 
ここで、c：潤滑油濃度、L：光路長、α：波長λで吸収する潤滑油の種類による吸光
係数とする。 
(1) 試作器によるラボテスト 
 試作器を用いて摩耗分を想定して潤滑油中に鉄粉（Fe）を混入した試料、酸価劣化さ
せた試料、水分を混入させた試料を基に、摩耗粉量、全酸価、水分と吸光度の相関を調
査した。 
 新油の状態で透明に近く色の薄い FKB タービン 32、色の濃いボンノック SP-260 及び
その中間程度の色である FKBRO100 の 3 種類を用いた。 
 各試料とも新油の吸光度を 1V とし、遮光状態を 5V と調整して行った。 
 まず、粒径 0.5～10μm の鉄粉を潤滑油に混入して攪拌して各種濃度の試料を作成し、
試作器による吸光度と SOAP の分析結果と比較する試験を行った。各種試料油の SOAP
による Fe 量（ppm）と吸光度である出力電圧（V）の関係を図 2.39 に示す。 
 試料油の種類によって、それぞれ勾配は異なるものの Fe 量と出力電圧（吸光度）と
は相関がみられ、Fe 量の増加にともなって吸光度は上昇する傾向を示す。 
 次に、銅を触媒として潤滑油をヒーターで 20～90 分程度加熱し、酸価劣化させた試
Lc
I
IA  



0
1
10log
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料油を作成し、JIS K2501 全酸価測定法による分析結果と吸光度の比較試験を行った。 
図 2.40 に全酸価と吸光度の関係を示す。 
 全酸価に対しては、潤滑油の種類によって吸光度の特性は全く異なることがわかる。
これは、潤滑油中の酸価劣化防止の添加剤の違いによるものと考えられる。 
 最後に、蒸留水をピペットで潤滑油中に定量滴下し、超音波で攪拌して各水分量の試
料油を作成し、JIS K2111 カールフィッシャー水分率測定法で測定した結果と吸光度と
の比較試験を行った。図 2.41 に水分量と吸光度の関係を示す。 
 水分の増加とともに吸光度の上昇が見られる。 
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図 2.39 Fe 量と吸光度の関係 
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図 2.40 全酸価と吸光度の関係 
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図 2.41 水分と吸光度の関係 
これらの試験結果を基に、改良を加えて現場測定に適した診断器を製作した。 
試作器を現場で使用するには、操作上以下の点で問題があった。 
① センサ部を潤滑油につけるため、測定する度にセンサ部の洗浄が必要となる。 
② 図 2.42 に示すように、工業用潤滑油は種類によって新油の状態での吸光度にか
なりの差異があるので、測定する度に新油による校正が必要となる。 
図 2.42 の吸光度は遮光状態を 100 とし、新油 A を 0 とした場合の比較である。 
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図 2.42 潤滑油種類による新油吸光度の比較 
これらの課題を克服するために、以下の点の改良を行った。 
① 試料油を透明なサンプル瓶に入れた状態で光を通すサンプリング方式とした。 
サンプル瓶は使い捨てとして、洗浄作業をなくした。また、SOAP やフェログ
ラフィなどの精密分析にこのサンプル瓶の試料油で行えるため、同一サンプル
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で分析が行える利点がある。潤滑油分析は、サンプリング時間や場所により分
析結果が左右されるので、大きな利点となる。 
② 潤滑油の種類によって、新油の吸光度が大きく異なるので、図 2.42 に示すよう
に比較的透明に近く色の薄い潤滑油のグループ L、色のかなり濃い潤滑油のグ
ループ D およびその中間の飴色のグループ M の 3 グループに分けてレンジを
設け、新油値の違いによる影響を小さくした。 
 現場測定用に改良した診断器（プロトタイプ）のブロック図を図 2.43 に示す。 
 あらかじめ試料油の色から L,M,D の 3 つのレンジの内から測定レンジを選定した後、
吸光度の計測を行う。それぞれのレンジに設けた管理基準値と吸光度の計測値を比較し
て良否を判定し、表示する。吸光度の傾向管理を行っていく中で、管理基準値を超えた
場合には SOAP やフェログラフィによる精密診断を実施し、更油時期や機器の補修時期
を決定する。 
発光素子駆動
及び調光回路
発光素子
温度補償回路
受光素子 増幅器被分析
潤滑油
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A/D
表示部
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図 2.43 光透過方式による潤滑油診断器ブロック図（プロトタイプ） 
(2)プロトタイプ診断器による診断実施例(16) 
 ある工場においてサイクロ減速機の潤滑管理に、ASTM 色相（JIS K2580）による比
色法によって状態監視を行っていた。これは色相板の色（0.5～8.0：0.5 刻み）と潤滑油
の色を目視で比較するものである。しかし、判定結果に個人差が出るという欠点がある。
誰でも同じ判定が得られる定量値での傾向管理を行うことで状態監視の精度を向上さ
せる目的で、光透過法による潤滑油診断器の導入を検討した。 
 サイクロ減速機はその減速メカニズムにより、偏心軸受や曲線板の摩耗異常の発生が
多く発生する。また、屋外機器であるため潤滑油への水分の混入が発生し、潤滑不良が
発生しやすい。しかし、出力回転数が 100rpm 以下の低速域であるため振動法では異常
検出が困難であるため、潤滑油診断による設備管理を行っていた。 
 光透過法の導入するにあたり、比色法との性能比較試験を行った。図 2.44 に、サイ
クロ減速機 43 台の潤滑油について光透過法による計測値と比色法の判定結果の比較を
示す。潤滑油はすべてメカニック 150 という M レンジ相当を用いている。新油の状態
で ASTM 番号 2.0、光透過法での計測値は 30 の状態であった。 
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図 2.44 光透過法と比色法の比較 
 測定後の開放結果で異常と判定されたものを●、良好と判定されたものを○で示し、
軽度の異常が確認されたものを灰色でプロットしている。比色法による ASTM 番号を
横軸、光透過方式による計測値を縦軸に示す。この中から、良好と判断されなかった
15 台における開放検査結果を表 2-4 に示す。図 2-35 中の番号が表 2-4 の No.である。 
 比色法の現場での管理基準は、3.0 以下は良好、3.5～4.5 は注意、5.0～は異常という
ものであったが、図 2.44 に示すように注意領域には良好なものと異常兆候異常がある
もの、異常なものとが混在していることがわかる。このように、比色法では判定の精度
に問題がみられるが、光透過法では 90 未満は良好、90～94 は注意、95 以上は異常と明
確に分離することができており、精度良く判定できているといえる。 
また、表 2.7 の中の No.4 と No.5 の試料油を SOAP 法で分析した結果を表 2.8 に示す。
光透過法での計測値が 100，99 と高かった両試料油とも Fe 量が 400ppm を超えており
摩耗が進行していることがわかる。さらに水分混入量が 1990ppm、666ppm と非常に多
いことがわかる。 
この両試料油の減速機についての開放検査結果を表 2.9 に示す。試料油 No.4 では偏
心体軸受のころのラジアルすきまが組立時0.07mmだったものが分解時0.4mmまで拡大
していた（許容値は 0.055～0.185mm）。また同様に、試料油 No.5 は偏心体軸受と高速
軸のすきまが組立時 0.005mm だったものが分解時には 0.055mm と許容値（0.03mm 以
下）以上に拡大していた。 
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表 2.7 開放結果 
No. 比色法 光透過法 開放検査結果
1 6.5 100 偏心体軸受のボスと高速軸とすきまが大きい。曲線板、偏心軸受のころの摩耗が大きい
2 6.0 100 曲線板不良、偏心軸受不良
3 5.0 97 曲線板不良、偏心軸受不良
4 6.0 100 偏心体軸受のころのラジアルすきまが大きい。曲線板が摩耗している。
5 5.0 99 偏心体軸受のボスと高速軸とすきまが大きい。曲線板が摩耗している。
6 4.5 90 内部部品少々摩耗あり（更油を実施して運転可と判断）
7 6.0 100 突発故障発生
8 4.0 91 内部部品少々摩耗あり（更油を実施して運転可と判断）
9 4.5 98 外ピン摩耗
10 6.0 99 曲線板、偏心軸受摩耗
11 3.5 91 内部部品少々摩耗あり（更油を実施して運転可と判断）
12 4.0 92 内部部品少々摩耗あり（更油を実施して運転可と判断）
13 6.5 100 曲線板割れ、偏心軸受不良
14 4.0 91 内部部品少々摩耗あり（更油を実施して運転可と判断）
15 5.0 91 内部部品少々摩耗あり（更油を実施して運転可と判断）  
表 2.8 SOAP 法による分析結果 
鉄 鉛 銅 ｸﾛﾑ
ｱﾙﾐﾆ
ｳﾑ ﾆｯｹﾙ 銀 錫 ｹｲ素 ﾎｳ素
ﾅﾄﾘｳ
ﾑ ﾘﾝ 亜鉛
ｶﾙｼｳ
ﾑ
ﾊﾞﾘｳ
ﾑ
ﾏｸﾞﾈｼ
ｳﾑ 粘度 全酸価 水分
比色法 光透過法 Fe Pb Cu Cr Al Ni Ag Sn Si B Na P Zn Ca Ba Mg 40℃cSt
mgKOH
/g ppm
新油 2.0 30 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 500 500 0 0 0 150 0.85 30～50
4 6.0 100 492 0 55 6 0 0 0 0 7 0 0 276 122 0 0 0 149 0.16 1990
5 5.0 99 413 11 3 4 0 0 0 0 13 0 93 404 407 861 182 0 134 0.35 666
試料油No.
金属元素　重量ppm 物理的性状
油種：ﾒｶﾆｯｸ#150
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表 2.9 開放検査結果 
試料油No. 比色法 光透過法 検査結果 分解時（mm） 組立時（mm） 許容値（mm）
4 6.0 100 偏心体軸受ころのラジアルすきまが大きい 0.4 0.07 0.055～0.185
5 5.0 99 偏心体軸受と高速軸とのすきまが大きい 0.055 0.005 0.03以下  
 この両設備を光透過法にて定修後から 1 年間傾向管理した結果を図 2.45 に示す。 
 整備後は両設備とも低い値で推移し、良好な状態で運転できていることがわかる。 
 このように、この工場ではこれらの検証結果をもとに光透過法による潤滑油管理を行
っている。 
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図 2.45 定修後の光透過法による傾向管理結果 
 
2.4 結言 
 以上、転がり軸受とすべり軸受において発生する異常の種類とそれを検知する状態監
視技術として、振動法や潤滑油分析法を説明した。現在、これらの技術や評価基準を基
に、転がり軸受とすべり軸受の状態監視と診断が行われて、成果をあげている。 
 現在の軸受診断において残された研究課題は以下の通りであり、それぞれ第 3 章以降
に述べる。 
 (1)転がり軸受 
  ・異常の早期検知技術（第 3 章） 
・低速回転軸受の診断技術（第 4 章） 
・寿命予測技術（第 7 章） 
 (2)すべり軸受 
  ・異常の早期検知技術（第 5 章） 
  ・寿命予測技術（第 6 章） 
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第３章 転がり軸受の異常早期検知技術 
 
石油化学プラントや製鐵プラント、電力プラント、石油精製プラントなど装置型産業の
プラントの多くは設備停止が許されない昼夜連続運転にて操業されている。1 年や 2 年周
期の定修型保全方式や設備診断技術を用いた状態監視保全などの設備の重要度に合わせた
保全方式が採られている。これらのプラントの設備管理におけるニーズとしては、異常の
早期検出による適切な対応が不可欠であり精度の高いセンシング技術と余寿命予測技術が
強く求められている。異常兆候を早期にとらえリードタイムを長く確保することで、部品
の交換が必要だと診断されれば、納期がかかる特殊な部品の手配を早めに行える。あるい
は定期修理を迎えるにあたって、行うべき改造工事や点検などの作業を明確にしておけば、
効率的で効果的な作業が行えることで工期を短縮でき、休止損失を低減できる。 
また、異常兆候の段階で検出できれば部品交換に至らずにすむ場合もある。例えば、転
がり軸受において早期に潤滑不良状態を検出することで、きずや焼付きの発生に至る前に
注油することで未然に防げ、軸受交換作業も不要となる。これは定期的な給油作業だけで
は防止できない。潤滑不良の原因となるものが施工不良による軸受の傾きに起因した油膜
形成不良状態になるものやシール部の劣化による雨水や冷却水の侵入によるものが少なく
ないのであり、状態監視を行い早期に検知することが大切である。 
転がり軸受の状態監視には振動加速度による振動法が最も活用されているが、異常早期
検知の観点から最も良い周波数帯域を検討した。ついで、100kHz～1MHz の高周波数を用
いる AE（Acoustic Emission）法と潤滑油分析法の評価を行った。 
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3.1 転がり軸受の異常に対する振動特性 
転がり軸受に外輪きず、内輪きずの人工的な欠陥を付加した種々の回転数による以下の
ような試験を行い、各周波数領域における異常軸受の振動特性を把握し、振動加速度値に
よる軸受良否判定基準を作成した。 
3.1.1 試験装置 
 図 3.1 に試験装置を示す。モータから減速機、タイミングベルトで減速して駆動し、供
試軸受ハウジング内の供試軸受を回転させる。供試軸受ハウジングは、垂直・水平・軸方
向の 3 方向から油圧シリンダにて荷重をかけることができる。 
 
図 3.1 試験装置 
3.1.2 試験方法 
 供試軸受ハウジングに供試軸受（深溝玉軸受 6312）を設置し、垂直方向から油圧シリン
ダで 5.88kN（軸受動定格荷重の 9.4％）、2.94kN（軸受動定格荷重の 4.7％）の荷重をかけ
て試験する。軸受の潤滑はグリース潤滑である。供試軸受ハウジングに共振周波数の異な
る 2 種類の加速度センサ A と B をねじ込みで設置し、振動加速度値の周波数範囲は 10Hz
～1kHz 及び 10k～30kHz、30k～100kHz3 つの周波数帯域で計測した。 
回転方向
振動加速度センサA
荷重
供試軸受ハウジング
20°
非接触型光センサ
20°
20°
高周波数用
振動加速度センサB
 
図 3.2 供試軸受 
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 また、供試軸受ハウジングに穴をあけて非接触型の光センサを挿入固定し、外輪外面
の変位波形を非接触で計測した。各センサは図 3.2 に示すように、水平位置から 20°均等
に分けた位置に設置した。 
供試軸受には、正常軸受には両シールタイプの 6312ZZ を用い、きず軸受は内輪軌道面、
外輪軌道面にダイヤモンドやすりにて人工的なきずを作成したものを用いた（図 3.3、図
3.4 は試験後、切断して寸法を計測した結果である）。転動体が通過する位置のきずの大き
さは、内輪きずが幅（転送方向長さ）330μm、深さが 60μm で、外輪きずが幅 1020μm、
深さ 150μm であり、外輪の方が大きめのきずであった。 
回転数は 3rpm、15rpm、45rpm、100rpm、300rpm、750rpm、1500rpm で行った。 
幅：1.40mm
深さ：0.60mm
幅：0.33mm
深さ：0.06mm
幅：2.00mm
深さ：0.75mm
内輪きず  
図 3.3 内輪きず 
外輪きず
幅：2.70mm
深さ：0.80mm
幅：1.02mm
深さ：0.15mm
幅：1.80mm
深さ：0.80mm
 
図 3.4 外輪きず 
3.1.3 試験結果 
(1)非接触型光センサによる低周波数領域の変位量 
 周波数 D.C.領域の超低周波数から計測できる光センサを用い、きずの存在による外輪軌
道輪外面がどのような挙動になるのか、どの程度の変位量なのかを計測し、軸受診断技術
への適用を評価した。 
図 3.5 に光センサによる各回転数における軸受外輪面の変位量の正常異常比較を示す。
これによると外輪面の変位量は荷重の大きさの影響を大きく受けているが、異常軸受（内
輪きず、外輪きず）と正常軸受の差異は見られていない。 
図 3.6 に回転数 750rpm、荷重 5.88kN の条件下で得られた変位波形を示す。これは外輪
きずの直近に光センサを設置した場合に得られた波形である。確かに正常時と異なったき
ずからの信号と思われる信号が、転動体が通過するたびに撓む変位波形に 1 個通過する毎
に重畳していることが確認された。しかし、この変位量は玉の通過により変形する量より
も小さく僅かであり、発生はセンサがきずの直下にある場合にだけ限られ、内輪きずでは
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発生しない。きずの発生による変異量の変化は非常に小さく、状態監視に用いることは困
難である。 
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図 3.5 光センサによる各回転数における軸受外輪面の変位量の正常異常比較 
1.0V/div，8.2ms/div回転数：750rpm
荷重：5.88kN
きず信号
 
図 3.6 外輪きず直近に光センサを設置した時に得られた変位波形 
（回転数 750rpm，荷重 5.88kN） 
(2)軸受荷重と振動加速度の関係 
 図 3.7 に正常軸受の周波数範囲 10kHz～30kHz の振動加速度 O/A 値と荷重の関係を示す。
各回転数とも加速度値のレベルと荷重の間には相関が見られないことがわかる。 
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図 3.7 軸受荷重と振動加速度 O/A 値の関係（10ｋ～30kHz） 
(3)低速回転数領域における加速度の異常検知能力評価 
 100rpm 以下の低速回転数域での同様の試験結果を行い、正常軸受、外輪きず軸受、内輪
きず軸受における周波数 10k～30kHz の振動加速度 O/A 値をプロットしたものを図 3.8 に
示す。横軸の回転数も対数表示で表す。回転数 100rpm 以下の領域では全く異常と正常の
差異が見られず、計測器ノイズレベルである 0.004G となっている。 
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図 3.8 回転数 3～1500rpm における正常軸受と異常軸受の比較（10k～30kHz） 
 また、10Hz～10kHz の低周波数域の加速度値の比較を図 3.9 に示す。回転数 100rpm 以下
では差異が見られず、300rpm も弁別が難しい程度の差異である。さらに、共振点 180kHz
の加速度センサ（図 3.2 中の加速度センサ B）を用いて 30k～100kHz の高周波数領域にお
ける正常と異常の比較を図 3.10 に示す。750rpm までは正常と異常の差異が見られていな
い。これは 30k～100kHz の周波数範囲を計測するために 100kHz までの周波数特性がフラ
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ットなセンサ（共振周波数 180kHz）を選定したが、最低感度が 0.1G と高くなるため微少
な加速度のレベル変化をとらえられないためであると推察される。 
 したがって、最も低速領域まで異常検出ができている 10k～30kHz においても 100rpm 以
下の領域では異常を検知することは困難であると言える。 
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図 3.9 回転数 3～1500rpm における正常軸受と異常軸受の比較（10Hz～10kHz） 
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図 3.10 回転数 3～1500rpm における正常軸受と異常軸受の比較（30k～100kHz） 
 
3.2 振動加速度の周波数帯域によるきず検出感度の比較 
 自動調心玉軸受 1302 の外輪軌道面に 0.2mm、0.6mm、1.5mm、4.5mm の人工きずをダイ
ヤモンドやすりにて作成し、1200rpm で回転させた時の各周波数範囲の加速度 O/A 値の比
較試験を行った。図 3.11 に示すように、それぞれのきずの大きさに対する周波数範囲 1k
～5kHz、1k～10kHz、10k～30kHz の加速度値を比較すると、1k～5kHz の加速度値では 4.5mm
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までのきずにおいてほとんど変化が見られず、1ｋ～10kHz の加速度値では 4.5mm のきず
が検出できている。10k～30kHz では 0.2mm のきずでは差異が見られていないものの 0.6mm
程度のきずでは異常を明確に検出できており、10k～30kHz の高周波数帯域の加速度領域で
は、小さなきずから検出が可能であり、異常早期検出が可能であるといえる。 
また、周波数 100kHz まで周波数特性がフラットな加速度センサ（共振周波数 180kHz）
を用いて、深溝玉軸受 6312 の外輪レース面にダイヤモンドやすりで人為的にきずを作成し
た軸受と正常な軸受の加速度の比較を行ない、どの周波数帯域が最も変化があらわれるか
を評価した。 
加速度スペクトルを図 3.12、図 3.13 に示す。外輪きず軸受の加速度 O/A 値は 5.9G で正
常軸受の 19.7 倍であり、発生周波数の最も顕著なものは 11.3kHz で、次に 17.8kHz であっ
た。つまり、10k～30kHz の周波数範囲が最も顕著にあらわれることが確認された。 
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図 3.11 きずの大きさと振動加速度値の関係における各周波数帯域の比較(1) 
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図 3.12 外輪きず軸受の加速度スペクトル（1k～100kHz） 
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図 3.13 正常軸受の加速度スペクトル（1k～100kHz） 
 
3.3 転がり軸受異常の早期検知能力における AE の評価(2) 
周波数帯域 100kHz～1MHz という高周波数帯域の AE 法について、転がり軸受における
異常早期検知能力の評価を行う目的で加速寿命試験による振動加速度（10kHz～30kHz）と
の比較試験を行った。 
3.3.1 試験装置 
図 3.14 に試験装置を示す。モータから歯車とプーリにより回転数を減速し、回転側軸受
ハウジングに内輪（軸受型式 51105）と静止側軸受ハウジングに外輪をシミュレートした
もの（軸受型式 52105 の背面）を設置し、静止軸受側ハウジングに AE センサと振動加速
度センサを設置する。静止側ハウジングの背面から油圧シリンダにて荷重を加える。 
 
図 3.14 加速寿命試験装置 
3.3.2 試験方法(3) 
図 3.15 に示すように、内輪にスラスト玉軸受（51105）、外輪にスラスト玉軸受（51205）
の背面を使うことで点接触とし、さらに玉数を通常 15 個に対して 6 個あるいは 5 個に減ら
すことで接触圧力を高めて加速させる方法を採用した (2)。回転数 750rpm で、荷重は 6kN
であり、供試軸受外輪のヘルツ接触圧力 Pmax は玉数 6 個の時 6.22GPa、玉数 5 個の時 6.61GPa
である。 
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図 3.15 供試軸受部構造 
3.3.3 測定系 
 供試軸受が設置された静止側軸受ハウジングに AE センサと加速度センサを設置し、AE
は 100kHz～1MHz、加速度は 10k～30kHz の周波数範囲が計測周波数であり、両方とも事
象計数法による比較とした（図 3.16）。信号処理方法による違いではなく、周波数領域に
よる差異を比較するために同じとした。また、AE 増幅度を 40dB，加速度増幅度を 10dB、
両方ともしきい値を 0.2V、計測単位時間を 10min とした。なお、AE センサは共振点 140kHz
の狭帯域センサを用いている。 
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ｴﾝﾍﾞﾛｰﾌﾟ処理回路供試軸受
狭帯域AEセンサ（共振周波数140kHz）
 
図 3.16 測定系 
3.3.4 試験結果 
 表 3.1 に示すように回転数 750rpm の試験を 10 回実施し、そのうち 7 回が AE の方が早
く異常を検知しており、残りの 3 回は加速度とほぼ同時に検知している。 
 この中から試験 No.2 と試験 No.4 について、詳細を述べる。 
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表 3.1 加速寿命試験結果 
AE 加速度 AE 加速度
1 750 6 3 7.84 40 40 0.2 ○ 135 玉はく離
2 750 6 6 6.22 40 40 0.2 ○ 1140 外輪はく離
3 750 6 6 6.22 40 40 0.2 ○ 400 外輪はく離
1050 玉はく離
○ 1240 外輪はく離
5 750 6 6 6.22 40 40 0.2 210 外輪はく離
6 750 6 6 6.22 40 40 0.2 ○ 1530 外輪はく離
7 750 6 5 6.61 40 40 0.2 ○ 220 外輪はく離
8 750 6 5 6.61 40 40 0.2 ○ 330 外輪はく離
9 750 6 5 6.61 60 40 0.2 ○ 550 外輪はく離
10 750 6 5 6.61 40 40 0.2 350 外輪はく離
同時
同時
回転数
（rpm）
750
しきい値
（V）
早期異常検出
異常の種類
4 6 6 6.22 40 40 0.2
同時
増幅度（dB） 試験終
了時間
（min）
試験
No.
荷重
（kN）
玉数
（個）
Hertz
最大接
触圧力
（Gpa）
 
(1) 試験 No.2 
 玉数を 6 個に減らし試験を行った。この時の試験結果を図 3.17 に示す。 
750min 以降 AE 事象数が計数され、80min 後に加速度事象数が計数された。その後加速
度は継続して計数されるのに対し、AE は加速度に比べて計数開始時期が早いものの、
930min から 980min の間に見られているように計数されない期間がある。加速度は外輪き
ずと玉の接触による衝撃により発生するのに対し、AE ははく離の成長過程の亀裂進展に
より発生するため、はく離の成長が停滞すると発生しなくなるものと推測される。図 3.18
に 1140min にて停止した際に得られた外輪はく離の写真を示す。 
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図 3.17 加速寿命試験結果 
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10mm
最大キズ深さ115μ
1mm
 
図 3.18 軸受はく離写真（1140min） 
 本試験で用いた供試軸受と同じ型式のものにリューター工具にて人為的なきず（転動方
向長さ 1.0mm、深さ 150μm）を作成し、回転数 50rpm で試験したときの AE スペクトルを
図 3.19 に示す。試験後は目視では試験前と変化がなかった。AE の計測周波数範囲は 10k
～1MHz である。 
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図 3.19 人工きずから発生した AE 波形のスペクトル (4) 
 さらに、他の加速寿命試験で得られたはく離長 2.0mm の軸受を用いて、同じ条件で試験
した時の AE スペクトルを図 3.20 に示す。このとき、目視でのはく離長は 2.0mm から 4.0mm
に進展している。 
最大きず深さ 115μm 
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図 3.20 はく離進展時にて発生した AE 波形のスペクトル(4) 
 図 3.19 に示すように、き裂が進展しないような場合は 100kHz 以下の周波数であるが、
はく離のき裂が進展している段階では、図 3.20 のような 100k～500kHz の領域でのスペク
トルの発生が顕著に見られた。このように 10kHz～100kHz の AE では圧痕状のきずでも検
出可能であるが、100kHz～1MHz の AE 信号は転がり疲労はく離のき裂進展にともなって
発生しており、逆に圧痕などの進展しない異常については検出しにくく、転がり疲労はく
離においても進展しないときは検知しにくいと考えられる。 
(2) 試験 No.4 
 同じく玉数 6 個での試験結果を図 3.21 に示す。 
 560 分経過時にて油ぎれが発生し、試験を停止してグリースを補充するとともに玉を新
品に交換した。この時、490 分くらいから加速度が早めに計数している。加速度は潤滑状
態が低下した段階で検知できるが、AE は油膜が破断して金属接触してから発生している
ものと考えられる。 
 試験再開後、試験時間 1050 分にて玉はく離が発生し、試験を停止した。この時は AE、
加速度ともほぼ同時の計数結果であった。図 3.22 に玉はく離写真を示す。 
 その後、玉を交換して試験を再開した。試験時間 1180 分にて AE が計数したので試験を
停止し軸受を観察したところ、外輪軌道面に小さなはく離が発生していた（図 3.23）。 
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図 3.21 加速寿命試験結果 
1mm
 
図 3.22 玉はく離写真（1050min） 
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1mm
 
図 3.23 外輪小はく離写真（1190min） 
 この時の AE は計数していたが、加速度の計数は 0 個であった。 
 そして、試験を継続すると AE の計数値が増加するとともに加速度も計数を開始した。
試験時間 1240 分にて試験を停止し、軸受を観察したところ図 3.24 のようにはく離が進展
していた。約 6.0mm、最大深さ 115μm のはく離となっていた。 
 
図 3.24 外輪はく離写真（1240min：最大深さ 115μm） 
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3.4 結言 
 振動加速度では 10k～30kHz の周波数領域が最も軽微なきずから検知でき、優れている
ことがわかった。同時のケースもあるが、100kHz～1MHz の AE の方が 10k～30kHz の加速
度よりも早期に転がり疲労はく離異常を検知できており、異常早期検知能力に優れている
と言える。 
 しかし、AE や潤滑油分析ではアンバランスやミスアライメントなどの 1kHz 以下の低周
波数で発生する異常を検知できない。その点、振動加速度では積分することで低周波数の
異常も検知できるという１つのセンサで様々な異常を検知できるメリットがある。さらに、
10k～30kHz の領域を監視することで微小なきずも検出できていることから、現場では振動
加速度での状態監視で十分と結論付け、あくまでも AE や潤滑油分析は補足的な位置づけ
として活用している場合が多い。また、AE は振動ほど計測条件や評価指標が確立されて
いないことや潤滑油分析は採油できる機器に制限があることや分析に時間がかかるなどの
デメリットもある。 
 一方、振動加速度には最も異常検知感度が高い周波数 10k～30kHz 領域においても回転数
100rpm 以下の転がり軸受の異常検知は困難であるという問題がある。この低速回転数領域
の転がり軸受診断において AE による適用評価を次章にて行った。 
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第４章 AE エンベロープ波形を用いた超低速転がり軸受診断法 
 
石油化学プラントにおける攪拌機や押出機、樹脂や繊維、製鐵プラントにおける圧延
ロールや延伸機、製紙プラントにおける抄紙機など、低速回転設備は大型で重要設備と
されるものが多く、軸受損傷による突発故障がもたらすプラントへの影響は多大となる
ケースが多い。また、大型設備であるために軸受にかかる荷重も大きく、軸受が破損に
至った場合、損傷部位が軸受だけにとどまらず 2 次的な損失まで引き起こす場合も少な
くない。例えば、軸受が破壊した状態で回転したために主軸の変形や損傷まで発生した
り、減速機の歯車に破損した軸受の転動体を噛み混むことで歯の折損に至ったりするこ
ともある。低速設備の軸受は特殊な型式なものも多いため納期がかかるだけでなく、軸
受交換以外の作業も発生するために補修費用や補修期間がかかり、休止損失も含めた損
害が甚大になることも少なくない。 
しかし、低速回転領域における転がりでは転動体の周速が遅いために、その転動体と
軌道面に発生した傷との衝突により発生する加速度値のレベルが低くなる。それにより、
環境や計測器の雑音に埋もれてしまい、異常の検出が困難となるという問題がある。低
速転がり軸受の診断法としては、振動加速度による様々な手法(1)~(4)が提案されているが、
いずれも 30rpm以下といった超低速回転数領域における診断への活用には不十分である。
一方、AE (Acoustic Emission)による転がり軸受の異常検出について、早期異常検出能力
の優位性が報告されており(5)、そこでは AE 発生位置評定を行い、その位置の表面下に
転がり疲労はく離の起点となる介在物とクラックを検出している(6)。また、転がり軸受
のグリース内に異物を混入した実験により、AE による異常検出能力が評価されている(7)。
しかし、この例を含め、超低速回転数における転がり軸受異常診断への AE 法の適用例
は少ない。人工的な傷による軸受外輪傷とローラのこすれ作用をとらえた実験結果が報
告されているものの、検出感度は充分ではない(8)(9)。AE 法は数百 kHz～数 MHz という
高周波数の AE 生信号を処理することで、解析時間が長く、大容量のデータとなる。ま
た、ノイズの影響を受けやすく、異常信号を抽出する手法が確立されていないという欠
点により、振動法に比べて現場での診断が乏しい。そこで、本論文では周波数領域 0.1
～1MHz の AE 波形をエンベロープ処理した波形を用いて診断する方法を提案する。AE
エンベロープ波形を増幅することで異常検出感度を高め、一般的に低速回転数領域とい
われる 100rpm 程度はもちろん、特に回転数で 1rpm程度、dn 値で 25mm/min 程度からの
超低速回転数領域での異常診断を可能とした。さらに、事象計数法におけるノイズ除去
回路と異常判定回路を搭載した診断器を製作し、現場での診断にて成果をあげた診断例
について報告する。 
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4.1 低速転がり軸受異常検知の現状 
一般に、中・高速回転数領域における転がり軸受の異常検知には、周波数 1kHz 以上
の振動加速度値のレベル変化による状態監視方法が用いられている。特に、10～30kHz
の周波数領域の振動加速度が異常検知に対し S/N 比が高く、異常の早期検知に活用され
ている。また、早期異常検知能力の高い AE 法についても実験を通して、低速回転数領
域での異常検知能力を評価した。 
4.1.1 振動法（振動加速度）による限界 
 深溝玉軸受の外輪軌道面にダイヤモンドヤスリにて人工傷を作成し、回転数 1～
1500rpm において正常軸受との振動加速度値レベルの比較を行った。供試軸受には内径
60mm の軸受 6312 を用い、作成した傷のサイズは軌道面中央部で幅 1.02mm、深さ
0.15mm であり、潤滑はグリースとした。圧電型加速度センサを軸受ハウジングにねじ
込み固定して測定した。図 4.1 は縦軸に周波数 10～30kHz の加速度 O/A 値と Peak 値を
とり、横軸に回転数をとる。本計測システムのバックグランドノイズレベルは 0.004G
である。 
図 4.1 に示すように、100rpm 以上の回転数における加速度 O/A 値は、外輪傷軸受か
ら発生した加速度値レベルと正常軸受からの加速度値レベルとは差異が見られる。しか
し、100rpm よりも低い回転数領域では、外輪傷軸受と正常軸受との加速度値レベルの
差異は見られなくなり、両者とも計測器ノイズレベルである 0.004G となっている。一
方、加速度ピーク値に着目すると、O/A 値に比べて低速領域まで差異が見られるものの、
回転数 30rpm 程度が限界である。つまり、軸受内径 d mm と回転数 n rpm の軸受内径の
積である dn 値で評価すると、加速度 O/A 値で 6000mm/min、加速度ピーク値で
1800mm/min 程度が、振動法による異常検知の限界といえる。 
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図 4.1 外輪傷軸受と正常軸受の加速度値比較 
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回転数 100rpm 以下の低速回転数領域においては転動体の周速が極端に遅くなり、外
輪や内輪の軌道面に存在する傷と転動体の衝突による衝撃レベルが低くなり、環境や計
測器のノイズレベルに埋もれてしまう。さらには、低速回転数領域では傷に転動体が衝
突して次の転動体が同じ傷に衝突するまで、つまり異常波形と異常波形の発生時間のイ
ンターバルが長くなる。したがって、通常の振動モニタリングで用いられている実効値
などでは正常との差異が弁別しにくくなるので、低速軸受状態監視用に別の信号処理方
法が必要となる。 
4.1.2 AE 法による限界 
 前節で述べた転がり軸受異常の早期検知に優れている AE 法を用いて、低速回転数領
域において疲労はく離軸受を用いた試験を実施し、異常検知能力を評価した。周波数は
100kHz 以上の高周波数帯域を用いる。ここで、模擬的なスラスト玉軸受を供試軸受と
した。すなわち、スラスト玉軸受（型式 51105）の内輪とスラスト玉軸受（型式 51205）
の外輪の背面を用いて点接触させて、接触圧力を高めることで加速させる方法を採用し
た。実験装置は図 4.2 に示すものであり、油圧シリンダにて供試軸受にスラスト荷重を
掛け、モータからタイミングベルトを介して回転させる。 
 
図 4.2 加速寿命試験用実験装置 
回転数 50rpm にて実施した加速寿命試験において、はく離進展中に得られた AE スペ
クトルの一例を図 4.3 に示す。これにより、周波数成分が最大 500kHz 程度まで周波数成
分が広く分布していることがわかる。この時、目視によるはく離長は約 2mm から 4mm
に進展していた。 
 - 67 -
Frequency
A
m
pl
it
ud
e
 
図 4.3 はく離進展時に得られた AE スペクトル 
このはく離異常から発生する 500kHz 前後までの AE 周波数をとらえるために、0.1～
1MHz の広帯域 AE センサを用いて回転数 1～30rpmの超低速回転数領域でのはく離検出
能力比較試験を実施した。AE 波形をエンベロープ処理した波形のスペクトルにおける
式(4.1)に示す外輪傷周波数 foutの発生有無により、はく離異常検出限界を調査した(12)。 
  
････（4.1） 
 
ここで， fr：回転周波数（Hz） 
     D ：ピッチ円直径（mm） 
     d：転動体直径（mm） 
     Z：転動体個数（個） 
     α：接触角（deg） 
図 4.4 に外輪はく離異常をとらえた時の AE エンベロープスペクトルの例を示す。こ
れは、回転数 30rpm で外輪はく離軸受を回転させた時に得られた AE 波形を 80dB 増幅
した場合のエンベロープ波形である。外輪にはく離の存在を示す外輪傷周波数 fout及びそ
の高調波が発生していることがわかる。 
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図 4.4 外輪はく離進展時の AE エンベロープスペクトル 
（回転数 30rpm，増幅度 80dB） 
各回転数におけるエンベロープスペクトルの外輪傷周波数 fout 成分のレベルをプロッ
トしたものを図 4.5 に示す。AE 波形を 60dB 増幅した場合と 80dB 増幅した場合とを比
較すると、増幅度 60dB では 30rpm までは外輪はく離をとらえているが、10rpm 以下で
は検出できていない。増幅度 80dB では 5rpm まで検出しているものの、3rpm 以下では
検出できていない。しかし、検出はできてはいるものの、AE エンベロープスペクトル
を見てみると図 4.6 に示すようになる。ここでは、回転数 10rpm においても fout成分の発
生レベルは 0.5mV と非常に低い。現場での診断においては、fout成分レベルはノイズレベ
ルに比して 10 倍以上であることが望ましい。このことを考えると、増幅度 80dB では回
転数 30rpm 程度が限界といえる。また、回転数 1rpm における増幅度 80dB による AE エ
ンベロープスペクトルを図 4.7 に示す。外輪傷周波数の発生が見られず、異常を検出で
きていないことがわかる。つまり、dn 値で評価すると 750mm/min 程度が限界といえる。 
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図 4.5 超低速回転数におけるはく離異常検出能力比較（増幅度 60dB，80dB 比較） 
 - 69 -
outf
5HzPWR SP A  LIN
MAG
mV
0
0
2.5
X:   1.2625Hz Y:   .500mV
outf2
outf3
周波数（Hz）
A
E
エ
ン
ベ
ロ
ー
プ
振
幅
（m
V
）
 
図 4.6 外輪はく離進展時の AE エンベロープスペクトル 
（回転数 10rpm，増幅度 80dB） 
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図 4.7 外輪はく離進展時の AE エンベロープスペクトル 
（回転数 1rpm，増幅度 80dB） 
 
4.2 超低速回転数領域における異常検知への適用 
前節において AE 法による異常検知の限界が確認されたが、振動法に比べて低速回転
数領域での異常検知能力は優れているといえる。また、上述のように低速回転状態では
転動体の周速が遅くなることにより衝撃レベルが低下することに加えて、きずと転動体
の衝突のインターバルが長くなることでO/A値などの平均化処理では S/N比が低下する。
したがって、単位時間における AE 包絡線検波波形の最大値と事象数による状態監視方
法を採用した。事象計数法により異常を見逃すことなく早期に検知し、AE 波形と包絡
線スペクトルの観察により異常の種類を判別するという組み合わせで総合的に診断する。 
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AE 法の欠点である高周波数の AE 生信号の処理に要する長時間と大容量のデータ量
及びノイズの影響を受けやすいという点をクリアできれば、超低速回転数領域での異常
検知が可能となると考えられる。 
すなわち、30rpm 以下の超低速転がり軸受の異常診断のために現場で使用する診断器
へ反映させるべく、実用的な観点から、検出感度の向上、ノイズ除去、異常判定方法の
3 点について提案を行う。ただし、特に重要な異常モードである転がり疲労はく離、潤
滑不良（油切れ、異物混入）、嵌め合いガタの検出を対象とする。 
4.2.1 検出感度の向上：AE エンベロープ波形の増幅 
回転数 1rpm からの超低速回転数領域における異常検出を可能にする目的で、まず、
AE 波形を 80dB で増幅し、エンベロープ処理を行った後、さらに増幅させる。具体的
には、図 4.8 に示すように、まず、検出した AE 信号が AE センサから計測器本体まで
の間のケーブルからのノイズの影響、信号の減衰に対処するために、前置増幅器 40dB
を備えたプリアンプ内蔵センサを用いる。その後、バンドパスフィルタにて解析に必要
な周波数帯域 0.1～1MHz に絞り、さらに、40dB の増幅器にて合計 80dB の増幅度を得
る。そして、エンベロープ処理回路により AE 波形をエンベロープ波形に変換した後に
第 2 増幅器にて 10dB 増幅する。 
AE
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増幅器
ﾌﾟﾘｱﾝﾌﾟ内蔵ｾﾝｻ
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ﾌｨﾙﾀ
エンベロープ
処理回路
第２
増幅器増幅器
計測器本体  
図 4.8 測定系 
図 4.9 の模式図に示すように、AE 波形をさらに増幅させる方法では信号だけでなくノ
イズ成分も増幅されるが、エンベロープ波形を増幅する方式では信号部分が強調され
S/N 比が改善される点が重要である。ここで述べた方式の有効性をみるために、回転数
1rpm の外輪はく離進展時に得られた AE 波形を 80dB で増幅した後にエンベロープ処理
し、そのエンベロープ波形を 10dB 増幅した波形を周波数分析した。その結果を図 4.10
に示す。図 4.6 と異なり、外輪傷周波数 foutとその高調波が発生している。各回転数にお
ける増幅度 80dB＋10dB における AE エンベロープスペクトルにて発生した外輪傷周波
数 foutのレベルを図 4.5 にあわせてプロットしたものを図 4.11 に示す。これより、各回転
数において明確に外輪はく離を検出できていることがわかる。 
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図 4.9 増幅前後の波形変化模式図 
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図 4.10 外輪はく離進展時の AE エンベロープスペクトル 
（回転数 1rpm，増幅度 80dB＋10dB） 
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図 4.11 超低速回転数におけるはく離異常検出能力比較 
（増幅度 60dB，80dB，80dB＋10dB 比較） 
4.2.2 ノイズ除去 
 事象計数法を用いて異常検出を行うとき、図 4.12 に示すような電気的なノイズ波形が
外部から飛来して本来の異常波形に重畳されることにより、計数率に誤差が生じる場合
がある。 
従来法である持続時間によるノイズ弁別法を試みたが、はく離波形を正確に計数でき
るようなエンベロープ処理の時定数を定めると、図 4.12 に示すような波形のエンベロー
プ波形がはく離異常を示す AE 波形のエンベロープ波形と酷似したものとなってしまい、
持続時間では弁別できない。つまり、図4.13に示すように最適な時定数に設定した場合、
はく離異常時の持続時間 t1と電気ノイズ発生時の持続時間 t3に差異が見られなくなり、
弁別が困難になるという問題がある。 
 
図 4.12 電気的なノイズ波形（0.4V/div,0.2msec/div） 
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図 4.13 時定数の差異による持続時間 
そこで、図 4.14 に示す新たなノイズ除去法を考案した。すなわち、通常の事象計数
法と並列にリングダウン計数法を行い、事象計数法にて得られた持続時間内に何個のリ
ングダウン計数値が得られているかで信号かノイズかを弁別する方式である。異常現象
として、はく離発生時を例として説明する。はく離異常やノイズが発生すると、しきい
値②を超えた AE 信号が発生する。これをリングダウン計数法で計数すると、図 4.14
のコンパレータ②に示すように、数の多いパルス波形の集合と少ない集合が発生する。
この数の多い集合が異常信号であり、少ない集合がノイズ波形である。これらを弁別す
る必要があるが、計数するための時間幅が決められない。そこで、AE 波形をエンベロ
ープ処理し、しきい値①を超えた時間（持続時間）を用いて、この間に発生しているコ
ンパレータ②の数で弁別する方式を考案した。このような考え方に基づき、はく離異常
信号とノイズ信号の混在した AE 波形についてエンベロープ処理した波形（図 4.14 中の
エンベロープ波形）に対してしきい値①を超えた時間（持続時間 t1～t4）を求める。こ
のしきい値を超えた信号をパルス波形に変換する（図 4.14 中のコンパレータ①）。さら
に、これとは並列に同じはく離異常信号に対して、しきい値②を設定してリングダウン
計数を行う（図 4.14 中のコンパレータ②）。持続時間とリングダウン数を比較して、予
め設定した個数 n よりも多ければ異常信号、同じか少なければノイズ信号と弁別して計
数する（図 4.14 中の EVENT）。 
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図 4.14 新ノイズ弁別法 
実際の計測器においては、しきい値①は正常状態の包絡線検波波形をオシロスコープ
などで観察してそれを基準に設定する。対象機器の AE レベルはそれぞれ異なるため可
変としている。しきい値②は固定としており、増幅後の計測器の電気ノイズレベルを基
準に正常状態の AE 波形のレベルが超えない値に決定する。予め決定しておくリングダ
ウン計数値 n も固定としており、試験にて得られた電気ノイズ波形と加速寿命試験で得
られたはく離異常との比較により決定する。 
4.2.3 異常判定方法（計測単位時間と異常判定基準） 
 低速回転数の場合、例えば 1rpm と 30rpm では 1 回転に要する時間は 30 倍も大きく
異なる。逆に、同じ計測時間で事象計数法を実施した場合には、同じ軸受でも 30 倍も
事象数が異なることになる。これでは僅かな回転数の違いにより異常判定が困難とな
る。そこで、式 (4.2)より算出した計測単位時間 T を用いることで、回転数が異なる軸
受にも同等に事象数による評価ができるようにした。 
 
･････････････(4.2) 
 
ここで，T：計測単位時間（s）， n：回転数(rpm)， m：判定に要する総回転数(rev) 
軸受の嵌め合いガタが発生した場合、異常信号による事象は 1 回転に 1 回発生する。
転がり疲労はく離が発生した場合、発生位置が外輪軌道面の時は式(4.1)にて周期性が求
められる。他、内輪軌道面の時は式(4.3)、転動体の時は式(4.4)で求められる(12)。 
    
･･･････････(4.3) 
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･･･････････(4.4) 
 
 
式(4.1)，式(4.3)，式(4.4)のいずれも回転周波数 fr よりも大きい値となるので、1 回転
に 1 回以上発生することになる。油ぎれや異物混入時には周期性はないものの、1 回転
に 1 回よりも多くの事象数が発生する。したがって、異常時は計測時間 T 内で式(4.2)
中の m 個以上の個数が発生するといえる。 
よって、計測単位時間T において、事象数 m 個以上の場合は異常、1～（m-1）個の
場合は注意、0 個の場合に正常と判定できる。また、m を異常判定基準と呼ぶ。 
 
4.3  超低速回転における加速寿命試験 
超低速回転数で回転する転がり軸受が正常な状態から転がり疲労はく離の発生に至
るまでの過程を、AE と振動加速度によりモニタリングして異常検出能力の比較試験を
実施した。回転数 10rpm における加速寿命試験では、供試軸受ハウジングに AE センサ
と圧電型加速度センサを設置して計測した。 
AE と加速度の検出性能の差異を明確にするために、同じ信号処理方法である事象計
数法を用いて比較試験を行った。AE と加速度は、周波数帯域以外は全く同一の測定系
としており、測定周波数は AE が 0.1～1MHz、加速度が 10～30kHz である。 
実験装置は図 4.2 に示すものを用いた。 
4.3.1 供試軸受 
スラスト玉軸受（型式 51105）の内輪とスラスト玉軸受（型式 51205）の外輪の背面
を用いた模擬的なスラスト玉軸受を供試軸受とし、点接触させることで接触圧力を高
め、さらに転動体の数を通常の 15 個から 5 個に減らすことで玉１個にかかる荷重を増
やすことで加速性を高めている(5)。荷重は油圧シリンダにて 19.6kN に設定しており、
点接触となる外輪側の Hertz 最大接触圧力の計算値は 9.86GPa と非常に過酷な条件とし
た。ただし、外輪面は塑性変形するので実際には計算値よりも低い値となる。また、潤
滑はグリースとした。 
4.3.2 試験条件 
Hertz 最大接触圧力 9.86GPa という過酷な条件で試験しても回転数 10rpm という超低
速では疲労はく離が発生するまで非常に長い時間が必要となる。したがって、寿命推定
時間を計算してそのほとんどを中速回転数にて疲労させ、残りの寿命を超低速回転数で
試験するという方法を採用した。具体的には、推定寿命時間の 98％を回転数 400rpm で
回転させて疲労させ（18min）、残りの 2％を試験回転数 10rpm に設定して行った。この
時、内輪と玉、保持器を新品に交換し、外輪面にはく離の発生がないことを目視にて確
認して試験を再開した。増幅度は提案した 80dB＋10dB とし、事象計数法のしきい値は
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1.0V に設定して実施した。計測単位時間は 10min とし判定に要する総回転数ｍは 100
回転であるので、異常判定基準を 100 個とした。 
4.3.3 試験結果 
図 4.15 に回転数 10rpm で試験を開始した後の AE と加速度の事象率（個／10min）の
推移を示す。 
480min を経過した時点で初めて AE の事象率が 100 個を超えたため，490min 時点で試
験を停止して供試軸受を確認したところ，外輪軌道面に約 1.5mm の微小なはく離を確認
した（図 4.16）。480min では AE と加速度の双方で事象数の発生が見られたが、この時
は図 4.17 に示すように AE、加速度両方とも突発型の波形が発生しており、異常を示し
ている。 
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図 4.15 回転数 10rpm の加速寿命試験結果 
 
図 4.16 490min 停止時に確認された外輪はく離 
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図 4.17 AE 波形と加速度波形（480min） 
これに対する AE エンベロープスペクトルを図 4.18 に示す。外輪はく離の存在を示す
foutの発生が見られる。振動加速度による中高速回転数領域での転がり軸受異常診断時と
同様、軸受から検出した AE 信号も周期性を持っている。この周期性を確認することで、
この突発型 AE 波形が軸受異常に起因して発生しているものと確定できる。図 4.18 の
AE エンベロープスペクトルにおいて、外輪はく離の存在を示す foutが発生していること
が確認できる。これにより図 4.17 の AE 波形は、はく離の発生・進展に起因して発生し
たものといえる。 
  
図 4.18 AE エンベロープスペクトル（480min） 
その後試験を継続すると、加速度事象数の発生は見られなくなるが、AE 事象数は約
200～400 個と常に 100 個を超えて発生するようになった。510min に得られた AE 波形と
加速度波形を図 4.19 に示す。突発型の AE 波形が発生しておりエンベロープスペクトル
でも foutが明確に認められているのに対し、加速度には異常を示すような波形は発生して
いない。 
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図 4.19  AE 波形と加速度波形（510min） 
560min にて試験を中断して外輪面を観察したところ、図 4.20 のようにはく離が約
3.0mm に進展していた。 
つまり、この間のはく離の進展を加速度はとらえることができなかったといえる。 
さらに、試験を継続して行ったところ630minの停止に至るまでの間、AE事象数は1000
～1800 個と大幅に増加した。それに伴い 570min、580min にて加速度事象数も発生する
ようになったが、最大 200 個と AE に比べて少ない発生数であった。AE と加速度がとも
に発生している 580min における AE と加速度それぞれの波形を図 4.21 に示す。 
 
図 4.20 560min 停止時に確認された外輪はく離 
630min 経過時に試験を終了した。図 4.22 に示すように、外輪はく離は約 6.0mm に大
きく進展していた。つまり、AE 事象率は外輪はく離の進展過程を良くとらえており、
エンベロープスペクトルにおいても外輪はく離による AE 発生の周期性を良くとらえて
いる。よって、本提案手法は 10rpm という超低速回転数領域においても状態監視に有効
であるといえる。 
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図 4.21 AE 波形と加速度波形（580min） 
 
図 4.22 最終停止時に確認された外輪はく離（630min） 
4.4 実機（圧延ロール支持軸受）における試験 
前節では試験を通して、提案手法による異常診断法により 10rpm 以下の超低速回転数
領域での異常検出が可能であることを確認した。本節では、現場で実施した診断事例の
中で、従来法による AE 法による診断では限界である 30rpm の事例において、提案する
手法により明確に異常検出が行えているので報告する。 
本設備では過去に何度も振動による異常診断を試みたが、良好な結果が得られないた
め、提案手法を適用することになった。図 4.23 に診断対象である圧延ロールの略図を示
す。測定点①側に正常な軸受を、測定点②側のラジアル軸受に外輪はく離軸受が設置さ
れている。測定点①と②における AE 波形とエンベロープ波形を図 4.24 に示す。外輪は
く離軸受である測定点②では突発型波形が得られており、測定点①（正常）とは明らか
に差異が見られている。 
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圧延ロール
測定点①Ｈ 測定点②Ｈ
ﾗｼﾞｱﾙ軸受(509KH6552E)
ｽﾗｽﾄ軸受(350KH5902gs8u1)ﾗｼﾞｱﾙ軸受(509KH6552E)
 
図 4.23 圧延ロール略図 
AE
波形
測定点① 測定点②
 
図 4.24  AE 波形とエンベロープ波形 
さらに、図 4.25 に AE エンベロープ波形のピーク値と事象率の正常軸受と異常軸受の
比較を示す。 
なお、計測条件を AE 波形の増幅度 80dB、エンベロープ波形の増幅度 10dB、しきい
値 500mV と設定し、異常判定基準 10 と設定したので、計測単位時間は 20s（＝60s／
30rpm×10 回転）である。測定点①（正常）における AE エンベロープピーク値が最大
424mV であるのに対し、測定点②（外輪はく離）は 2500mV で 5 倍以上の差異が見ら
れており、事象数にも明確に差異が見られる。 
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図 4.25 エンベロープピーク値と事象率比較 
図 4.26 に AE エンベロープスペクトルの比較を示す。測定点②では外輪傷周波数 fout
及びその高次成分が発生しており、他に保持器の接触を示す周波数が発生している。 
図 4.27に外輪はく離の写真を示す。ラジアル軸受の外輪軌道面に長さ 170mm幅 30mm
のはく離とスラスト軸受に保持器接触を示す打痕長さ 70mm 幅 45mm を確認した。つま
り、AE エンベロープを用いた診断法により外輪はく離異常を良く検出できており、状
態監視に有効な手法であることが立証された。 
3f c
f out 2f out 3f out
 
図 4.26 AE エンベロープスペクトル比較 
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図 27 外輪はく離写真 
 
4.5 結言 
超低速転がり軸受の診断法として、AE エンベロープ波形を用いた診断法を提案した。 
回転数で 1rpm 程度、dn 値で 25mm/min 程度からの超低速回転数領域においても有効
な診断手法である（4.2.1 参照）。振動 O/A 値で 6000mm/min 程度、加速度 Peak 値で
1800mm/min 程度、AE 法で 750mm/min 程度という従来の実用的な性能と比較すると、
本提案手法は非常に優れているといえる。既にこの手法による診断器を開発し、現場で
の異常診断に活用している。現場での活用に際し、0.1～1MHz の計測周波数帯域に外部
雑音が混入する場合では、異常検知が困難となる。例えば、岩石などを粉砕する粉砕機
の軸受や高周波数の雑音が発生する反応器といった外部雑音が存在する場合において、
別途雑音除去法が必要になる。 
対象機器である攪拌機や押出機、減速機などによってそれぞれ正常状態での AE 信号
レベルが異なるため、現場での最適な計測条件を理論的に一律に定めることは困難であ
る。しかし、加速寿命試験やフィールドテストを重ねることで、ある程度の目安となる
計測条件を定めつつある。今後さらにフィールドテストを重ね、信頼性の高い診断技術
の確立を目指す。 
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第５章 周波数変調解析によるすべり軸受ラビング異常早期検出技術 
 
すべり軸受は、タービンや高圧ポンプなどの大型回転機器や空気圧縮機などの高速回
転機器に用いられている重要な機械要素である。すべり軸受は油膜により非接触状態で
回転しているが、施工不良によるミスアライメントや熱変形による軸曲がり、あるいは
オイルウィップやアンバランスなどによる異常振動が原因でラビング（接触）が発生し、
損傷に至ることがある。このラビング現象を軽微な段階で検出することで、すべり軸受
の損傷を未然に防ぐことができる。従来のすべり軸受の診断技術には、渦電流型センサ
による軸振動や圧電型加速度センサによる軸受箱振動によるモニタリング方法がある
が、いずれも異常が進展した段階でしか検出できず、軽微なラビングを検出することは
困難であった。また、AE（Acoustic Emission）法によるすべり軸受の摩耗損傷検出の研
究(1)(2)がなされているが、AE センサでは低周波数の振動をとらえることができないため、
アンバランスやオイルウィップなどのラビングの原因となる可能性のある異常振動を
検出することができない。よって、回転機器の状態監視を行うにはより広い周波数領域
を監視する必要があるため、センサやアンプ、フィルタなどの測定系が 2 系列必要にな
ってしまうというデメリットがある。 
筆者らは軽微なラビング状態において発生する振動の特性を把握する目的で、人為的
に軽微なラビング状態を発生させる試験を行った。この試験により、軽微なラビングの
状態では加速度波形振幅の変化は小さく、振動加速度レベルの上昇幅が非常に低いこと
を確認した。また、軽微なラビング時におけるスペクトルにて、すべり軸受と軸受台や
球面受部を含めた固有振動数のまわりに回転周波数の規則性をもった側帯波が明確に
発生することを見出した。これは、軽微なラビング状態で発生する加速度波形が振幅変
調を受ける程度は小さいものの、周波数変調を受ける程度は大きいためである。この加
速度スペクトルに発生する回転周波数の規則性をもった側帯波は、軸の偏心により接触
圧力の強弱が 1回転に 1回発生することに起因して周波数変調が発生するためであると
考えた。逆に、軸偏心量が極めて小さい場合は、ラビング時にも側帯波は発生しないこ
とになる。そこで、旋盤を用いた軸偏心量が極力少ない状態での接触試験を行い、上記
の側帯波の発生がないことを確認し、この推論を検証した。また、この周波数変調の検
出方法として、ケプストラム解析法(3)(4)(5)(6)が有効であることを実証した。ラビングが発
生すると回転周期のケフレンシーのピークが発生し、ラビング程度にあわせてこのケフ
レンシーのレベルが上昇することを確認した。このレベルをモニタリングすることです
べり軸受のラビング異常の早期検出が可能であり、劣化状態をモニタリングできる。 
さらに、筆者らはケプストラム解析で得られる回転周期ケフレンシーのピークレベル
に着目したモニタリング装置を開発し、現場での重要回転機器の状態監視を実施してい
る。定期修理後における試運転時にて軽微なラビング現象が検出できれば、施工不良の
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修正や更油、油温の適正化などのメンテナンス対応により焼き付きトラブルへの進展を
未然に防げるという効果があり、安定化運転や定期修理周期の延長に寄与できる。また、
このモニタリング機能を搭載した装置による実施例として、大型船舶のエンジンにおけ
る主軸受のラビングの検出例を紹介する。 
 
5.1 すべり軸受ラビング試験 
すべり軸受と主軸との間の隙間を人為的に徐々に狭めて、軽微な接触状態（ラビング
状態）を作り、この時の振動の変化を観察した。 
5.1.1 試験装置及び試験方法 
 図 5.1 に実験装置の外観写真を示す。供試軸受（軸径 100mm,幅 100mm,材質ホワイト
メタル WJ2）の両端を転がり軸受で支持し、モータからＶベルトを介して主軸を駆動す
る。 
供試軸受
Ｖベルト
プーリ
モータ（1.5kW）
転がり軸受
  
図 5.1 実験装置外観 
軸受ケーシングの両端に取り付けたダイヤルゲージにより主軸と供試軸受の距離（ギ
ャップ）B を計測することで軸受との接触状態を確認した（図 5.2 参照）。トータルギ
ャップ A+B は 0.3mm であるので、中央値 0.15mm（非接触状態）から 0mm（接触状態）
の間で供試軸受ケーシングを押しボルトで移動させ、ラビング状態を変化させた。試験
回転数は 1200rpm，1800rpm，2800rpm にて実施した。供試軸受ケーシング部に圧電型
加速度センサ（剪断型，センサ共振周波数 47kHz，電荷感度 1.134pc/m2，静電容量 930pF，
ケーブル静電容量 150pF）をねじ込み、温度計を供試軸受内部へ設置して計測した。 
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図 5.2 供試軸受部模式図（上から見た図） 
5.1.2 試験結果 
(1)加速度レベル 
図 5.3 に周波数範囲 1k～10kHz における加速度 O/A 値(G)とギャップの関係を示す。 
回転数 1200rpm と 1800rpm においては、ギャップ 0.01mm から加速度 O/A 値が若干の
上昇傾向を示している。この時点にて、軽微なラビングが発生しているものと考えられ
る。しかし、その変化量は非常に小さく 0.02G 程度である。回転数 2800rpm ではギャッ
プ 0.04mm から上昇している。これは主軸の回転数が上昇したことにより、軸の振れ量
が大きくなったことで接触し始めるギャップが大きくなっているものと考えられる。
2800rpm 時も加速度値の変化量は約 0.03G と非常に小さい。この程度の差異では、現場
における状態監視を行うことは困難である。 
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図 5.3 ギャップと加速度 O/A 値の関係 
 (2)加速度波形 
図 5.4 に回転数 1200rpm における加速度波形を示す。ギャップ 0mm 時では振幅変調
を受けており、明らかな差異が見られるが、ギャップ 0.01mm 時では非接触時と大差は
見られていない。 
波形の形状を数値化して比較するために式(5.1)による歪度 β１、式(5.2)による尖度 β２
およびピーク値を O/A 値で除した波高率といった無次元パラメータ値を求めた。 


 rmsxdxxpxx 331 /)()(   ・・・・・・(5.1) 


 rmsxdxxpxx 442 /)()(   ・・・・・・(5.2) 
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図 5.4 振動加速度波形比較（1200rpm） 
図 5.5 に回転数 1200rpm における無次元パラメータ値の比較を示す。ラビング発生時
のギャップ 0ｍｍ時では尖度や波高率は高くなっているが、軽微なラビング状態ではほ
とんど非接触時と変化がない。歪度はラビング時でも大きな変化が見られない。 
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 図 5.5 回転数 1200rpm における無次元パラメータ値比較 
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 (3)加速度スペクトル 
 回転数 1200rpm における加速度スペクトルを図 5.6 に示す。非接触状態であるギャッ
プ 0.15mm と 0.03mm を含めて軽微なラビング状態の 0.01mm、とラビング状態の 0mm
の全てで 4kHz の周波数成分が発生している。これは、ラビングとは関係ない試験機が
保有している成分である。それに対し、ラビングが発生しているギャップ 0.01mm と
0mm だけは 2.9kHz の発生が見られる。さらに、約 2kHz～6kHz にてスペクトルの上昇
が見られることがわかる。 
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図 5.6 回転数 1200rpm における加速度スペクトル 
 ズーム機能により 2.9 kHz 近傍を拡大したスペクトルを図 5.7 に示す。非接触状態で
あるギャップ 0.15mm や 0.03mm では見られていないが、ギャップ 0.01mm の軽微な状
態でもラビングが発生すると約 2.5kHz～3.0kHz において主軸の回転周波数の規則性を
もった側帯波が明確に発生していることがわかる。ラビングが発生した時の特徴であ
る。つまり、加速度の振幅レベルや波形には大きな差異は見られていないが、軽微な状
態でもラビングが発生するとスペクトルに回転周波数間隔の側帯波が発生するという
明確な差異が現れる。これは、主軸が回転周波数により振動しているので、接触が発生
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した場合に主軸とすべり軸受の間の接触圧が強い時と弱い時が 1 回転に 1 回発生する。
つまり、加速度波形が回転周波数による周波数変調を受けていると考えられる。従来の
加速度振幅の変化に着目した異常検出法と異なり、周波数変調に着目することで、軽微
なラビング状態でも異常の検出が可能となると考えられる。 
 
図 5.7 2.8kHz 近傍のズーミングスペクトル（1200rpm） 
 
5.2 ラビング現象と発生周波数の確認 
ラビング時にレベルの上昇、および側帯波の発生が見られる周波数帯域が大きさの異
なる対象物でも同じ帯域で発生するのか否かを確認するために、前節の試験におけるラ
ビング現象を別の試験機にて再現させ、確認試験を行った。図 5.8 に示すように、試験
装置は旋盤を用いて回転させており、片側の支持部を緩めて軸の振れを 5/100mm に設
定している。供試軸受には、前節の軸受の 1/4 周に切断したもの（軸受径 100mm、幅
80mm）を使用した。 
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供試軸受
 
図 5.8 旋盤によるメタルラビング試験装置 
荷重はてこの要領で下部から作用させ、回転数は 1250rpm で実施した。メタル材質は
前節試験と同じホワイトメタル WJ2 を使用している。図 5.9 に、この試験時の非接触時
（上段）とラビング時（下段）の加速度スペクトルの比較を示す。前節の試験時と同様
に約 2～6kHz の周波数範囲のスペクトルの発生が見られるものの、非接触時とラビン
グ時に大きな差異は見られていない。また、レベルの変化は少ないものの、ラビング時
には 2.0kHz と約 10～15kHz の高周波数の範囲でスペクトルの上昇が見られている。 
G
G
10kHz～15kHz
Frequency
Frequency
Ac
cc
el
er
at
io
n
Ac
cc
el
er
at
io
n 2kHz
非接触時
ラビング時
 
図 5.9 ラビング時と非接触時の加速度スペクトル比較 
 ラビング時におけるスペクトルにおいてズーム機能により 2kHz 近傍のスペクトルを
拡大したものを図 5.10 に示す。この近傍のスペクトルの発生はランダムであり、回転
周波数の規則性をもった側帯波の発生は見られていない。 
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図 5.10 2.0kHz 近傍のズーミングスペクトル（軸振れ 5/100mm） 
 一方、図 5.11 に示すように 9.1kHz～11.1kHz のスペクトルを拡大すると、図 5.7 と同
様の回転周波数 20Hz 間隔での側帯波が発生していることが確認された。つまり、ラビ
ング試験にて 2.8kHz 近傍で発生した側帯波の発生と同じ現象は、旋盤試験では 10kHz
近傍で発生していることがわかる。 
対象物の大きさによって発生周波数が異なっていることから、この発生周波数は軸と
すべり軸受における金属間の接触音などではなく、軸とすべり軸受の接触によりすべり
軸受部の固有振動数が発生しているものと推測される。ここで、各試験状態のメタル及
び球面受部や軸受台を加味した固有振動数を有限要素法で計算し確認したところ、図
5.1 の実験装置におけるすべり軸受部の固有振動数の 3 次モードが 2.63kHz、4 次モード
が 3.4kHzであり、図 5.8の実験装置のすべり軸受部の固有振動数の 1次モードが 12.5kHz、
2 次モードが 13.1kHz であり、それぞれの発生周波数と近いことがわかった。 
つまり、軸とすべり軸受の接触により発生する周波数はすべり軸受部の固有振動数で
あり、軸の偏心により接触圧力が 1 回転に 1 回の強弱が発生することで、この固有振動
数が周波数変調を受けることで回転周波数の規則性を持った側帯波が発生することに
なる。 
回転周波数
回転周波数
 
図 5.11 10kHz 近傍のズーミングスペクトル（軸振れ 5/100mm） 
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 図 5.12 にラビング試験の場合のすべり軸受と球面受部、図 5.13 に旋盤試験の場合の
1/4 に切断したすべり軸受と軸受台についての有限要素法による解析結果を示す。これ
は振動による変形を実際の 10 倍に強調した形で示している。 
3rd Mode：2630Hz 4th Mode：3400Hz
 
図 5.12 ラビング試験における球面受部の固有振動数計算結果 
1st Mode：12.5kHz 2nd Mode：13.1kHz
 
図 5.13 旋盤試験における軸受台の固有振動数計算結果 
 
5.3 ラビング現象と周波数変調 
一般に、回転軸とすべり軸受が接触しラビング現象が発生すると、加速度波形は振幅
変調と周波数変調を受ける。しかし、軽微なラビング状態では図 5.3 に示したように振
幅レベルの変化は 0.02～0.03G 程度と僅かであり、現場での振動モニタリングによる検
知は困難である。また、図 5.4 に示すように、尖度や歪度、波高率といった無次元パラ
メータの変化が少ないことからも、軽微なラビングが発生しても加速度波形の形状も変
化が少ないことがわかった。つまり、軽微なラビング発生時の振幅変調の影響は極めて
少ないと考えられる。 
一方、図 5.7 に示すように軽微なラビングが発生した場合でも、回転周波数間隔で規
則的にスペクトルが明確に発生している。これは周波数変調の影響を大きく受けている
ものと推測される。これを振幅変調と周波数変調の両面から検証する。振幅変調と周波
数変調の式を用いてそれぞれの場合の波形とスペクトルを作成し比較した。まず、振幅
変調波形の式(5.3)を用いて、ラビング試験における回転数 1200rpm の軽微なラビング時
（ギャップ 0.01mm）を想定して、搬送波周波数 fc20Hz、信号波周波数 fs2.8kHz、変調度
（Vsm/Ｖcm）=3.0 の条件で振幅変調信号波形 Vamを作成した。この時の波形とスペクトル
を図 5.14、図 5.15 に示す。 
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ここで、Vcm：搬送波片振幅、Vsm：信号波片振幅 
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図 5.14 振幅変調波形 
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図 5.15 振幅変調スペクトル 
図 5.15 に示すように、振幅変調を受けた波形のスペクトルでは、信号波の周波数
2.8kHz の周りに搬送波周波数±20Hz の側帯波が１個ずつ発生する。 
一方、周波数変調の式(5.4)を用いて周波数変調信号 Vfm を作成した。この時の波形と
スペクトルを図 5.16、図 5.17 に示す。 
  tfmtfVV sccmfm  2sin2sin   ・・・・・・(5.4) 
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図 5.16 周波数変調波形 
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図 5.17 周波数変調スペクトル 
図 5.17 に示すように、周波数変調を受けたスペクトルでは信号周波数の周りに複数の
搬送波周波数の側帯波が発生する。これは、図 5.7 に示す軽微なラビング状態の側帯波
の発生状況とこの周波数変調を受けた場合の側帯波の発生パターンに酷似しており、軽
微なラビング時には振幅変調の影響は少ないものの、周波数変調の影響を明確に受けて
いると考えられる。 
この周波数変調の発生メカニズムは、軸の偏心により軸とすべり軸受の接触圧力が１
回転に１回強弱が発生することで、周波数変調が発生するものと考えた。また、逆に軸
の偏心量が極めて少ない場合は接触しても周波数変調は発生しないはずである。つま
り、側帯波が発生しないはずである。この軸振れがほとんど無い場合のラビングを想定
して、図 5.8 に示した旋盤にて軸を削り出した状態で、軸の振れがほとんどない状態
（1/100mm 以下）を作成した。この状態でホワイトメタル試験片を接触させる試験を実
施して確認した。 
この時の 10kHz 近傍の周波数を拡大したスペクトルを図 5.18 に示す。5/100mm の軸
振れがあった図 5.11 と異なり、軸振れ 1/100mm 以下の場合は、側帯波の発生が見られ
ていない。 
つまり、ラビングが発生すると、回転軸の偏心に起因した１回転に１回の押し付け圧
の強弱により周波数変調が発生し、それにより側帯波が発生しているものと考えられ
る。 
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図 5.18 軸振れ 1/100mm 以下時の 10kHz 近傍のズーミングスペクトル 
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5.4 ケプストラムによるラビング解析 
前節までにおいて、軽微なラビング現象が発生するとすべり軸受部の部材の固有振動
数が励起されるとともに、回転軸の偏心による接触圧の強弱による周波数変調が発生す
ることで、その周辺に回転周波数間隔の側帯波が明確に発生することを見出した。また、
このラビング現象において軽微な状態では加速度振幅の変化量は非常に低く、現場での
モニタリングには困難であることも確認した。 
この周波数変調によるスペクトルの規則性を解析する方法として、ケプストラム解析
法を適用した。 
 ケプストラムとは、スペクトルの規則性を解析する手法であり、加速度波形をフーリ
エ変換して得られたパワースペクトルについてその値の対数をとり、さらに逆フーリエ
変換したものである。時間軸波形をフーリエ変換して得られたスペクトルは周波数軸と
なるが、これをさらに逆フーリエ変化して得られたケプストラムは時間の尺度に戻る。
しかし、これは信号の時間領域という意味ではないので、ケフレンシーという変数を用
いる。つまり、フーリエ変換を Φ(・)と定義すると、信号 f(t)のパワースペクトル Fxx（f）
は式(5.5)で、パワーケプストラム Cp(τ)は、式(5.6)でそれぞれ与えられる。 
 2)()( tffF XXX     ・・・・・・(5.5) 
  
 )(log)( 1 fFC XXp   ・・・・・(5.6) 
図 5.19 に図 5.16 の加速度波形をケプストラム解析した結果を示す。図 5.17 の加速度
スペクトルにあらわれていた 20Hz の規則性が、図 5.19 のケプストラムにおいて明確に
あらわれている。0.05s（=1/20Hz）周期のケフレンシー及びその高次成分のケフレンシ
ーが発生している。この回転周期のケフレンシーのレベルに着目することでラビングに
より発生する周波数変調状態をモニタリングすることができる。 
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図 5.19 周波数変調波形のケプストラム 
すべり軸受ラビング試験で得られた加速度波形（図 5.4）の周波数範囲 1～5kHz にお
ける加速度波形をケプストラム解析した結果を図 5.20 に示す。 
図 5.19 と同じく、軽微なラビング時（ギャップ 0.01mm）及びラビング時（ギャップ
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0mm）において明確に回転周期ケフレンシーにおけるピークの発生が確認できている。
これは、図 5.7 に示す軽微なラビング時に発生している側帯波が、回転周波数の規則性
を持っていることを示している。 
図 5.21 に各回転数における回転周期を示すケフレンシーのレベルとギャップの関係
を示す。各回転数とも軽微なラビング状態でも明確に非接触時との差異が見られてい
る。 
このケフレンシーのレベルに着目することで軽微な状態からラビングを評価すること
ができる。 
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図 5.20 1～5kHz におけるケプストラム解析結果 
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図 5.21 回転周期ケフレンシーのケプストラムレベル比較（1kHz～5kHz） 
 また、旋盤による試験で得られた加速度波形のケプストラム解析結果により、側帯波
の発生の状態を確認する。側帯波の発生が見られなかった周波数帯域 1kHz～5kHz のケ
プストラムを図 5.22 に、回転周波数の側帯波が発生した周波数帯域 10kHz～20kHz のケ
プストラムを図 5.23 に示す。周波数 1kHz～5kHz 領域では、回転周期のケフレンシーに
おけるピークの発生は見られていないが、周波数 10kHz～20kHz 領域ではラビング試験
時と同様、ラビングの発生を示す回転周期ケフレンシーのピークが明確に発生している。 
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図 5.22 1kHz～5kHz におけるケプストラム（軸振れ 5/100mm） 
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図 5.23 10kHz～20kHz におけるケプストラム（軸振れ 5/100mm） 
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 さらに、回転軸の偏心量が 1/100mm 以下と軸の振れがほとんどない状態でラビング
発生させた時（図 5.18 のスペクトルの状態）のケプストラムを図 5.24 に示す。 
 偏心がない回転軸では、回転周期のケフレンシーにおいてピークの発生が見られて
なく、周波数変調が発生していないことがわかる。 
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図 5.24 軸振れ 1/100mm 以下時の 10kHz～20kHz におけるケプストラム 
すべり軸受と回転軸におけるラビングの発生により、回転軸の偏心により接触に強弱
が発生することで周波数変調が発生し、回転周波数による側帯波が発生すると考えられ
る。したがって、理論的に偏心がなく、軸心が動かない状況を想定した場合には、接触
しても回転周期のケフレンシーにピークが発生しない。この場合、ケプストラム解析に
おいても異常検出はできない。しかし、すべり軸受は油膜で支持されている構造であり、
接触すれば必ず軸心は動くので、現実的には上記のような状況はあり得ない。つまり、
ケプストラム解析によって軽微なラビングを早期に検出可能であると考える。 
 以上の各パラメータ値についての正常状態の値に対するラビング状態の値の比（S/N
比）による比較を図 5.25 に示す。この中で、ケプストラム解析による回転周期ケフレ
ンシーのレベルの比率が特筆して高いことがわかり、軽微なラビング状態を感度良くと
らえることができる。つまり、すべり軸受のラビング現象を早期に検出することができ
ると言える。 
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図 5.25 各パラメータ値の比較(1200rpm) 
 - 100 -
5.5 ケプストラム解析による異常検出試験 
5.5.1 すべり軸受片当たり試験 
図 5.1 の試験装置の下部に荷重付加装置を製作し、すべり軸受に荷重を掛けて片当た
り状態を発生させ、この時のケプストラム解析における回転周期ケフレンシーのレベル
と加速度 O/A 値、軸受内部温度のトレンドの比較を行った。ラビング試験で行った軽
微なラビングを発生させるだけでなく、さらに接触圧力を強めて片当たりを発生させ
て、すべり軸受の表面に軽度の損傷を発生させる過程での計測を行った。 
その結果を図 5.26 に示す。横軸に荷重、縦軸に非接触状態（ギャップ 0.15mm）の時の
値と比較した倍率を示す。 
非接触の状態から荷重を徐々に増やし、軽微なラビングを発生させた後、0.5kN、1kN、
2.5kN と荷重を増やしていった。荷重の増加にともなって、ケフレンシーのレベルは大
きく上昇しているが、加速度 O/A 値や軸受内部温度の上昇幅は極めて低く、これらで
は異常検出は困難であると言える。 
 これよりケプストラム解析は初期ラビングの検出感度が高く、従来のオンライン監視
を行っている加速度 O/A 値や軸受温度がほとんど変化していない段階においても明確
に異常を検出できていることがわかった。また、ラビングの程度に伴い、回転周期のケ
フレンシーのレベルが上昇しており、このレベルを監視することで損傷程度をモニタリ
ングできる。片当たり試験後のすべり軸受の写真を図 5.27 に示す。非常に軽微な接触
痕が確認された。 
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図 5.26 片当たり試験結果（回転数：1800rpm） 
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接触
 
図 5.27 片当たり試験後のすべり軸受写真 
5.5.2 ラビング状態と回転周期ケフレンシーレベルの関係 
ラビング状態を変化させた場合の回転周期ケフレンシーレベルの変化を確認する試
験を行った。図 5.28 は、回転数 2800rpm にてギャップを変化させた時の回転周期のケ
フレンシーのピークレベルの経時変化を示した図であり、図 5.28 中の①～④における
各ケプストラム結果を図 5.29 に示す。 
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図 5.28 回転周期ケフレンシーレベルのトレンド 
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図 5.29 ケプストラム解析結果 
ギャップ 0.02mm の時点で僅かな回転周期のケフレンシーのピークが発生した（図
5.29 中の①）。さらに、この状態からギャップを徐々に狭めていき、ギャップ 0.01mm
に達したときにケフレンシーのピークレベルが急上昇を示した（図 5.29 中の②）。この
状態を保持していると、ケフレンシーのピークレベルは急激に低下してしまった。これ
は、接触部分のホワイトメタルが主軸との接触により磨耗し、潤滑油が発生したクリア
ランスへ入り込んだことで低下したものと推察される。その後、さらにギャップを狭め
ギャップ 0mm とすると、回転周期ケフレンシーのピークレベルは急上昇し、ギャップ
0.01mm の時よりも高い値を示した（図 5.29 中の③）。その後、再度磨耗によると考え
られるケフレンシーピークのレベルの低下が若干見られたが、ラビング状態を示すケフ
レンシーのピークが発生している。その後、急激にギャップを 0.15mm（メタルクリア
ランスの中央位置）に大きくして、非接触状態とした。この時は回転周期のケフレンシ
 - 103 -
ーにおけるピークは消失している（図 5.29 中の④）。 
このように、接触状態に伴って回転周期ケフレンシーのピークレベルが変化してお
り、ラビング状態を良くあらわしているといえる。 
 
5.6 ケプストラム解析法による実施例 
5.6.1 すべり軸受オンラインモニタリング装置 
 ケプストラム解析機能と回転周期ケフレンシーレベルのトレンド機能を搭載したす
べり軸受状態オンラインモニタリング装置を開発した（図 5.30）。 
これは可搬型のコンパクトな装置であり、状態監視を行いたい期間だけの連続監視を
行うこともできる。例えば、重要設備に対して定期修理後の試運転時や起動から安定運
転に入るまでの間、あるいは重要設備にて異常兆候が見られた時などにおいてある期間
だけ連続監視してすべり軸受の状態を監視したいといった場合のオンライン計測を行
うことができる。図 5.31 に診断フローチャートを示す。振動加速度センサから得られ
た信号をケプストラム解析して、ラビング時にあらわれる回転周期ケフレンシーのピー
ク値を検出する。このピーク値の経時変化を表示し、予め設定されたしきい値を超える
とアラームを出力する。 
Monitor screen
The monitoring equipmentモニタリング装置
モニタリング画面 回転周期ケフレンシーレベルのトレンド
ケプストラム
 
図 5.30 すべり軸受オンラインモニタリング装置 
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Lc≦Ls
回転周期ケフレンシー
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図 5.31 診断フローチャート 
また、対応できるように回転軸からフォトプローブで検出した回転数から回転周期を自
動計算して、ラビング時に発生する回転周期のケフレンシーのレベルをモニタリングする
機能を搭載しており、可変速設備にも対応できる。 
5.6.2 実機（大型船舶エンジン）における実施例 
 大型船舶のディーゼルエンジンの試運転時において、主軸受のラビングを検出した事
例を紹介する。 
 新品のディーゼルエンジンの性能評価試験時に、前節の計測装置を用いて主軸受のラ
ビング発生状況をモニタリングした。振動加速度センサをケーシング内部の軸受ハウジ
ングとケーシング外部の 2 箇所に設置した。ケーシング内部の結果を図 5.32 に示す。 
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図 5.32 大型船舶エンジン主メタルのケプストラム解析結果 
（回転数 75～85rpm, ケーシング内部) 
 上段は、回転数を 75rpm から 85rpm に増速していく段階における回転周期ケフレン
シーのピークレベルのトレンドである。途中から上昇傾向を示している。カーソル位置
（回転数 84.8rpm）のケプストラムを下段に示す。回転周期に相当する時間のケフレンシ
ーのピークが明確に発生しており、ラビングの発生が想定される。 
また、同じ条件においてケーシング外部に設置したセンサのケプストラム解析結果を
図 5.33 に示す。 
 
図 5.33 大型船舶エンジン主メタルのケプストラム解析結果 
（回転数 75～85rpm, ケーシング外部) 
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図 5.34 試験後の開放結果 
ケーシング内部に比べてレベルは低いものの、ケーシング外部でも明確に回転周期ケ
フレンシーのピークレベルが発生している。 
この試験直後に取り外した主軸受の写真を図 5.34 に示す。ラビングの発生による接
触痕が確認された。 
 
5.7 結言 
すべり軸受にラビング現象が発生すると、軽微な状態でも加速度スペクトルにおいて
回転周波数間隔の側帯波が発生することが明らかとなった。これは回転軸の偏心により
接触圧力に強弱が発生することで、加速度波形が 1 回転に 1 回の周波数変調を受けるた
めと考えられる。この周波数変調成分に着目した状態監視方法により、すべり軸受のラ
ビング異常の早期検出が可能となる。 
この解析手法として、ケプストラム解析の適用による状態監視方式を提案した。軽微
なラビングが発生した段階でも、ケプストラムにおいて回転周期のケフレンシーに明確
なピークが発生する。このケフレンシーのピークレベルをモニタリングすることで、す
べり軸受のラビング損傷を早期に検出でき、致命的な損傷に至る前に対策をとることが
できる。 
軽微なラビング状態では、従来の状態監視法である加速度レベルや軸受温度ではほと
んど変化が見られないが、ケプストラム解析では明確に検出できていることを確認し
た。本方式によるオンラインモニタリング装置を製作し、現場での状態監視に活用して
いる。ケプストラム解析を用いたすべり軸受のモニタリング装置として、一般産業用と
大型船舶用の 2 種類を開発している。一般産業用の装置は空気圧縮機や蒸気タービンな
どの高速設備を対象としており、回転数 1,000rpm～30,000rpm の解析を可能としている。
また、大型船舶用ディーゼル機関は低速の可変速設備であるので、大型船舶用の装置は
100rpm 以下の低速回転数領域の解析が行えるようにしている。 
実施例として、大型船舶のディーゼル機関の主軸受において発生した軽度のラビング
を検出した事例を紹介した。 
このように、本診断法は従来異常診断が困難であった軽微なラビング状態を検出で
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き、今回紹介した主軸と滑り軸受のラビングだけでなく、ラビリンス部とのラビングや
羽根とケーシングとの接触などにも適用可能である。今後はフィールドデータを積み重
ね、対象機器の拡大を図るとともに診断基準を確立していく。 
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第６章 すべり軸受における焼付き異常の判定 
 
前章では、焼付きや疲労といった壊滅的な損傷の初期状態である軽微なラビングの段階
で早期に異常兆候を検知できる技術として、振動加速度波形のケプストラム解析法が有効
であることを述べた。回転部と静止部の接触であるラビング現象の発生による振動加速度
波形の周波数変調成分をとらえることで行う。振動レベルやメタル温度の変化がほとんど
あらわれない軽微なラビング現象をも検知でき、異常を早期に検知することが可能となっ
た。施工不良や潤滑不良によるラビングの発生を試運転時などに早期に検知できれば、す
べり軸受を損傷せず交換しないで修正できる。 
運転中にラビング異常が発生した場合は、異常を検知した後当該軸受の異常程度の進行
状況をモニタリングしていく必要があり、いつまで猶予があるかの余寿命診断技術が必要
となる。そのためには現状の損傷状態を評価でき、応急的なメンテナンス対応の効果があ
らわれているのか否か判断できる指標が必要となる。 
現在の状態監視は軸振動やメタル温度によって判断しているが、振動や温度が上昇した
ときにはかなり損傷が激しくなっている段階であり、即時に停止しても軸受交換を計画し
なければならなくなる場合が多い。すべり軸受は蒸気タービンや高圧ポンプ、空気圧縮機
など高速回転の重要機器が多く、ラビング異常の発生を検知した場合、非常に短い時間で
設備を停止するか否かの決断を迫られることになる。つまり、故障に至るまでのリードタ
イムが短いという問題がある。 
本章ではすべり軸受を人為的にラビングさせ、さらに荷重を増やしていき末期的な損傷
である焼付きに至るまでの実験を行う。実験の安全面から固着に至る前の段階で、メタル
温度が 100℃に達した時点で試験を停止する。焼付きに至るまでの過程において、振動加
速度のケプストラム解析法の他、AE 法、潤滑油分析、メタル温度などの各種設備診断技
術による状態監視を行い、その異常検出特性を比較検討した。 
すべり軸受の損傷状態を正確にとらえる指標ができ、明確な判断基準ができれば異常発
生時の対応、判断が正確に行えることとなり、余寿命予測が行えることになる。 
 
6.1 すべり軸受焼付き試験 
 すべり軸受を人為的にラビングさせ、荷重を増やしていき、焼付きに至るまでの試験を
実施し、その経緯を振動、ＡＥ、潤滑油、温度の各状態量による状態監視を行い、それぞ
れの異常検出特性を比較検討した。 
6.1.1 試験装置 
 図 6.1、図 6.2 に試験装置の外観写真を示す。供試軸受（軸径 100mm,幅 100mm,材質ホワ
イトメタル）の両端を転がり軸受で支持し、電動機からカップリングを介して主軸を駆動
する。供試軸受の下部からてこの原理で荷重を加える構造となっている。荷重の計測は供
試軸受ハウジングの下部に設置されているロードセルによって行い、荷重の調整はポリタ
ンクの水量で行う。 
供試軸受が設置されている軸受ハウジングは、4 本の支柱に設置されたリニアガイドに
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よって垂直に移動する構造としている。 
潤滑油は、オイルタンクに貯めてある潤滑油（タービン油#32、無添加）をポンプにて
循環して供給する。タンク内に 2 枚のフィルターを設置して濾過し、ヒーターにて供試メ
タル入口の潤滑油の温度を 40℃一定に保つ様に設定した。タンクへの戻り配管から採油す
る。潤滑油分析に用いる試料油は、タンクへの戻り配管から採油する。 
潤滑油タンク
供試軸受モータ
リニアガイド
荷重用ポリタンク
 
図 6.1 試験装置全体 
温度計
振動加速度センサ
AEセンサ
供試軸受ハウジング
リニアガイド
 
図 6.2 供試軸受部 
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6.1.2 試験方法 
回転数は 1800rpm とし、潤滑油供給量は 10ml/min に設定して実施した。ロードセルの
値を見ながら、0.5kN，1kN，2kN，3kN，5kN，10kN，15kN，20kN，25kN と荷重を段階的
に掛けていき、基本的に各段階は 20 分間保持した後、荷重を上げていく。荷重は最大 30kN
まで掛けられるようにしてある。メタル内部に設置した温度計の値が 100℃を超えたとこ
ろで試験を停止する。採油は各荷重段階の終了時点で行う。 
 供試軸受箱に圧電型振動加速度センサを設置して振動を計測し、メタル温度は駆動側と
反駆動側のメタル内部 2 箇所に熱電対を内部に設置して計測する。供試軸受は水平の状態
では荷重 30kN を掛けても焼き付かないため、若干の傾斜をとるように調整している。水
平状態から反カップリング側（フリー側）のメタル受け下半の合わせ面を 40μm 低下させ
る。ダイヤルゲージ面両側に付けた調整用ボルトにて傾斜させ、固定する。焼付き荷重の
バラツキが小さくなるように、試行錯誤して決めた条件である。 
 AE センサはプリアンプ内蔵型の広帯域センサを用いており、増幅度は 66dB した後にエ
ンベロープ波形をさらに 20dB 増幅させて、トータル 86dB で実施している。 
 
6.2 試験結果 
6.2.1 メタル温度変化と損傷結果 
 2 回の焼付き試験を実施した。その時の荷重の変化に伴うメタル温度と排油温度、室温
の変化を示す。 
(1)試験１ 
回転数、荷重、メタル温度（駆動側，反駆動側）、潤滑油温（排油温度）、室温のトレン
ドデータを図 6.3 に示す。荷重 25kN を掛けてしばらくしてから急激な温度上昇が発生し、
駆動側のメタル温度が 100℃に至ったため試験を停止した。反駆動（フリー）側の温度は
駆動側のような急激な温度上昇傾向を示さなかった。 
試験中は常に駆動側のメタル温度の方が反駆動側よりも高い値を示しており、片当たり
状態となっていたことがわかる。メタル供給温度はメタル入口温度が 40℃となるように設
定しているが、潤滑油温度（排油温度）はメタルの摩擦熱により試験終盤につれて若干の
上昇傾向を示している。 
図 6.4 に試験後の供試メタルの写真を示す。駆動側が焼き付いているのに対し、反駆動
側は接触痕が見られていないことから、予定通りの片当たり状態になっていたと言える。 
 駆動側からメタル長さの約半分程度まで損傷しており、中央は摺動痕にて光沢を持った
損傷状態である。縁の方には、摩耗したホワイトメタルが流動して凝着している部分が見
られる。 
 図 6.5 に損傷部位の断面の電子顕微鏡写真を示す。位置は図 6.4 に示す A 点と B 点の中
央である。“伸し潰された”移着粒子と思われる摩耗粒子が積層状態になっているのが見ら
れる (1)。2 つの固体の凹凸により部分的な接触がおこり、その接触面で応力の大きいとこ
ろが他面へ移着し移着素子ができる。このような運動を繰り返している間に素子同士で結
合し、次第に大きい移着粒子となる。さらに大きく成長した移着粒子は荷重のために伸し
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潰され、扁平な摩耗粒子となる。焼付きは移着成長・脱落過程において形成されるべき摩
耗粉が“伸し潰された”時に摩擦せん断力が凝着部をせん断できず、系外へと脱落できな
いがために生じる現象とされており (2)(3)、この試験結果でも同様な現象が発生していたと
思われる。この挟まれた大型の粒子によって摩擦面に潤滑油の流入が妨げられ、温度上昇
に至ったと推測される。 
 
図 6.3 試験１における荷重と温度の変化 
駆
動
側
フ
リー
側
 
駆動側拡大
 
図 6.4 試験後の供試メタルの状態（試験 1） 
A B 
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メタル健全部
 
図 6.5 損傷部（AB 間中央部）断面の電子顕微鏡写真（試験 1）倍率 500 倍 
(2)試験 2 
図 6.6 に、試験 1 と同様の試験を行った時の回転数、荷重、メタル温度（駆動側，反駆
動側）、潤滑油温（排油温度）、室温のトレンドデータを示す。 
試験 1 と同様、片当たりを発生させているため駆動側メタル温度の方が反駆動側メタル
温度よりも高めで推移している。試験 1 と同様な荷重のかけ方をしており、段階毎にかけ
ていき 20kN の終盤、25kN に上げる直前にメタル温度の急激な上昇が見られ、駆動側が
100℃を超えたため試験を終了した。20kN の前半までは試験 1 とほぼ同じ温度上昇を示し
てきたが、最後の温度の上昇幅は試験 1 の 25ｋN での上昇の 2 倍程度であり、急激な温度
上昇であった。試験 1 と異なり、試験 2 では最終的には反駆動側メタル温度も急上昇して
いる。これはメタルの傾きによる違いと考えられる。試験 2 の方が試験 1 に比べて傾斜が
緩やかであったことが伺える。図 6.7 に試験後の供試メタルの写真を示す。試験 1 同様、
駆動側が焼付いており、片当たり状態となっている。試験 1 よりも損傷の面積がやや大き
めである。つまり、傾きが緩やかであったと言える。 
このようにメタルの設置状態が微妙に違うために、損傷状態も若干の違いが見られる。 
図 6.8 に損傷部位の断面の電子顕微鏡写真を示す。位置は図 6.5 と同様、図 6.6 に示す A
点と B 点の中央である。倍率も同様の 500 倍である。試験 1 の時と異なり、“伸し潰され
た”移着粒子の存在は見られていない。 
損傷状態の違いを定量化するため、表面粗さ計でメタル各点の表面粗さを計測した。 
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図 6.6 試験 2 における荷重と温度の変化 
駆
動
側
フ
リー
側
 
駆動側拡大
 
図 6.7 試験後の供試メタルの状態（試験 2） 
A B 
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メタル健全部
 
図 6.8 接触部の電子顕微鏡写真（試験 2）倍率 500 倍 
6.2.2 メタル損傷面の表面粗さ 
 図 6.4 と図 6.7 の２つの損傷メタルの表面粗さを計測した。計測位置は図 6.9 に示すよう
に中央部の 3 点（A,B,C 点）と A 点から 30°斜めの位置 D 点の 4 点を計測した。C 点は両
方とも損傷していない状態であった。計測結果を図 6.10 に示す。 
 試験１は図 6.4 の写真でもわかるように光沢があり、A,B,D 各点の広い範囲で表面粗さ
が小さい。一方、試験 2 は B 点と D 点は新品メタルと変わらない表面粗さであるが、A 点
のみは試験 1 と同等の小さい表面粗さであった。 
 つまり、試験 1 では最終段階で広範囲で軸との間の油膜が破断し、メタル温度の急上昇
に至ったが、試験 2 では広い範囲では潤滑油を介して摩耗しており、A 点のみが潤滑油が
接触面に入り込まなくなったことで、メタル温度の急上昇が発生したことが伺える。 
フ
リー
側
駆
動
側
5
50
95
A B C
単位：mm
53
30°
D
 
図 6.9 表面粗さ計測位置 
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図 6.10 損傷メタルの表面粗さ 
6.2.3 振動加速度レベルの評価 
 図 6.11 に試験 1 と試験 2 における加速度 O/A 値の比較を示す。それぞれの試験における
荷重変化をあわせて示している。 
試験 1 では 0.5kN を掛けた時点でレベルが上昇しその後荷重 10kN までは若干上昇傾向
は示しているもののレベル変化は顕著ではない。荷重 15kN からは荷重が上昇するのにあ
わせて加速度レベルも段階的に上昇傾向を示し、25kN を掛けた時点から徐々に上昇傾向を
示しはじめ、ついに 11380s 近傍（25kN 途中）から急上昇傾向を示してメタル温度が 100℃
に至り、試験を停止した。しかし、最終段階においても 0.05G 程度とその上昇幅は非常に
低い。また、試験 2 においても試験 1 と同様に荷重 10kN までは顕著なレベル変化を示し
てなく、荷重 15kN から荷重上昇にあわせて段階的に上昇傾向を示すようになっている。
荷重 20kN を掛けてからしばらく加速度レベルに変化は見られなかったが、10800s 近傍か
ら急激な上昇を示し試験 1 よりも早い段階でメタル温度 100℃を超え、試験停止に至って
いる。やはり、試験 1 と同様、最終段階においても 0.06G 程度の僅かな変化しかあらわれ
ていなく、加速度 O/A 値による現場における状態監視での焼付き異常検知は困難であると
考える。 
図 6.12 に加速度 Peak 値の比較を示す。試験 1 と試験 2 のレベル差はほとんど見られず、
試験 1 では最終段階で 0.315G まで上昇しており、試験 2 は試験 1 に比べてやや高めの
0.522G であった。加速度 O/A 値よりも正常時とのレベル差は見られているものの、現場で
の状態監視による焼付き異常の早期検知は困難であると考える。 
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図 6.11 試験 1 と試験 2 の振動加速度 O/A 値比較 
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図 6.12 試験 1 と試験 2 の振動加速度 Peak 値比較 
6.2.4 ケプストラム解析法の評価 
 この回転周期ケフレンシーのケプストラムレベルのトレンドを図 6.13 に示す。 
最初に荷重 500N を掛けた時に 0.5V の高めのケプストラムが発生した後は、20kN まで
やや高めの 0.1～0.2V で推移し 25kN の焼付き発生時に 0.3V に上昇を示している。荷重
15kN 以降では焼付く直前まで低下傾向を示している。試験 1 メタルの損傷状態は広い範囲
で表面粗さが小さくなっており、軸と接触部での密着度合いが大きい状態で強く当たって
いたと思われ、軸との間の摩擦係数が大きい接触状態だったと推測される。したがって、
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摩擦抵抗により軸の回転むらが生じ、周波数変調の規則性が乱れスペクトルの側帯波の規
則性が崩れてきたため、回転周期ケフレンシーの Peak 値が低下したものと推測される。 
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図 6.13 回転周期ケフレンシーのケプストラムレベルのトレンド（試験 1） 
また、図 6.14 に試験 2 における回転周期ケフレンシーのケプストラムレベルのトレンド
を示す。試験 1 と同様、荷重 500N をかけた時に上昇している。その後、3kN で上昇する
まで低い状態で推移している。一過性ではあるが、荷重 3kN の途中でも急激な上昇を示し
ている。この時、何らかの軽い接触があったものと推測される。その後低い状態に戻り 20kN
で焼付きに至るまで、低い状態で推移している。そして、20kN 途中からメタル温度の上昇
と同様、0.5V 近くまで急激な上昇を示して焼付きに至っている。 
温度や加速度と同様、試験 2 の結果において焼付き時に高いレベルを示していることか
ら、異常検知の指標と言えそうだが、試験 1 の結果から見ると、荷重 500N の接触時のレ
ベルに比べて、最終的に焼付いた時の方が低い値となっている。つまり、損傷状態とケプ
ストラムのレベルにかならずしも相関があるとは言えず、回転周期ケフレンシーのケプス
トラムレベル単独では異常診断の指標にはなり難いと考える。 
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図 6.14 回転周期ケフレンシーのケプストラムレベルのトレンド（試験 2） 
図 6.15 に試験 1 と試験 2 の比較を示す。片当たり状態がきつい試験 1 に比べて傾斜が緩
かった試験 2 は低いレベルで推移していることがわかる。試験 1 では局部的な当たりが強
い部分が当初からあり、高いレベルで推移していたものと思われる。一方、傾斜が緩い試
験 2 では摩耗した部分に潤滑油が流入しやすく接触状態が強くなかったと思われる。 
 また、別の試験（試験 3）において、最初の 500N 時の接触信号があった時点で停止し、
メタルの状況を観察した。この時の回転周期ケフレンシーのケプストラムレベルの推移を
図 6.16 に示す。試験 1、2 と同様、このときも荷重 500N を掛けた時点で約 0.3V のケプス
トラムが発生した。 
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図 6.15 回転周期ケフレンシーのケプストラムレベルの比較 
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図 6.16 回転周期ケフレンシーのケプストラムレベル（試験 3） 
 この段階で試験を停止し、メタル面を観察した結果が図 6.17 である。 
 ほんの僅かだが、駆動側の縁に接触痕が見られた。試験 1、2 で見られた荷重 500N での
接触状態はこの程度であると推察される。 
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図 6.17 試験停止時の供試メタルの状態（試験 3） 
ケプストラムは軽微な初期ラビングの検出には優れているものの、焼付き現象について
はメタル温度や加速度値と同様に急激な上昇を示しており、兆候をとらえることはできて
いない。 
6.2.5 AE 法の評価 
 図 6.18 に試験 1 と試験 2 における AE エンベロープピーク値の推移を示す。 
 試験 1 では、荷重 500N と 20kN をかけた直後に一過性の上昇を示すが、その後は低い値
で推移しており、20kN の途中から AE エンベロープピーク値の急上昇が見られ、25kN に
入る前から上昇傾向を示しており 25kN にてさらに上昇し、停止に至っている。 
一方、試験 2 は荷重 3kN、5kN にて AE レベルの増加が見られているが、その後低下し
ている。20kN の終盤でメタル温度と同様に急激な上昇を示し、焼付きに至っている。試験
2 は試験 1 よりも急激な上昇を示しており、上昇し始めてから短い時間で焼き付いている。
ケプストラムでとらえた試験 1 の 500N での接触と思われる信号はとらえているが、試験 2
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の 500N 時は試験 1 時よりも低いピークレベルであった。 
両試験とも、初期の接触と推察されるピーク値レベルより焼付き時のレベルの方が高く、
焼付きに至る過程で上昇傾向を示しており、損傷程度との相関もあると考えられる。 
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図 6.18 AE エンベロープピーク値トレンド比較 
 また、図 6.19 に試験 3 における AE エンベロープピーク値トレンドを示す。AE もケプ
ストラムと同様、軽微なラビングを検知できている。 
 この時の AE 波形のエンベロープ処理後のスペクトルを図 6.20 に示す。回転周波数とそ
の高次成分の発生が見られる。つまり、回転周期の規則性を持った振幅変調が発生してい
ると言える。 
500N
 
図 6.19  試験 3 における AE エンベロープピーク値トレンド 
回転周波数　f r
2f r
 
図 6.20 AE 波形のエンベロープ処理後のスペクトル 
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6.2.6 潤滑油分析法の評価 
 試験 1 においてタンクへの戻り配管から採油した試料（100ml）を HIAC 粒子カウンタに
より計数した粒子量の内、粒径の小さな 4μm～21μm を図 6.21 に示す。 
 各試料は各荷重の 20min 間において 10min 経過後のものである。最終段階の 25kN 時だ
けは荷重をかけてから最初の 10min の試料を 25A、後半の 10min の試料を 25B として表示
している。 
 また、試験 2 の結果を図 6.22 に示す。いずれの試験結果も焼付きに至った最終段階では
じめて上昇傾向を示しており、直前の段階でも変化は見られていない。試験 2 の方が初期
摩耗による粒径 4μm＜の個数が若干多めであるが、傾向としては試験 1 も試験 2 も同じ
であった。 
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図 6.21 粒径 4μm～21μm の粒子数の変化（試験 1） 
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図 6.22 粒径 4μm～21μm の粒子数の変化（試験 2） 
次に、粒径の大きい 21μm を超える粒子数についての試験 1 における結果を図 6.23 に、
試験 2 の結果を図 6.24 に示す。これらも同様に、焼付きに至った最終段階ではじめて上昇
傾向を示しており、直前の段階でも変化は見られていない。試験 1 の最終段階にて試験 2
よりも 21μm＜の粒子数が多めであるが、傾向としては試験 1 も試験 2 も同じであった。 
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図 6.23 粒径 21μm を超える粒子数の変化（試験 1） 
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図 6.24 粒径 21μm を超える粒子数の変化（試験 2） 
  したがって、粒子数による焼付き兆候を検出するのは困難であると考える。 
 試験 1 の SOAP 法による分析結果を表 6.1 に、試験 2 の結果を表 6.2 に示す。 
 いずれも最終段階ではじめて鉛 Pb や錫 Sn が僅かに検出されている程度であり、前段階
までに異常兆候をとらえることはできなかった。 
表 6.1 SOAP 法による分析結果（試験 1） 
鉄 鉛 銅 ｸﾛﾑ ｱﾙﾐﾆｳﾑ ﾆｯｹﾙ 銀 錫 ｹｲ素 ﾎｳ素
ﾅﾄﾘｳ
ﾑ ﾘﾝ 亜鉛
ｶﾙｼｳ
ﾑ
ﾊﾞﾘｳ
ﾑ
ﾏｸﾞﾈ
ｼｳﾑ
ﾓﾘﾌﾞ
ﾃﾞﾝ
Fe Pb Cu Cr Al Ni Ag Sn Si B Na P Zn Ca Ba Mg Mo
0 4 1
0.5 2 1
1 2 1
2 1 2 1
3 2 1
5 1 1
10 1 1
15 1 1
20 1 1
25A 1 1
25B 2 3 1 1
荷重
(kN)
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表 6.2 SOAP 法による分析結果（試験 2） 
鉄 鉛 銅 ｸﾛﾑ ｱﾙﾐﾆｳﾑ ﾆｯｹﾙ 銀 錫 ｹｲ素 ﾎｳ素
ﾅﾄﾘｳ
ﾑ ﾘﾝ 亜鉛
ｶﾙｼｳ
ﾑ
ﾊﾞﾘｳ
ﾑ
ﾏｸﾞﾈ
ｼｳﾑ
ﾓﾘﾌﾞ
ﾃﾞﾝ
Fe Pb Cu Cr Al Ni Ag Sn Si B Na P Zn Ca Ba Mg Mo
0 1 3 1
0.5 1 2 1
1 1 1 1
2 2 1
3 2 1
5 1 1
10 1 1
15 1 1
20A 1 1
20B 3 7 1 1 1
荷重
(kN)
 
 以上より、潤滑油分析法にて今回の 2 つの試験における焼付きの兆候をとらえることは
困難であり、試験 1 と試験 2 の摩耗状態の違いを検知することもできなかった。 
 
6.3 結言 
 ケプストラム解析による回転周期のケフレンシーレベルは、摩耗形態と相関がありそう
であり、摩耗の傾向管理を行う上で重要な因子となりうると考える。 
 焼付きに至るまでの過程を温度、振動、AE で計測し、損傷程度を評価する方式を検討
した。メタル温度は、摩擦による熱を直接検出するので焼付き現象をとらえるが、軽微な
ラビングなどには反応しにくい。振動加速度値も焼付き時には上昇傾向は示すものの、そ
の変化レベルは非常に小さく、現場での状態監視は困難である。 
ケプストラム解析ではラビングの初期状態を検出するには適しているが、メタル損傷程
度との関係に相関がみられず、初期状態のラビング時と焼付き時とのレベルが変わらない、
あるいは逆転していることから、このレベルだけをもって劣化状態を判断するには難しい
と考える。しかし、メタルの摩耗状態を良くとらえることから複合的な判断材料として有
効であると考える。振動加速度のピーク値レベルや AE エンベロープピーク値との組み合
わせにより状態監視に適用可能である。例えば、ラビングの初期段階ではケプストラムが
有効であるが、劣化が進行途中でケプストラムが上昇すると何らかの接触が発生したこと
がわかり、低下傾向を示した時は、加速度ピーク値あるいは AE エンベロープピーク値が
低下していないあるいは上昇傾向を示している場合は末期的な状態で早い時期の停止を計
画し、同様に低下傾向を示しているならば、損傷状態は良好な状態に戻っているのでこの
ままモニタリングを続けると判断できる。これらに対しては、さらなる検討が必要である。 
 振動と AE を組み合わせることで、転がり軸受からすべり軸受まで、超低速回転機械か
ら高速回転機械までの状態監視、診断、寿命予測の精度向上が図られる。筆者らは振動と
AE の複合軸受診断器を開発しており(4)、振動・AE 複合センサ (5)との組み合わせで１つの
センサと診断器での解析を可能とでき、それぞれの特徴を生かした状態監視、診断を図る。 
今後、さらに焼付き試験において焼付き直前の状態から添加剤の投入、油温の変化など
の現場の焼付き回避方法に有効な方法を検討していく。このときに状態監視技術として対
処法の有効性を確認できるツールとしたい。 
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第７章 まとめと今後の展望 
 
7.1 まとめ 
経年劣化が進行する設備を抱え、中国・韓国、東南アジアなどの新規の大規模設備のプ
ラントとの競争をしていかなければならない日本は、現在スクラップアンドビルドできる
ような経済環境下にはなく、ますます厳しい生産環境を強いられることになっている。 
劣化箇所を的確に事前に検出し、効率よく最適な補修を施す。このような効果を出すた
めに、設備診断技術を駆使して状態基準保全 CBM の適用が図られることになる。 
今後、設備診断技術を活用したプロアクティブ保全、プラント資産管理 PAM（Plant Asset 
Management）などの重要性が高まることが予想される。 
 
本論文では、従来困難であった軸受の診断技術に関する問題を解決する研究を述べた。 
従来、異常検知が困難であった低速回転機械の転がり軸受の診断技術や高速回転の重要
回転機器に用いられているすべり軸受のラビング現象を早期に検知する技術を開発した。 
転がり疲労はく離の進展に伴って発生する 100kHz～1MHz の高周波数帯域を用い、従来
の AE 計測器のように高周波数の AE 波形そのものを用いるのではなく、エンベロープ処理
して低周波数領域のエンベロープ波形信号を用いる診断技術であり、低速回転数領域に活
用するため、増幅方式や雑音除去方式、回転数を考慮した判定法などを用いた技術である。 
AE は低速回転軸受だけに限らず、一般的な回転数においても活用できるが、振動診断技
術ほど現場において活用されていない。それは、以下のような要因によるものと考える。 
① 高周波数であるため計測には接触媒質塗布する必要があり、振動に比べて簡便性に欠
ける。 
② 高感度ではあるが、外部ノイズの影響を受けやすい。 
③ 高周波数であるため、機械の構造上シール部などを介しては計測できない。 
④ センサを設置する箇所は、塗膜の除去や表面処理をする必要があり、設置面の影響を
受けやすい。オフラインの場合同じ感度で計測するためには、注意が必要である。 
⑤ 狭帯域センサはもとより、広帯域センサにおいても周波数特性は、振動センサほどフ
ラットでなくセンサ毎のバラツキが出やすい。 
⑥ き裂進展時には感度良く検出できるが、進展が停止した際には検出感度が劣る。 
⑦ 機器毎、機械要素毎などの診断基準が確立されていない。 
などの要因により一部の専門技術者や研究関係者しか活用されていない。しかし、AE に
は振動にない高感度という大きな利点がある。 
今回の低速転がり軸受診断への活用もその一つである。今後、これらの諸問題を解決し、
現場で広く AE 法を活用されるように取り組んでいきたい。 
AE も ISO18436 の規格として、国際的に資格認証も進みつつあり、今後日本も現場での
活用を広げていく必要があると考える。 
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また、高速回転の重要回転機器に使用される機械要素であるすべり軸受は、焼付きや疲
労といった壊滅的な異常が発生すると設備停止をせざるを得なくなる。これらの異常の初
期段階はラビング異常である。軽微なラビングが発生した段階で、早期に検知できればメ
ンテナンス上、大きな効果を生むことができる。定期修理後の試運転時に軽微なラビング
を検出できたら、メタルを損傷せずに修正することができる。現状は、温度や軸振動計な
どによる管理を行っているが、試運転時に施工不良を検出した時は軸受損傷により交換を
余儀なくされる。また、運転中のラビング発生時には末期的な状態で検出されるため、短
時間で設備停止か否かの重要な決断を迫られる。しかし、早期に検知できれば、余裕を持
ったメンテナンス対応が可能となる。軽微なラビング発生の状態において、振動値の変化
や温度の変化はほとんど見られないが、振動加速度波形が明確に周波数変調を受けること
を明らかにした。この現象をとらえる方法としてケプストラム解析を活用した。 
これらの技術は、既にフィールドで活用され効果を生み出してきている。 
これにより、低速から高速まで、すべり軸受と転がり軸受という軸受すべての診断を可
能にした。筆者らは、振動（ケプストラム解析）と AE の両方を 1台で解析できる装置を開
発した。振動と AE をコラボレーションさせることで、さらなる診断対象の拡大、診断精度
の向上を図る。 
 
7.2 設備診断技術の今後の展望 
 設備診断技術は、計測技術、信号処理技術、診断技術、寿命予測技術から成る。 
 各技術の観点から、今後の設備診断技術の研究開発の展望を述べる。 
7.2.1 計測技術と信号処理技術 
 本論文でも、軸受診断技術に関して振動法や AE 法による診断、光透過法による潤滑油診
断などを紹介した。 
 これらは、これまで装置産業型プラントにおける異常の早期検知というニーズの観点か
ら研究開発が進められてきた。しかし、最近では、加工組立型プラントでのニーズから生
産設備に多数の小型軸受やボールねじ、リニアガイドなどの機械要素の診断、あるいはロ
ボットなどの稼働物の診断が求められてきている。 
これに対し、設備個々ではなく、非接触でエリア単位で複数の設備を状態監視すること
や無線技術の活用などが求められている。 
 １つは音響診断技術であり、非接触による音響にウェーブレット変換を用いて転がり軸
受の異常検知(1)を行っており、暗騒音のある環境で対象設備から出る音の中から異音成分の
みを分離･抽出する逆フィルタ利用異常信号分離抽出法による精度向上を図っている(2)(3)。 
また、線形自己回帰モデルを用い研削加工時に発生する研削音から砥石摩耗の診断を行い,
音響による高精度診断の可能性を確認している(4)。 
 ２つめはモータ電流兆候解析 MCSA（Motor Current Signature Analysis）であり、運
転中のモータ電流波形をフーリエ変換して、異常診断を行う。 
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 以下の方法にて分類されている。 
(1) 波形歪み解析（高調波解析）：電源品質監視に適用 
(2) 波形脈動解析（側波帯解析）：電動機および負荷系統の解析に適用 
(3) 過渡電流値のパターン解析：起動電流、遮断電流、運転電流値の解析に適用 
 波形脈動解析の MCSA は、クランプ電流計によって電源ケーブルから運転中のモータ電
流の波形を計測し、FFT 解析結果から側帯波に着目して解析する技術であり、当初原子力
プラントの安全系に用いる電動弁のモニタリング手法として開発されたが、その後、真空
ポンプや水ポンプ、空気ブロワなどへ応用範囲を広げている(5)。図7.1に解析結果例を示す。 
 この技術は直接設備にセンサを設置できない場合などにおいて有効であり、遠隔から電
源ケーブルにて計測できるというメリットを持つ。 
 
図 7.1 モータに静的偏芯が発生した時のモータ電流スペクトル(6) 
7.2.2 診断技術 
 設備診断技術の現場への適用においての課題は、多くの計測データから異常兆候あるい
は原因をいかに精度良く診断できるかである。このためには、経験豊富な診断技術者が必
要となってくる。 
 筆者らは、専門技術者がいないような場合でもインターネットにより、遠隔地から診断
レポートを得られる“Web 型遠隔自動振動診断システム”を開発した（図 7.2）。 
インターネットを介して複数の顧客へ瞬時に振動診断報告書を提供するサービスである。 
迅速に振動データからの一次判断を入手できることになり、安定操業に寄与できる。 
 - 129 -
サーバー（診断ロジック）
契約顧客A
簡易診断器
インターネット
診断書
測定データ
契約顧客B
契約顧客C
測定データ
測定データ
診断書
診断書
簡易診断器
簡易診断器
 
図 7.2  Web 型遠隔自動振動診断システム 
 サーバーに診断ロジックを搭載した自動診断システムがあり、顧客はどこからでも振動
データをサーバーに送れば、自動で診断報告書を入手できる。診断技術者を独自で育成す
るには時間と費用がかかるため、安価に効率よく設備診断技術による効果を出せるメリッ
トがある。契約顧客は世界中どこでもアクセスできるので、海外でも診断報告書を入手で
きる。 
7.2.3 寿命予測技術 
 転がり軸受の寿命予測については、荷重パラメータ、汚染度係数、粘度比による関数で
ある寿命補正係数による寿命式による方法(7）や予測式を仮定し予測式を線形 1 次式に変換
して予測を行う方法や過去の統計的性質を ARIMA モデル（自己回帰和分移動平均モデル）
により表現して予測を行う方法がある(8)。 
本論文では、振動値の上昇カーブを用いて予測する方法に加え、転がり軸受の劣化の進
展により発生する振動や AE の周波数が低下するという現象を用いた方法により寿命予測
精度を向上させる方式を提案する。 
 事例ベースではあるが、転がり軸受異常の発生において様々な周波数の発生が見られて
いる。これらを整理して異常により発生する振動の発生周波数に着目すると、異常の程度
が進行するにつれて、低い周波数の振動成分が上昇していく傾向を見出した(9)。 
 図 7.3 に各周波数帯域の劣化カーブの比較を示す。これは、筆者らが過去の現場での転が
り軸受の損傷事例を発生周波数帯域毎にまとめたものである。 
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図 7.3 各周波数帯域の劣化カーブの比較(9) 
図 7.3 に示す縦軸は、正常状態の平均値（ベースライン）と上昇傾向を示す異常値との比
をとっている。横軸には変化点（上昇傾向を始めた時間）からの経過時間を示す。 
第 3章で述べたように小さなきずからも検出できる 10kHz～30kHzの高周波数加速度帯域
の振動値が上昇傾向を示すようになってから軸受交換（事例における時期）まで 3 ヶ月～6
ヶ月かかっている。1kHz～10kHz の低域加速度値が上昇し始めてから軸受交換まで、1 ヶ月
～3 ヶ月であり、10Hz～1kHz の速度領域が上昇初めてからは、1、2 週間しか猶予はない。 
このデータベースを参考に、従来の指数近似の振動傾向管理による寿命予測に加えて精
度の高い寿命予測が可能となる。 
第 3 章で述べた AE とも組み合わせるとさらに早い時期からの寿命予測が可能となる。 
これは、AE では内部起点はく離の段階から異常を検知でき、小さいはく離が軌道面に表
出した時点から 10k～30kHz の領域の加速度値が上昇する。これは小さな軸受も大きな軸受
もこの周波数領域の加速度が発生することから固有振動数ではなく、軸受綱の接触する金
属音と考えられる。次にきずが大きくなると励振力も大きくなり、軸受の固有振動数（数
kHz）が励振されるので、1k～10kHz の加速度値が上昇する。さらに、きずが進展すると励
振力は大きくなり、軸受箱を揺らすことになる。よって、振動速度値（10Hz～1kHz）の上
昇が見られるようになる。 
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7.2.4 生産問題に関する診断技術 
 ここまでは、従来の設備診断技術の範疇での技術について述べたが、設備状態量を解析
して診断する技術と広義に解釈すると、図 7.4 に示すような品質診断やエネルギー診断ある
いは設備性能診断という診断技術の範疇が広がると考える。 
 振動や温度などの設備状態量が設備異常との相関で解析して、発生メカニズムを見出し
て原因や対策を立案し、設備の稼働率向上や保安の確保を達成するのが従来の設備診断技
術であるが、設備状態量と製造に関わるプロセス状態量と品質異常との相関を見出して解
析する技術が品質診断である。製造現場では、設備の振動がフィルムのしわの発生に影響
を及ぼすことやロールのチャタリングが鋼板の品質に影響を及ぼすことなどがある。 
 また、設備状態量がエネルギーロスに影響を及ぼすことを解析し、エネルギー効率の向
上を図るエネルギー診断技術、あるいは機械の性能に影響を及ぼす相関を見出して設備の
性の向上を図ることなどに関する研究は、今後盛んになっていくものと思われる。 
設備診断技術 品質診断技術
エネルギー診断技術
設備性能診断
設備異常 設備状態量設備稼働率向上保安性向上 品質異常
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図 7.4 設備状態量解析による診断技術 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 - 132 -
【参考文献】 
(1) 笹岡英毅：“ウェーブレットと音響処理”，電気学会産業計測制御研究会資料 Vol.IIC-03 
No.74-81，pp.19-24，2003 
(2) 笹岡英毅：“設備の音響診断への適用”，電気学会誌 Vol.129 No.10 pp.672-675，2009 
(3) 玉乃井愛仁, 寺島真介：“次世代メンテナンス技術のキーテクノロジー 音響における予
防保全事例と今後の発展-IT の普及による設備診断のゆくえ-”，オートメーション 
Vol.48 No.8 pp.40-43，2003 
(4) 太田博光, 江副覚, 瀬戸邦聡：“AR モデルによる回転機械の音響診断”，振動･音響新技
術シンポジウム講演論文集 Vol.2001 pp.223-226，2001 
(5) KRYTER R C, HAYNES H D: “Condition monitoring of machinery using motor 
current signature analysis”，SOUND AND VIBRATION，Vol.23,No.9，1989 
(6) BETHEL N P，The New Role of Current Analysis in Predictive Maintenance.，AISE 
Steel Technology，Vol.80,No.1，2003 
(7) 武村浩道，松本洋一，村上保夫：“玉軸受・ころ軸受における NSK 新寿命計算式の開発”，
NSK テクニカルジャーナル，No.671，2001 
(8) 豊田利夫：“最新設備診断技術の実用化に関する研究”，2000TPM 西日本地区大会，日
本プラントメンテナンス協会，pp.23，2000 
(9) 迫孝司，東辰夫，金子修一，“ハイブリッド軸受診断システム（MD-370）の技術と適用
について”，プラントエンジニア，Vol.44，No.3，pp.23-31，2012 
 
 
 - 133 -
謝辞 
 
 本研究は、筆者が早稲田大学大学院情報生産システム研究科において、2009
年から行ったものです。 
本論文執筆に関して懇切なご指導、ご鞭撻を賜った早稲田大学大学院情報生
産システム研究科教授吉江修博士に心からの深謝の意を表します。 
 また、研究活動を遂行するにあたり、多大なご協力を頂いた旭化成エンジニ
アリング株式会社田村孝市事業部長はじめプラントライフ事業部の方々に心か
ら感謝申し上げます。 
 最後に、家族をはじめ多くの方々の協力を得て研究成果をまとめることがで
きましたことを深く感謝致します。 
 - 134 - 
 
参考文献 
【第 1 章】 
［1］“2011 年度メンテナンス実態調査報告書”，日本プラントメンテナンス協会，2012 
［2］豊田利夫：予知保全技術の進展とプラント資産管理システム PAM への進化（上），
プラントエンジニア，pp.59，2001 
［3］John Moubray：“Reliability-centered Maintenance Second Edition”，Industrial Press Inc.， 
pp.11-14, 2000 
［4］豊田利夫：“設備診断技術ハンドブック”，日本鉄鋼協会編，pp.1-32，1986 
［5］牧修市：“振動法による設備診断の実際”，日本プラントメンテナンス協会，pp.1-12、
1983 
［6］牧修市：“最新実用設備診断技術”，総合技術センター，pp.3-21，1989 
［7］“平成 20 年度設備管理技術の新展開に関する調査報告書”，日本機械工業連合会 日鉄
技術情報センター，2009 
［8］ROGERS L M：“The application of vibration signature analysis and acoustic emission source 
location to on-line condition monitoring of anti-friction bearings.”，Tribology Int JN，Vol.12. 
No.2，pp.51-59, 1979 
［9］PEKRUL P J：“On-line vibration and loose parts monitoring of nuclear power stations as a 
preventative maintenance tool.”，Mater Eval JN，Vol.34 No.7，pp.154-159,164 , 1976 
［10］JAMES R, BLOCH H P：“Predictive maintenance system improved at Exxon Chemical 
plant.”，Oil Gas J JN，Vol.74 No.5，pp.59-64, 1976 
［11］豊田利夫：“保全管理システム EMMS の進化と企業資産管理システム EAM の登場
（上）”，プラントエンジニア，pp.56，2001 
［12］豊田利夫：“回転機械診断の進め方”，日本プラントメンテナンス協会，pp.17, 1991 
［13］ISO 13379 Condition monitoring and diagnostics of machines — General guidelines on data 
interpretation and diagnostics techniques, 2003 
［14］ISO 13380 Condition monitoring and diagnostics of machines — General guidelines on 
using performance parameters, 2002 
［15］“2002年度メンテナンス実態調査報告書”，日本プラントメンテナンス協会，pp.161, 
2002 
［16］“機械の診断・評価技術に関する調査報告書－転がり軸受の異常予知と材料評価－”，
D&E研究会，pp.1,10，1996 
［17］前川健二：“設備診断技術ハンドブック”，日本鉄鋼協会編，丸善，pp.24，1986 
 
 
 
 
 
 - 135 - 
 
【第 2 章】 
［ 1 ］岡本純三、角田和雄：“転がり軸受－その特性と実用設計－”，幸書房，
pp.59-60,pp.145-146，1981 から引用， 
［2］曽田範宗：軸受，岩波全書，pp.157-169，1964 
［3］転がり軸受工学編集委員会編：“転がり軸受工学”，養賢堂，pp.165，1975 
［4］吉岡武雄、武田稔：“AE 法による表面下クラックの検出”，機械の診断・評価技術に
関する調査報告書，D&E 研究会，pp.161-164，1996 
［5］トライボロジー学会編：“トライボロジー故障例とその対策”，養賢堂，pp.9-16,32，
2003 
［6］豊田利夫：“回転機械診断の進め方”，日本プラントメンテナンス協会，pp.96,127，
192-193，1991 
［7］迫孝司：“ファン・ブロワの異常診断”，メインテナンス，No.247，pp.29-34，2006 
［8］JIS B 0910：“非往復動の機械振動－回転軸における測定および評価基準－一般的指針”，
pp.14，1999 
［9］ISO 7919-2：“Mechanical vibration — Evaluation of machine vibration by measurements on 
rotating shafts — Part 2: Land-based steam turbines and generators in excess of 50 MW with 
normal operating speeds of 1 500 r/min, 1 800 r/min, 3 000 r/min and 3 600 r/min”，pp.8，
2001 
［10］D&Eアトラス研究会編：“潤滑油分析による設備診断技術”フェログラフィ法によ
る異常摩耗診断事例集，日本プラントメンテナンス協会，pp.21,71,137，2000 
［11］日本トライボロジ学会：ISO18436-4 準拠トライボロジーに基づくメンテナンス（カ
テゴリーⅠ），pp.263-268，2009 
［12］倉橋基文：設備診断技術ハンドブック，日本鉄鋼協会編，丸善株式会社，pp.235-240，
1986 
［13］牧修市：“最新実用設備診断技術”，総合技術センター，pp.776,782，1989 
［14］ISO4406：“Hydraulic fluid power – Fluids–  Method for coding the level of contamination 
by solid particles”，pp.3，1999 
［15］迫孝司，牧修市：“ MD-410L（オイルチェッカー）の開発”，油圧技術，Vol.25，No.12，
pp.48-55，1986 
［16］迫孝司，“回転機械の診断技術とその適用事例”，'99TPM 西日本地区大会 カンファレン
ス，日本プラントメンテナンス協会，pp.22-25，1999 
 
 
 
 
 
 
 
 
 - 136 - 
 
【第 3 章】 
［1］迫孝司：“転がり軸受の寿命予測と課題”，状態監視技術による回転機器の総合診断の調査
分科会（CMT 分科会），日本保全学会，2010 
［2］迫孝司，“転がり軸受診断技術における AE の評価”，第 6 回設備診断技術シンポジウム，
日本プラントメンテナンス協会，pp.B3-3-1-8，1986 
［3］吉岡武雄,藤原孝誌：ころがり疲れ過程における AE と振動（第 1 報），トライボロジ
スト，34（1），pp.36-42，1989 
 
【第 4 章】 
［1］WEATHERSBY B: “Low speed bearing analysis”, Proc Annu Meet Vib Inst, Vol.26, 
pp.119-134, 2002 
［2］陣山鵬・宮崎修治・橋本和也：“低速軸受の最新診断法”，評価・診断に関するシンポ
ジウム講演論文集，日本機械学会，Vol.3，pp.1-3，2004 
［3］MECHEFSKE C K, and MATHEW J: “Fault detection and diagnosis in low speed rolling 
element bearings Part I: The use of parametric spectra”, Mech Syst Signal Process, Vol.6, 
No.4, pp.297-307, 1992 
［4］TEO S: “Condition monitoring of slow speed rolling element bearings in a mechanically 
noisy environment”, Appita J, Vol.42, No.3, pp.206-208, 1989 
［5］吉岡武雄・藤原孝誌：“ころがり疲れ過程における AE と振動（第１報）”, トライボ
ロジスト, 第 34 巻, 第１号 pp.36-42，1989 
［6］吉岡武雄・武田稔：“AE 法による表面下クラックの検出”, トライボロジー会議予稿
集, pp551-554，1993 
［7］MIETTINEN J, and ANDERSSON P: “Acoustic emission of rolling bearings lubricated with 
contaminated grease”, Tribology Int, Vol.33, No.11 pp777-787, 2000 
［8］JAMALUDIN N, and MBA D: “Monitoring extremely slow rolling element bearings: Part I”, 
NDT E Int, Vol.35, No.6 pp.349-358, 2002 
［9］JAMALUDIN N, and MBA D: “Monitoring extremely slow rolling element bearings: Part 
Ⅱ”, NDT E Int, Vol.35 No.6, pp.359-366, 2002 
［ 10］ ELFORJANI M. and MBA D: “Monitoring the Onset and Propagation of Natural 
Degradation Process in a Slow Speed Rolling Element Bearing With Acoustic Emission”, 
Trans ASME J Vib Acoust,, Vol.130 No.4, pp. 041013.1-041013.14, 2008 
［11］HE Yongyong, ZHANG Xinming and FRISWELL Michael I.: “Defect Diagnosis for Rolling 
Element Bearings Using Acoustic Emission”, Trans ASME J Vib Acoust, Vol.131 No.6, 
pp.061012.1-061012.10, 2009 
［12］豊田利夫：“回転機械診断の進め方”，日本プラントメンテナンス協会，pp.213-216，
1991 
 
 
 
 - 137 - 
 
【第 5 章】 
［1］佐藤弌也：“ＡＥ計測法を用いた回転機の異常診断技術”，電気学会論文誌 C，Vol.109，No.3，
pp.145-152，1989 
［2］和田正毅，水野万亀雄：“摩擦・摩耗のＡＥによるインプロセス計測に関する研究 焼付き過
程のＡＥ計測”，精密工学会誌，Vol.56，No.10，pp.1835-1840，1990 
［3］森田登，上野貴博，中西悠二：“電動機故障診断における音響ケプストラム分析の試み”，電
気学会回転機研究会資料，Vol.RM-05，No.140-161, pp.101-104, 2005 
［4］Courrech J : “New techniques for fault diagnosis in rolling element bearings”, Use New Technol 
Improv Mech Readliness Reilab Maintainnab, pp.83-91, 1987 
［5］Randall R B : “Advances in the application of cepstrum analysis to gearbox diagnosis”, 2nd Int 
Conf Vib Rotating Mach 1980, pp.169-174, 1980 
［6］El Badaoui M, Cahouet V, Guillet F, and Daniere J : “Modeling and Localized Tooth Defects in 
Geared Systems”, Trans ASME J Mech Des, Vol.123, No.3, pp.422-430, 2001 
［7］岡本和之, 椎原裕美, 高橋和利, 迫孝司: “AE(アコースティックエミッション)によるすべり
軸受の状態監視実験”，マリンエンジニアリング学術講演会講演論文集，Vol.78th, 
pp.139-140, 2008 
［8］Konstantin-Hansen Hans and Herlufsen Henrik : “Envelope and Cepstrum Analyses for Machinery 
Fault Identification”, Sound Vib JST, Vol.44, No.5, pp.10-12, 2010 
 
【第 6 章】 
［1］笹田直：“油分析法による故障診断”，油分析による設備診断実践コース“，日本プラ
ントメンテナンス協会，pp.1-12，1987 
［2］三科博司，笹田直：“焼けつき部分の断面観察と焼けつき機構”，潤滑，第 25 巻，第
6 号，pp.57-59，1980 
［3］三科博司，笹田直：“焼けつき機構－軸・円筒間の摩擦において生じる焼けつき現象”，
潤滑，第 29 巻，第 10 号，pp.63－68，1984 
［4］迫孝司，東辰夫，金子修一：“ハイブリッド軸受診断システム（MD-370）の技術と適
用について”，プラントエンジニア，Vol.44，No.3，pp.23-31，2012 
［5］清水茂雄，吉岡武雄，稲葉秀弘，若林利明：“振動と AE の複合センシングによる機
械要素の診断技術”，日本機械学会シンポジウム講演論文集 第１回評価・診断に関する
シンポジウム，pp.217-222，2002 
 
 
 
 
 
 
 
 
 - 138 - 
 
【第 7 章】 
［1］笹岡英毅：“ウェーブレットと音響処理”，電気学会産業計測制御研究会資料 Vol.IIC-03 
No.74-81，pp.19-24，2003 
［2］笹岡英毅：“設備の音響診断への適用”，電気学会誌 Vol.129 No.10 pp.672-675，2009 
［3］玉乃井愛仁, 寺島真介：“次世代メンテナンス技術のキーテクノロジー 音響における
予防保全事例と今後の発展-IT の普及による設備診断のゆくえ-”，オートメーション 
Vol.48 No.8，pp.40-43，2003 
［4］太田博光, 江副覚, 瀬戸邦聡：“AR モデルによる回転機械の音響診断”，振動･音響新
技術シンポジウム講演論文集 Vol.2001，pp.223-226，2001 
［5］KRYTER R C, HAYNES H D: “Condition monitoring of machinery using motor current 
signature analysis”, SOUND AND VIBRATION, Vol.23, No.9, 1989 
［6］BETHEL N P, The New Role of Current Analysis in Predictive Maintenance, AISE Steel 
Technology, Vol.80,No.1, 2003 
［7］武村浩道，松本洋一，村上保夫：“玉軸受・ころ軸受における NSK 新寿命計算式の開
発”，NSK テクニカルジャーナル，No.671，2001 
［8］豊田利夫：“最新設備診断技術の実用化に関する研究”，2000TPM 西日本地区大会，
日本プラントメンテナンス協会，pp.23，2000 
［9］迫孝司，東辰夫，金子修一，“ハイブリッド軸受診断システム（MD-370）の技術と適用に
ついて”，プラントエンジニア，Vol.44，No.3，pp.23-31，2012 
 
 - 139 -
業績一覧 
 
A.学術誌原著論文 
【A1】迫孝司，徳茂廣太郎，吉江修，“周波数変調解析によるすべり軸受ラビング異常
早期検出技術”，電気学会論文誌 C，2012（電気学会論文誌Ｃ，Vol.132，No.9 掲載
決定） 
【A2】迫孝司，吉江修，“ AE エンベロープ波形を用いた超低速転がり軸受診断法”，電
気学会論文誌 D，Vol.132，No.4，pp．501-509，April 2012 
 
B.査読のある国際会議・シンポジウム論文 
【B1】Takashi Sako, Osamu Yoshie, Kotaro Tokumo, "Detection method for rubbing of sliding 
bearing in early stage by Cepstrum analysis", 21STINTERNATIONAL CONFERENCE ON 
PRODUCTION RESEARCH, ICPR21, August 2011 
【B2】Takashi Sako, Osamu Yoshie, "Diagnosic method of low speed rolling element bearing 
using AE envelope waveform", TENCON2010, IEEE, pp.724-729, November 2010 
 
C.報告書 
【C1】迫孝司，“石油化学工業における保守管理と規制”，原子力発電所の保全プログラ
ムに基づく保全活動の検査手法に係る調査・検討 報告書，日本保全学会，pp.191-211，
2007 
【C2】迫孝司，“旭化成における CBM について”，状態監視保全技術に関する調査検討 平
成１８年度報告書，日本保全学会，pp.54-82，2007 
【C3】迫孝司，“ 3.状態監視の開発・適用状況”，原子力発電所保全の現状と今後の在り
方について，日本保全学会，pp.23-29，41-45，83-94，2006 
 
D.書籍 
【D1】迫孝司，“AE 法による低速軸受診断”，よくわかる設備診断シリーズ 診断法別事
例集，日本プラントメンテナンス協会，pp.88-92，1994 
 
E.雑誌・記事 
【E1】迫孝司，“ハイブリッド軸受診断システムの開発”，検査技術，Vol.17，No.4，pp.44-51，
April 2012 
【E2】迫孝司，東辰夫，金子修一，“ハイブリッド軸受診断システム（MD-370）の技術
と適用について”，プラントエンジニア，Vol.44，No.3，pp.23-31，March 2012 
【E3】迫孝司，“有効な設備診断技術の活用”，プラントエンジニア，Vol.42，No.8，pp.80-86，
August 2010 
【E4】迫孝司，“機械状態監視による設備管理の動向”，潤滑経済，No.516，pp.20-27，
2008 
【E5】迫孝司，“石油化学工業における保守管理と規制”，保全学，Vol.6，No.2，pp.3-9，
2007 
【E6】迫孝司，“高経年設備・プラントのメンテナンス－危険予知と安全性評価－振動
法による設備診断技術の活用について”，化学装置，Vol.47，No.12，pp.59-64，2005 
【E7】迫孝司，“ファン・ブロワの異常診断”，メインテナンス，No.247，pp.29-34，2006 
 
 - 140 -
【E8】迫孝司，“振動法による設備診断技術の活用事例”，日本メンテナンス工業会会報，
Vol.15，No.4，pp.7-11，April 2005 
【E9】迫孝司，“振動値の傾向管理による設備診断技術活用事例”，プラントエンジニア，
Vol.33，No.7，pp.70-75，July 2001 
【E10】木寺文夫，迫孝司，“振動傾向管理に基づく回転補機診断”，電気評論，pp.33-39，
November 1999 
【E11】迫孝司，“低速転がり軸受の診断技術”，検査技術，Vol.2，No.3，pp.30-37，March 
1997 
【E12】迫孝司，“AE 法による低速転がり軸受の診断”，メインテナンス，No.204， pp.19-24，
May 1997 
【E13】迫孝司，“AE 法による低速軸受の診断”，メインテナンス，No.183，pp.11-16，
August 1995 
【E14】迫孝司，牧修市，“油圧作動油診断技術の開発”，油空圧技術，Vol.28，No.3，pp.19-28，
March 1989 
【E15】迫孝司，牧修市，“ MD-410L（オイルチェッカー）の開発”，油圧技術，Vol.25，
No.12，pp.48-55，December 1986 
 
F.学会発表、講演 
【F1】迫孝司，“化学プラントにおける AE 診断”，平成 23 年度第 1 回 AE 部門講演会，
日本非破壊検査協会，July 2011 
【F2】徳茂廣太郎，迫孝司，“ケプストラム解析法における滑り軸受ラビング異常早期
検出技術”，2011 年度春季研究発表大会，日本設備管理学会，pp.131-136，June 2 
【F3】迫孝司，“化学プラントの保全”，松江保全講演会，日本保全学会，February 2011 
【F4】迫孝司，“旭化成の計画保全活動と設備診断技術”，第 11 回保全セミナー，日本
保全学会，pp.89-117，2011 
【F5】迫孝司，徳茂廣太郎，吉江修，“ケプストラム解析法によるすべり軸受ラビング
早期異常検出技術”，電気学会 電子・情報・システム部門大会，pp.1653-1658，
September 2010 
【F6】迫孝司，“サイクロ減速機における軸受損傷事例”“基礎劣化に起因したポンプ軸
受損傷事例”“基礎劣化に起因した電動機軸受損傷事例”，v_BASE（振動工学デ ー
タベース）フォーラム，日本機械学会，pp.13-18，September 2010 
【F7】迫孝司，徳茂廣太郎，“すべり軸受の早期ラビング検出技術について”，第 7 回学
術講演会，日本保全学会，pp.506-509，July 2010 
【F8】迫孝司，「AE 法による転がり軸受診断技術」，第 9 回保全セミナー，日本保全学
会，pp.47-75，March 2010 
【F9】迫孝司，“有効な設備診断技術の活用”，PE 最新保全技術発表会，日本メンテナン
ス協会，November 2009 
【F10】迫孝司，“状態監視技術導入の勘所”，状態監視技術の基礎と実務 第 4 回保全セ
ミナー，日本保全学会，pp.62-85，2008 
【F11】岡本和之，椎原裕美，高橋和利，迫孝司，“ AE（アコースティックエミッショ
ン）によるすべり軸受の状態監視実験”，マリンエンジニアリング学術講演会論文集，
日本マリンエンジニアリング学会，2008 
【F12】迫孝司，“振動値の傾向管理による設備診断技術活用事例”，TPM 西日本地区大
会 2002，日本プラントメンテナンス協会，pp.25-38，2002 
【F13】迫孝司，“回転機械の診断技術とその適用事例”，'99TPM 西日本地区大会 カン
ファレンス，日本プラントメンテナンス協会，pp.10-25，1999 
 - 141 -
【F14】迫孝司，“設備診断技術の開発とその応用”，平成 9･10 年度講演会，東京工業大
学 資源化学研究所，1998 
【F15】迫孝司，“AE による低速転がり軸受の異常診断技術”，第 15 回設備診断シンポ
ジウム，日本プラントメンテナンス協会，pp.A-1-1-19，1995 
【F16】迫孝司，“低速軸受診断技術の開発”，第 12 回設備診断技術シンポジウム，日本
プラントメンテナンス協会，pp.A2-3-1-16，1992 
 
G.その他、研究会発表、総会講演 
【G1】迫孝司，“ハイブリッド軸受診断システム（MD-370）のご紹介”，メンテナンス
テクノショー，日本能率協会，2011 
【G2】徳茂廣太郎，迫孝司，“ケプストラム解析法における滑り軸受ラビング異常早期
検出技術」”最新設備診断技術の実用化に関する研究会，日本設備管理学会，2011 
【G3】迫孝司，“転がり軸受の寿命予測と課題”，第 2 回 CMT 分科会，日本保全学会，
2010 
【G4】迫孝司，“すべり軸受ラビング早期検出技術の開発”，第 7 回 RCM-CBM ﾕｰｻﾞｰｽﾞ
ｸﾞﾙｰﾌﾟ・ﾐｰﾃｨﾝｸﾞ，Electric Power Research Institute，2010 
【G5】迫孝司，“基礎劣化に起因する異常振動診断事例”，第 4 回最新設備診断技術の実
用性に関する研究会，日本設備管理学会，2010 
【G6】迫孝司，“回転機械における異常診断実施例”、機械状態監視診断技術（振動）交
流会，日本機械学会，pp.37-52，2010 
【G7】迫孝司，“振動法、AE 法による転がり軸受診断技術の紹介”，第 6 回 RCM-CBM
ﾕｰｻﾞｰｽﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ・ﾐｰﾃｨﾝｸﾞ，Electric Power Research Institute，2009 
【G8】迫孝司，“振動、AE、潤滑油分析を用いたサイクロ減速機の診断事例”，第 1 回
最新設備診断技術の実用性に関する研究会，日本設備管理学会，2009 
【G9】迫孝司，“状態監視技術導入のポイント”，第 8 回産学連携フェア，北九州産業学
術推進機構，2008 
【G10】迫孝司，“電流診断技術導入の取り組み”，最新設備診断技術の実用性に関する
研究会，日本設備管理学会，2007 
【G11】迫孝司，“ISO 機械状態監視診断技術者（振動）について”，JIPM 西日本支部 2006
年度「第 2 回設備診断技術研究会」，日本プラントメンテナンス協会，2006 
【G12】迫孝司，“設備診断技術の活用事例”，第 7 回産学連携フェア，北九州産業学術
推進機構，2006 
【G13】迫孝司，“旭化成における CBM”，材質劣化診断技術に関する調査分科会，日本
保全学会，2006 
【G14】迫孝司，“設備診断技術の活用事例”，メンテナンスソリューション展 2004，日
本プラントメンテナンス協会，2004 
【G15】迫孝司，“AE 法による低速転がり軸受の異常診断”，MSD 研究会，1998 
【G16】迫孝司，“設備診断技術の開発とその応用”，メンテナンストライボロジー研究
会，日本トライボロジー学会，1998 
【G17】迫孝司，“AE を用いた低速回転機械の診断について”，日本設備管理学会西部支
部総会，日本設備管理学会，1997 
【G18】迫孝司，“低速転がり軸受の診断について”，設備診断技術研究会，日本プラン
トメンテナンス協会，1995 
【G19】迫孝司，“低速転がり軸受の診断について”，最新設備診断技術に関する研究会，
日本設備管理学会，1995 
【G20】迫孝司，“AE 法による低速転がり軸受の診断”，D&E 研究会，1996 
 - 142 -
【G21】迫孝司，“MD-410L（オイルチェッカー）の開発”，設備診断事例発表会，日本
プラントメンテナンス協会，1986 
【G22】迫孝司，“転がり軸受診断技術における AE の評価”，第 6 回設備診断技術シン
ポジウム，日本プラントメンテナンス協会，pp.B3-3-1-8，1986 
 
H.教育講師、テキスト執筆 
【H1】迫孝司，“設備の予知保全技術”テキスト，計画保全士養成コース 機械保全系，
日本プラントメンテナンス協会，pp.1-77，2010 
【H2】迫孝司，“設備管理士養成コース 実践・設備診断技術”テキスト 第 1 章，第 2
章，設備管理士養成コース，日本プラントメンテナンス協会，2006 
【H3】迫孝司，“ISO 機械状態監視・診断技術者（振動）カテゴリーⅢ訓練教育”，日本
プラントメンテナンス協会，2005 
【H4】迫孝司，“ISO 機械状態監視・診断技術者（振動）カテゴリーⅡ訓練教育”，日本
プラントメンテナンス協会，2004 
【H5】迫孝司，“光学式潤滑油診断法”，油分析による設備診断実践コース，日本プラン
トメンテナンス協会，pp.4.1-8，1987 
 
J.特許 
【J1】迫孝司，“軸受診断装置の雑音除去方法”，特許第 3145845 号，1995 年 5 月 
【J2】牧修市，迫孝司，福永辰也，馬場和喜，“生産状態量解析システム”，特許第 3004029
号，1992 年 1 月 
【J3】牧修市，迫孝司，福永辰也，馬場和喜，“生産状態量解析システム”，特許第 2803864
号，1991 年 6 月 
 
